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Ⅰ. 本ガイダンスの目的・使い方 

 

１．本ガイダンスの目的 

 

我が国を始めとする主要国では、武器や軍事転用可能な技術・貨物が、安全保障上懸念のあ

る国家やテロリストの手に渡ることを防ぐため、国際的に安全保障貿易管理の枠組みを作り、

国際社会が協調して厳格な管理を行っています。 
経済産業省では、文部科学省等と協力し、先端的な研究開発を行う大学や研究機関において

も、実効的な安全保障貿易管理が必要であるとの共通認識の下、説明会や注意喚起を実施して

います。 

経済産業省では、外国為替及び外国貿易法（昭和２４年法律第２２８号。以下「外為法」）に

基づく技術の提供および貨物の輸出（以下、「技術の提供等」）の管理について、大学・研究機

関が実施すべき事項を取りまとめ、法令遵守のための効果的な体制整備と機微な技術情報の管

理水準の向上を促進する目的で、文部科学省等と協力し、本ガイダンスを平成２０年に策定し

ました。以後、制度改正等に併せて改訂を行っており、この度、令和７年にキャッチオール規

制が改正された1ことを受けて、当該改正に基づく機微技術の管理が徹底されるよう、ガイダン

スの改訂を行いました。 

近年、安全保障に関連する機微技術の流出の懸念が拡大する中、大学や研究機関が外国との

人的交流や共同研究等の国際化を進展させる上では、外為法で遵守が義務づけられている「輸

出者等遵守基準」2（以下、「遵守基準」）に基づき、機微技術を適切に管理していくことが必要

です。 

安全保障貿易管理は、大学や研究機関のコンプライアンス（法令遵守）の一部であり、法令

に違反すればその大学や研究機関も罰せられる可能性があることに留意しなければなりません。

また、国際的な人的交流や共同研究等を行う際には、輸出管理の体制を整えていない場合、思

わぬトラブルに巻き込まれる可能性があります。 

 

本ガイダンスでは、外為法に基づく安全保障貿易管理制度の概要、技術の提供等の基本的な

確認手続、留学生の管理や外国出張等の個別ケースにおける確認手続と必須／推奨事項の整理、

組織体制の整備・運用、規程や帳票の例など、各大学・研究機関が法令遵守に必要な手続を確

実に実施して頂けるよう構成しています。本ガイダンスを参考に、大学や研究機関の幹部から

教職員等に至る全ての階層の関係者が制度を理解し、機微技術の管理を着実に実施して頂くこ

とが期待されます。 

なお、本ガイダンスの内容を大学等で実践していく上で参考となる資料として、特定非営利

活動法人産学連携学会「安全保障貿易に係る自主管理体制構築・運用ガイドライン」及び「研

究者のための安全保障貿易管理ガイドライン」が公表されていますので、併せて御活用いただ

くと効果的です。 

 
1 2025年4月9日に関係する政令・省令・告示・通達が交付されました（同年10月9日に施行）。 
2 輸出者等遵守基準を定める省令（平成２１年経済産業省令第６０号） 
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２．本ガイダンスの使い方 

 

各大学・研究機関のニーズに応じて、下記を御参照ください。 

 

○制度の概要を知りたい方 

 → Ⅱ．安全保障貿易管理制度（７頁～） 

 

○規制が適用される場合を知りたい方 

  → Ⅲ．規制対象となる技術の提供等（３４頁～） 

 

○技術の提供・貨物の輸出の確認手続を知りたい方 

 → Ⅳ．技術の提供・貨物の輸出の確認手続（４９頁～） 

 

○留学生や外国人研究者の管理等の個別のケースの確認手続を知りたい方 

  → Ⅴ．個々のケースの確認手続（７７頁～） 

 

○組織体制の整備・運用の方法を知りたい方 

 → Ⅵ．組織体制の整備・運用（８８頁～） 

 

○輸出管理内部規程やチェックシートの例を参考にしたい方 

  → Ⅸ．規程・帳票の例（１０５頁～） 

 

○個別に質問や相談をしたい方 

  → Ⅷ．大学関係者等からの主な質疑の例（１０２頁～） 

Ⅹ．問合せ窓口等（１４９頁～） 

 
○みなし輸出管理の明確化への対応について知りたい方 

  → Ⅲ. 規制対象となる技術の提供等 ５.特定類型アプローチについて（４０頁～） 

    Ⅳ. 技術の提供・貨物の輸出の確認手続 １．案件ごとの手続（４９頁～）等 
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Ⅱ．安全保障貿易管理制度 

 

１．制度の趣旨・背景 

 

（１）安全保障貿易管理の必要性 

 

安全保障貿易管理とは、我が国を含む国際的な平和及び安全の維持を目的として、武器や軍

事転用可能な技術や貨物が、我が国及び国際的な平和と安全を脅かすおそれのある国家やテロ

リスト等、懸念活動を行うおそれのある者に渡ることを防ぐための技術の提供等の管理を行う

ことです。 

先進国が有する高度な技術や貨物が、大量破壊兵器等（核兵器・化学兵器・生物兵器・ミサ

イル）を開発等（開発・製造・使用又は貯蔵）している国等に渡ること、また通常兵器が過剰

に蓄積されることなどの国際的な脅威を未然に防ぐために、先進国を中心とした枠組みを作っ

て、安全保障貿易管理を推進しています。 

 

 

（２）安全保障環境の変化と国際協調下での枠組み 

 

北朝鮮による核・ミサイル開発を始め、懸念国による軍事能力強化の動きが活発化する一方

で、非国家主体によるテロリズムが世界中に拡大し、化学兵器を使用した事案も報告されるな

ど、世界の安全保障環境は大きく変化しています。 

また、近年、民生技術が技術革新を主導するようになり、デュアルユース技術等の民生技術

を軍事転用する動きも出てきている中で、貨物のみならず技術の管理の重要性が高まっており、

また懸念国やテロリストが研究者や留学生を派遣するといった例があるなど、その調達活動は

益々多様化させており、大学や研究機関においても、技術及び貨物の管理を適切に行う必要が

あります。 
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＜軍事分野において民生技術が活用され得る例＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 こうした中で、安全保障貿易管理は、大量破壊兵器等や通常兵器に係る「国際輸出管理レジ

ーム」での合意を受けて、我が国を含む国際社会が一体となって、管理に取り組んでいるもの

であり、我が国では外為法に基づき規制が行われています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

➢ 炭素繊維：炭素を主要素とする、軽量で強度の高い繊維素材 

民生用途 → ゴルフ用シャフト、釣り竿、テニスラケット 

防衛関連用途 → 戦闘機の主翼素材 

➢ アクティブサスペンション：電子制御によってサスペンションの 

特性を変化させ、振動を減じる機構 

民生用途   → Ｆ１カー 

防衛関連用途 → 装甲戦闘車 

➢ 窒化ガリウム（GaN）：高効率の電力制御・変換を可能とする

半導体 

民生用途   → 人工衛星の電波送信用増幅器 

防衛関連用途 → 護衛艦搭載のレーダー 

大量破壊兵器等の開発等に必要な貨物・技術の多くが 

軍民両用（デュアルユース）であり、偽装も容易。 

懸念国やテロリストは、輸出管理が不十分な組織を狙うかも？ 

 

大学や研究機関も例外ではない！ 

非リスト規制品 ＋ リスト規制技術

 

リスト規制品 

軍用品 軍民両用 

※ リスト規制品を自前で製造 

【従来】              

※ 民生品でも軍用利用が可能 

【近年】 

国際輸出管理レジーム 

大量破壊兵器等及び通常兵器並びにそれらの開発等に用いられる技術や汎用品の輸出を管理 

（２０２５年７月現在） 

＜懸念のある貨物・技術獲得のターゲットの変遷＞ 

 

  

大量破壊兵器関連 通常兵器関連 

核兵器関連 生物・化学兵器関連 ミサイル関連 通常兵器関連 

原子力供給国 

グループ 
オーストラリア・

グループ 

 

ミサイル技術 

管理レジーム 

ワッセナー・ 

アレンジメント 

Australia Group 
Missile Technology 

Control Regime 

The Wassenaar 

Arrangement 

ＮＳＧ ＡＧ ＭＴＣＲ ＷＡ 

・７８年発足 

・４８カ国参加 
・８５年発足 

・４２カ国＋EU参加 

・８７年発足 

・３５カ国参加 

・９６年発足 

・４２カ国参加 
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＜外国における高度技術流出の懸念事例＞（出展）各種報道等 

米国では、懸念国等からの高度な技術の獲得が懸念される事例が発生しており、その中に

は、内外の大学等が関係する事案で、関係者に有罪判決が下された事例もあります。 

 

                                               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜我が国でも起こり得る技術流出の懸念想定＞ 

我が国においても、国防関係の大学を卒業し、外国政府の国費補助を受けた留学生が日本の

大学の博士課程に進学し、例えば、民生分野レーダー研究の権威の教授から指導を受けて、帰

国後にレーダー技術の研究を行うことで、高度な技術が国外へ流出し、軍事に転用される可能

性が考えられます。 

 

➢ イリノイ州のエンジニアリング会社Trexim Corporationの社長であるBilal Ahmedは、炭素繊維等を無許
可でパキスタン宇宙高層大気研究委員会に輸出。 

➢ パキスタン宇宙高層大気研究委員会は、米国において凍結対象エンティティに指定されていた（外国ユー
ザーリスト掲載）。なお、パキスタン国内の大学と一部の施設を共同利用しており、歴代の同委員会議長も
大学や軍出身者が占める。 

➢ Ahmedは、この罪で懲役２年の判決を受けた。 

米国事例１ 

➢ フロリダ在住の中国人女性、Amin Yuは、中国のハルビン工程大学に勤務する教授等の指示により、平成
14年から平成26年にかけて、海洋潜水艇用のシステム及び構成部材を中国に輸出。 

➢ 輸出の目的のひとつとして、ハルビン工程大学の教授が、海洋潜水艇ー無人水中艇、遠隔操作式艇、自律
水中艇の開発に使用するためであったことが判明。 

➢ 以上の理由により、Amin Yuは、米国に対する詐欺行為及び米国に対する犯罪を企て、違法な輸出情報活
動を行ったとして起訴された。また、Amin Yuは、起訴の内容を認めている。 

米国事例２ 

➢ Atmospheric Glow Technologies（AGT）社は米空軍研究所（USAF）と、無人航空機用プラズマアクチュ
エータの研究契約を結んでいた。 

➢ テネシー大学 J. Reece Roth教授の元教え子（Daniel Max Sherman）が AGT社にいたこともあり、上記
研究について同教授とAGT社は共同研究の契約を結んだ。 

➢ Roth教授とSherman氏は、大学院生助手に研究を手伝わせることで一致。同教授の下で研究活動を行っ
ていた中国人・イラン人学生などに米国政府の許可を得ないまま、この研究に関する報告書へのアクセ
スを認めた。また、Roth 教授は、講演のため USAF との研究に関係する技術情報の入ったパソコンを輸
出許可を得ずに中国に持ち出した。 

➢ これにより、 Roth 教授と Sherman 氏は武器輸出管理法違反の罪に問われ、それぞれ懲役４年、懲役１
４か月（１年強）の判決を受けた。 

米国事例３ 

➢ ニュージャージー州在住の中国人で、防衛企業・L-3 Communications の元従業員・劉思星氏は、米国の
軍事（ミサイルの誘導システム等）に関する大量の機密データを保持し、当該機密データを中国の大学
及び中国政府のシンポジウム等で開示。 

➢ 具体的には、中国の重慶および上海で開催された会議にパソコンを持ち込み、自身が米国で従事している
職務上の技術のほかに、米国の法律で輸出が禁じられている国防に関する技術まで紹介。 

➢ これにより、劉思星氏は武器輸出規制法違反及び商業秘密の窃取等の罪を問われ、懲役70か月（6年弱）
の判決を受けた。 

米国事例４ 

日本の大学 

 

外国政府 

 
博士課程に進学 

 

留学費を国費補助 

 

教授Ｃ 
民生分野レーダー 
研究の権威 

留学生Ｂ 
国防関係大学で軍事分野を含む 
レーダー技術を学び卒業 

帰国後、同レーダー技術
の研究を実施。技術流出
の可能性あり。 



 

10 

２．規制の内容 

 

外為法に基づく輸出規制は、（１）リスト規制と（２）キャッチオール規制から構成されてお

り、これらの規制に該当する技術の提供等の際には、経済産業大臣の事前許可（以下、「事前許

可」）が必要となります。 

 

 

 

 

（１）リスト規制 

 

国際輸出管理レジームの合意等を受けて、武器及び大量破壊兵器等や通常兵器の開発等に用

いられるおそれの高い技術や貨物に該当する場合には、輸出等の仕向地にかかわらず事前許可

が必要になります。 

具体的には、品目（リスト）3が「外為令4別表」及び「輸出令5別表第１」に、仕様（スペッ

ク）が「貨物等省令6」に規定されています。したがって、提供する技術や輸出する貨物が、こ

れらに該当するかを判定（以下、「該非判定」）する必要があります。 

「外為令別表」及び「輸出令別表第１」に規定されている品目は次頁のとおりであり、これ

らの品目が「貨物等省令」に規定されている仕様に該当すれば、リスト規制の対象になります7。 

 
3 武器、機微な汎用品（原子力・生物兵器・化学兵器・ミサイル関連品目、先端材料、工作機械等）です（具体的には、１１～

１５頁参照）。 
4 外国為替令（昭和５５年政令２６０号） 
5 輸出貿易管理令（昭和２４年政令第３７８号） 
6 輸出貿易管理令別表第１及び外国為替令別表の規定に基づき貨物又は技術を定める省令（平成３年通商産業省令第４９号） 
7 例えば、輸出令別表第１の７（４）で規制される「超電導材料を用いた装置」については、貨物等省令にて、超電導材料の臨

界温度未満の低温度で使用可能となるように設計し、これを用いた電子素子又は電子回路と規定され、さらに、周波数分離機

能及びキュー値が１０，０００超の共振回路を有するものなどに限定されている。一方、技術については、外為令別表の４（４）

で「オートクレーブの使用に係る技術」と幅広く規制されているが、貨物等省令にて「オートクレーブの使用に係る技術であ

って、オートクレーブ内部の環境を規定するためのデータまたは手順」と限定されている。したがって、該非判定に当たって

は、貨物等省令のスペックまで確認する必要があります。 
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２０２５年５月２８日時点 

 

項番 項目 項番 項目 

  1 武器 
(7)  ｳﾗﾝ・ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ同位元素分離用装置等 

(8)  周波数変換器等 

(1)  銃砲・銃砲弾等 (9)  ﾆｯｹﾙ粉・ﾆｯｹﾙ多孔質金属 

(2)  爆発物・発射装置等 (10)  重水素・重水素化合物の製造装置等 

(3)  火薬類・軍用燃料 (10の 2)  ｳﾗﾝ・ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ製造用装置等 

(4)  火薬又は爆薬の安定剤 (11)  しごきスピニング加工機等 

(5)  指向性ｴﾈﾙｷﾞー 兵器等 
(12) 

 1 数値制御工作機械 

(6)  運動ｴﾈﾙｷﾞー 兵器等  2 測定装置 

(7)  軍用車両・軍用仮設橋等 (13)  誘導炉・アーク炉・溶解炉又はこれらの部分品等 

(8)  軍用船舶等 (14)  アイソスタチックプレス等 

(9)  軍用航空機等 (15)  ロボット等 

(10)  防潜網・魚雷防御網他 (16)  振動試験装置等 

(11)  装甲板・軍用ヘルメット・防弾衣等 (17)  ガス遠心分離機ロータ用構造材料 

(12)  軍用探照灯・制御装置 (18)  ベリリウム 

(13)  軍用細菌製剤・化学製剤等 (19)  核兵器起爆用アルファ線源用物質 

(13の 2)  軍用細菌製剤・化学製剤などの浄化用化学物質混合物 (20)  ほう素１０ 

(14)  軍用化学製剤用細胞株他 (21)  核燃料物質製造用還元剤・酸化剤 

(15)  軍用火薬類の製造・試験装置等 (22)  るつぼ 

(16)  兵器製造用機械装置等 (23)  ハフニウム 

(17)  軍用人工衛星又はその部分品 (24)  リチウム 

  2 原子力 
(25)  タングステン 

(26)  ジルコニウム 

(1)  核燃料物質・核原料物質 (27)  ふっ素製造用電解槽 

(2)  原子炉・原子炉用発電装置等 (28)  ガス遠心分離機ロータ製造装置等 

(3)  重水素・重水素化合物 (29)  遠心力式釣合試験機 

(4)  人造黒鉛 (30)  フィラメントワインディング装置等 

(5)  核燃料物質分離再生装置等 (31)  レーザー発振器 

(6)  ﾘﾁｳﾑ同位元素分離用装置等 (32)  質量分析計・イオン源 

 

リスト規制一覧 
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項番 項目 項番 項目 

(33)  圧力計・ベローズ弁 (1)  軍用細菌製剤の原料 

(34)  ソレイノイドコイル形超電導電磁石 (2)  細菌製剤用製造装置等 

(35)  真空ポンプ 

  4 ミサイル 
(35の 2)  スクロール型圧縮機等 

(36)  直流電源装置 (1)  ロケット・製造装置等 

(37)  電子加速器・エックス線装置 (1の2)  無人航空機(ＵＡＶ)・製造装置等 

(38)  衝撃試験機 (2)  ロケット誘導装置・試験装置等 

(39)  高速度撮影が可能なカメラ等 (3)  推進装置等 

(40)  干渉計・圧力測定器・圧力変換器 (4)  しごきスピニング加工機等 

(41)  核兵器起爆（試験）用貨物 (5)  サーボ弁、ポンプ、ガスタービン 

(42)  光電子増倍管 (5の2)  ポンプに使用できる軸受 

(43)  中性子発生装置 (6)  推進薬・原料 

(44)  遠隔操作のマニピュレーター (7)  推進薬の製造・試験装置等 

(45)  放射線遮蔽窓・窓枠 (8)  粉粒体用混合機等 

(46)  放射線影響防止テレビカメラ・レンズ (9)  ｼﾞｪｯﾄﾐﾙ・粉末金属製造装置等 

(47)  トリチウム (10)  複合材料製造装置等 

(48)  トリチウム製造・回収・貯蔵装置等 (11)  ノズル 

(49)  白金触媒 (12)  ノズル・再突入機先端部製造装置他 

(50)  ヘリウム３ (13)  アイソスタチックプレス・制御装置 

(51)  レニウム等の一次製品 (14)  複合材用の炉・制御装置 

(52)  防爆構造の容器 (15)  ﾛｹｯﾄ・ＵＡＶ用構造材料 

  3 化学兵器 
(16)  ﾛｹｯﾄ・UAV用加速度計ｼﾞｬｲﾛｽｺｰﾌﾟ等 

(17)  ﾛｹｯﾄ・ＵＡＶ用飛行・姿勢制御装置他 

(1) 
 軍用化学製剤の原料、軍用化学製剤と同等の毒性の物質・原

料 
(18)  アビオニクス装置等 

(2)  化学製剤用製造機械装置等 (18の 2)  ﾛｹｯﾄ・ＵＡＶ用熱電池 

(3)  反応器又は貯蔵容器の修理用の組立品等 (19)  航空機・船舶用重力計・重力勾配計 

  3の 2 生物兵器 
(20)  ﾛｹｯﾄ・ＵＡＶ発射台・支援装置 

(21)  ﾛｹｯﾄ・ＵＡＶ用無線遠隔測定装置他 
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項番 項目 項番 項目 

(22)  ﾛｹｯﾄ搭載用電子計算機 

  6 材料加工 
(23)  ﾛｹｯﾄ・ＵＡＶ用Ａ／Ｄ変換器 

(24)  振動試験装置等、空気力学試験装置 ・燃焼試験装置他 (1)  軸受等 

(24の 2)  ﾛｹｯﾄ設計用電子計算機 (2)  数値制御工作機械 

(25)  音波・電波・光の減少材料・装置 (3)  歯車製造用工作機械 

(26)  ﾛｹｯﾄ・ＵＡＶ用ＩＣ・探知装置・ﾚｰﾄﾞー ﾑ (4)  アイソスタチックプレス等 

  5 先端材料 
(5)  コーティング装置等 

(6)  測定装置等 

(1)  ふっ素化合物製品 (7)  ロボット等 

(2)  （削除） (8)  フィードバック装置他 

(3)  芳香族ポリイミド製品 (9)  絞りスピニング加工機 

(4)  ﾁﾀﾝ・ｱﾙﾐﾆｳﾑ合金成形工具 (10)  積層造形用装置又はその部分品 

(5)  ﾁﾀﾝ・ﾆｯｹﾙ等の合金・粉、製造装置等 

  7 エレクトロニクス 
(6)  金属性磁性材料 

(7)  ｳﾗﾝﾁﾀﾝ合金・ﾀﾝｸﾞｽﾃﾝ合金 (1)  集積回路 

(8)  超電導材料 (2)  マイクロ波用機器・ミリ波用機器等 

(9)  （削除） (3)  信号処理装置等 

(10)  潤滑剤 (4)  超電導材料を用いた装置 

(11)  振動防止用液体 (5)  超電導電磁石 

(12)  冷媒用液体 (6)  一次・二次セル、太陽電池セル 

(13) セラミック粉末 (7)  高電圧用コンデンサ 

(14)  セラミック複合材料 (8)  エンコーダ又はその部分品 

(15)  ﾎﾟﾘｼﾞｵﾙｶﾞﾉｼﾗﾝ・ﾎﾟﾘｼﾗｻﾞﾝ他 (8の2)  ｻｲﾘｽﾀｰﾃﾞﾊﾞｲｽ・ｻｲﾘｽﾀｰﾓｼﾞｭｰﾙ 

(16)  ﾋﾞｽﾏﾚｲﾐﾄﾞ・芳香族ﾎﾟﾘｱﾐﾄﾞｲﾐﾄﾞ他 (8の3)  電力制御用半導体素子 

(17)  ふっ化ポリイミド等 (8の4)  光変調器 

(18)  ﾌﾟﾘﾌﾟﾚｸﾞ・ﾌﾟﾘﾌｫｰﾑ・成型品等 (9)  サンプリングオシロスコープ 

(19)  ほう素・ほう素合金・硝酸ｸﾞｱﾆｼﾞﾝ他 (10)  アナログデジタル変換器 

    (11)  デジタル方式の記録装置 

  (12)  信号発生器 

  (13)  周波数分析器 

  (14)  ネットワークアナライザー 
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項番 項目 項番 項目 

(15)  原子周波数標準器 (9)  （削除） 

(15の 2)  スプレー冷却方式の熱制御装置 (10)  盗聴検知機能通信ケーブルシステム等 

(15の 3) 極低温用に設計した冷却装置又はその部分品 (11)  (7)、（８）若しくは（１０）の設計・製造・測定装置 

(16)  半導体製造装置等 

  10 センサー等 
(17)  マスク・レチクル等 

(17の 2)  マスク製造基材 (1)  水中探知装置等 

(18)  半導体基板 (2)  光検出器・冷却器等 

(19)  レジスト (3)  センサー用の光ファイバー 

(20) 
ｱﾙﾐﾆｳﾑ・ｶﾞﾘｳﾑ他の有機金属化合物 

 燐・砒素他の有機化合物 
(4)  電子式のカメラ等 

(21)  燐・砒素・ｱﾝﾁﾓﾝの水素化物 (5)  反射鏡 

(22)  炭化けい素等 (6)  宇宙用光学部品等 

(23)  多結晶の基板 (7)  光学器械又は光学部品の制御装置 

(24)  シリコン又はゲルマニウムのふっ化物、水素化物又は塩化物 (7の2)  非球面光学素子 

(25) 
 シリコン、シリコンの酸化物、ゲルマニウム若しくはゲルマニ

ウムの酸化物又はこれらの基板若しくはインゴット、ブール等 
(8)  レーザー発振器等 

  8 電子計算機 
(8の2)  レーザーマイクロフォン 

(9)  磁力計・水中電場センサー・磁場勾配計・校正装置他 

(1)  電子計算機等 (9の2)  水中検知装置 

  9 通信 
(10)  重力計・重力勾配計 

(11)  レーダー等 

(1)  伝送通信装置等 (11の 2)  光センサー製造用マスク・レチクル 

(2)  電子交換装置 (12)  光反射率測定装置他 

(3)  通信用光ファイバー (13)  重力計製造装置・校正装置 

(4)  〈削除〉 (14)  光検出器・光学部品材料物質他 

(5)  フェーズドアレーアンテナ 

  11 航法装置 
(5の2)  監視用方向探知器等 

(5の3)  無線通信傍受装置等 (1)  加速度計等 

(5の4)  受信機能のみで電波等の干渉を観測する位置探知装置 (2)  ジャイロスコープ等 

(5の5)  インターネット通信監視装置等 (3)  慣性航行装置 

(6)   (1)から(3)、(5)から(5の5)までの設計・製造装置等 (4) 
 ｼﾞｬｲﾛ天測航法装置、衛星航法ｼｽﾃﾑ 

電波受信機、航空機用高度計等 

(7)  暗号装置等 (4の2)  水中ｿﾅｰ航法装置等 

(8)  情報伝達信号漏洩防止装置等 (5)  (1)から(4の 2)までの試験・製造装置他 
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項番 項目 項番 項目 

  12 海洋関連 
(10)  簡易爆発装置等 

(11)  爆発物探知装置 

(1)  潜水艇 

  15 機微品目 
(2)  船舶の部分品・附属装置 

(3)  水中回収装置 (1)  無機繊維他を用いた成型品 

(4)  水中用の照明装置 (2)  電波・赤外線の吸収材・導電性高分子 

(5)  水中ロボット (3)  核熱源物質 

(6)  密閉動力装置 (4)  デジタル伝送通信装置等 

(7)  回流水槽 (4の2)  簡易爆発装置の妨害装置 

(8)  浮力材 (5)  水中探知装置等 

(9)  閉鎖・半閉鎖回路式自給式潜水用具 (6)  宇宙用光検出器 

(10)  妨害用水中音響装置 (7)   送信するパルス幅が 100ナノ秒以下のレーダー 

  13 推進装置 
(8)  潜水艇 

(9)  船舶用防音装置 

(1)  ガスタービンエンジン等 (10)  ﾗﾑｼﾞｪｯﾄｴﾝｼﾞﾝ、ｽｸﾗﾑｼﾞｪｯﾄｴﾝｼﾞﾝ、複合ｻｲｸﾙｴﾝｼﾞﾝ等 

(2)  人工衛星・宇宙開発用飛しょう体等   

(2の2)  人工衛星等の制御装置等１1   

(3)  ロケット推進装置等   

(4)  無人航空機等   

(5)  (1)から(4)、15の(10)の試験装置・測定装置・検査装置等    

  14 その他 
  

  

(1)  粉末状の金属燃料   

(2)  火薬・爆薬成分、添加剤・前駆物質   

(3)  ディーゼルエンジン等   

(4)  〈削除〉   

(5)  自給式潜水用具等   

(6)  航空機輸送土木機械等   

(7)  ロボット・制御装置等     

(8)  （削除）    

(9)  催涙剤・くしゃみ剤、これら散布装置等    
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（２）キャッチオール規制 

 

キャッチオール規制においては、ほぼすべての技術・貨物8が規制対象となっており、提供技

術や輸出貨物（以下、「提供技術等」）がリスト規制に該当しない場合であっても、仕向地、用

途、需要者等によっては事前許可が必要な場合があります。 

 

① 相手先9が輸出管理を厳格に実施している国（輸出令別表第３の地域10、

以下、「グループＡ国」）の場合 

相手先がグループＡ国である場合には、当該国を経由した懸念国への迂回輸出を防止する観

点から、提供技術等が大量破壊兵器等11の開発等12または通常兵器13の開発等14（以下、「兵器開

発等」）に用いられるおそれがあるとして、経済産業大臣から許可申請をすべき旨の通知（以下、

「インフォーム通知」）を受けた場合に事前許可が必要になります。 

 

② 相手先がグループＡ国以外の場合 

提供技術等が兵器開発等に用いられるおそれがあると輸出者等15が知った場合（客観要件）、

または用いられるおそれがあるとしてインフォーム通知を受けた場合には事前許可が必要にな

ります。キャッチオール規制は、原則、食料や木材等を除く全ての品目を対象としていますが、

通常兵器の開発等に係る客観要件については、相手先がグループＡ国と国連武器禁輸国・地域16

のいずれにも該当しない国・地域（以下、「一般国」）の場合には、政令で定める特定品目17の

みが対象となります。 

 提供技術等が兵器開発等に用いられるおそれの有無を判断するために、用途と需要者に着目

した判断基準が、貨物の輸出については省令18、技術の提供については告示19にそれぞれ定めら

れています。この判断基準を含め、客観要件への該当性の確認作業は、補完規制通達20に沿っ

て進める必要があります 

 

 
8 リスト規制対象以外の全ての技術や貨物（食品、木材等を除く）が規制対象となっています。詳細は、「外為令別表」及び「輸

出令別表第1」のそれぞれ１６項に対象技術や貨物が規定されています。キャッチオール規制については、経済産業省の安全保

障貿易管理の該当ページ（https://www.meti.go.jp/policy/anpo/anpo03.html）も参照して下さい。 
9 提供地、仕向地、提供相手となる非居住者の出身国、非居住者から強い影響を受ける特定類型該当者 
10 輸出令別表第３に掲げる地域。具体的には、アルゼンチン、オーストラリア、オーストリア、ベルギー、ブルガリア、カナダ、

チェコ、デンマーク、フィンランド、フランス、ドイツ、ギリシャ、ハンガリー、アイルランド、イタリア、韓国、ルクセン

ブルク、オランダ、ニュージーランド、ノルウェー、ポーランド、ポルトガル、スペイン、スウェーデン、スイス、英国、ア

メリカ合衆国。 
11 大量破壊兵器等：核兵器、軍用の化学製剤若しくは細菌製剤若しくはこれらの散布のための装置又はこれらを運搬することがで

きるロケット若しくは無人航空機であってその射程若しくは航続距離が３００㎞以上のもの 
12 大量破壊兵器等の開発等：核兵器等の開発、製造、使用又は貯蔵 
13 通常兵器：核兵器等以外の輸出令別表第１の１の項に該当する貨物 
14 通常兵器の開発等：通常兵器の開発、製造又は使用 
15 貨物の輸出や技術の提供を行う者であり、これには大学や研究機関も含まれます。 
16 輸出令別表第３の２に掲げる地域。具体的には、アフガニスタン、中央アフリカ、コンゴ民主共和国、イラク、レバノン、リビ

ア、北朝鮮、ソマリア、南スーダン、スーダン。 
17「輸出令別表第1」の１６項（１）に対象貨物が規定されており、貨物省令でHSコードが規定されています。また、１６項（１）

の貨物の設計、製造又は使用に係る技術も特定品目になります。 
18 核兵器等開発等省令および通常兵器開発等省令 
19 核兵器等開発等告示および通常兵器開発等告示 
20 大量破壊兵器等及び通常兵器に係る補完的輸出規制に関する輸出手続等について 
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キャッチオール規制における確認事項 

用途 需要者 

 核兵器等（以下）の開発、製造、使用又は貯蔵

に用いられるか。 ※部分品も含む。 

- 核兵器 

- 軍用の化学製剤 

- 軍用の細菌製剤 

- 軍用の化学製剤又は細菌製剤の散布の

ための装置 

- ３００ｋｍ以上運搬することができる

ロケット 

- ３００ｋｍ以上運搬することができる

無人航空機 

 以下に掲げる行為に用いられるか。 

- 核燃料物質又は核原料物質の開発等 

- 核融合に関する研究 

- 原子炉（発電用軽水炉を除く）又はその

部分品若しくは附属装置の開発等 

- 重水の製造 

- 核燃料物質の加工 

- 核燃料物質の再処理 

- 以下の行為であって、軍若しくは国防に

関する事務をつかさどる行政機関が行

うもの又はこれらの者から委託を受け

て行うことが明らかなもの 

ａ 化学物質の開発又は製造 

ｂ 微生物若しくは毒素の開発、製造、 

使用又は貯蔵 

ｃ ロケット若しくは無人航空機の 

開発、製造、使用又は貯蔵 

ｄ 宇宙に関する研究 

 通常兵器（大量破壊兵器等を除く輸出令別表１

の１項貨物）の開発、製造または使用に用いら

れるか。 

     ※一般国向けは特定品目のみが対象 

輸出貨物の需要者または提供技術の利用

者が以下のいずれかに該当するか。 

 

① 契約書等において、兵器開発等を行

う（行った）旨が記載されている  

 

② 外国ユーザーリスト掲載機関である 

 

 

  

まずは提供技術等の用途が、上表左欄の各事項に該当するかを確認します。いずれかに該当

する場合には許可申請が必要です。 

上表左欄の各事項のいずれにも該当しない場合には、次に提供技術等の需要者が上表右欄の

各事項に該当するかを確認します。該当しない場合には、インフォーム通知を受けた場合を除

き、キャッチオール規制に基づく許可申請は必要ありません。 
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該当する場合には、補完規制通達１．（６）（以下、「明らかガイドライン」）に基づき、当該

取引が、用途や取引の条件・態様から、大量破壊兵器等や通常兵器以外の用途に用いられるこ

とが明らかであるかを確認します。明らかガイドラインに示す事項を確認の結果、明らかであ

ると判断できない場合には許可申請が必要です。 

なお、補完規制通達では、大量破壊兵器等の開発等に用いられるおそれの強い貨物例および

通常兵器の開発、製造若しくは使用に用いられるおそれの強い貨物例を例示しており、提供技

術等がこれらの例に該当するものである場合には、用途・需要者の確認を特に慎重に行うこと

が求められます21。 

 

 

キャッチオール規制の仕向地別の適用範囲 

  グループＡ国 一般国 国連武器禁輸国・地域 

大量破壊兵器 

キャッチオール規制 

客観要件 - ● ● 

インフォーム要件 ● ● ● 

通常兵器 

キャッチオール規制 

客観要件 - ▲ ● 

インフォーム要件 ● ● ● 

※客観用件は（１）用途要件、（２）需要者要件で構成。 

（１）用途要件 ： 輸出先等において兵器開発等に用いられるか否か 

（２）需要者要件： 輸入者、需要者が兵器開発等を行う（行っていた）か否か 

外国ユーザーリスト22掲載の企業・組織か否か 

※一般国向けの取引に係る通常兵器キャッチオール規制の客観要件は政省令で定める特定品目のみ対象。 

 

 

 
21リスト規制品目に該当しないもののうち、大量破壊兵器等や通常兵器の開発等に用いられるおそれが特に強い貨物

の例として「大量破壊兵器等の開発等に用いられるおそれの強い貨物例」（２０～２３頁参照）及び「通常兵器

の開発、製造若しくは使用に用いられるおそれの強い貨物例」（２４～２５頁参照）を通達（輸出注意事項２４

第２４号）で示しています。これらに掲載されている貨物を輸出又はこの貨物の設計、製造若しくは使用に係る

技術を提供する場合には、懸念相手先等における大量破壊兵器等や通常兵器の開発等を助長することがないよう、

輸出者等は特に慎重な審査が推奨されます。 
22 ２６頁及び６０頁参照 
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品目 
関税分

類番号 
定義 

① 工作機械 8456 レーザーその他の光子ビーム、超音波、放電、電気化学的方法、電子ビー

ム、イオンビーム又はプラズマアークを使用し 

て材料を取り除くことにより加工する機械及びウォータージェット切断機械 

8457 金属加工用のマシニングセンター、ユニットコンストラクションマシン（シング

ルステーションのものに限る。）及びマルチステーショントランスファーマシン 

8458 旋盤（ターニングセンターを含むものとし、金属切削用のものに限る。） 

8459 金属用のボール盤、中ぐり盤、フライス盤、ねじ切り盤及びねじ立て盤（ウェイ

タイプユニットヘッド機を含むものとし、第 84.58 項の旋盤（ターニングセンタ

ーを含む。）を除く。） 

8460 研削盤、ホーニング盤、ラップ盤、研磨盤その他の仕上げ用加工機械（研削

砥石その他の研磨材料を使用して金属又はサーメットを加工するものに限る

ものとし、第84.61項の歯切り盤、歯車研削盤及び歯車仕上盤を除く。） 

8461 平削り盤、形削り盤、立削り盤、ブローチ盤、歯切り盤、歯車研削盤、歯車仕

上盤、金切り盤、切断機その他の加工機械（金属又はサーメットを取り除くこ

とにより加工するものに限るものとし、他の項に該当するものを除く。） 

② レーダー、航行用

無線機器、無線遠

隔制御機器 

8526.10 レーダー 

8526.91 航行用無線機器 

8526.92 無線遠隔制御機器 

③ 集積回路 8542.31 プロセッサー及びコントローラー（記憶素子、コンバーター、論理回路、増幅

器、クロック回路、タイミング回路その他の回路と結合しているかいないかを

問わない。） 

8542.32 記憶素子 

8542.33 増幅器 

8542.39 その他のもの 

④ 航空機、宇宙飛行

体、部品 

8802.60 宇宙飛行体（人工衛星を含む。）及び打上げ用ロケット 

8806 無人航空機 

8807 部分品（第88.02.60号項又は第88.06項の物品のものに限る。） 

⑤ 航行用機器 9014.20 空中又は宇宙の航行用の機器（羅針盤を除く。） 

9014.80 その他の機器 

⑥ 検査用の機器 9027.50 その他の機器（紫外線、可視光線又は赤外線を使用するものに限る。） 

9030.20 オシロスコープ及びオシログラフ 

9030.32 マルチメーター（記録装置を有するもの） 

9030.39 その他のもの（記録装置を有するもの） 

 

 

一般国向け通常兵器キャッチオール規制（客観要件）対象品目 
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品目 懸念される用途 

１． リン酸トリブチル（ＴＢＰ） 核兵器 

２． 炭素繊維・ガラス繊維・アラミド繊維 

核兵器、ミサイル ３． チタン合金 

４． マルエージング鋼 

５． 口径７５ミリメートル以上のアルミニウム管 核兵器 

６． しごきスピニング加工機 

核兵器、ミサイル 
７． 数値制御工作機械 

８． アイソスタチックプレス 

９． フィラメントワインディング装置 

１０． 周波数変換器 
核兵器 

１１． 質量分析計又はイオン源 

１２． 振動試験装置 

核兵器、ミサイル 
１３． 遠心力釣り合い試験器 

１４． 耐食性の圧力計・圧力センサー 

１５． 大型の非破壊検査装置 

１６． 高周波用のオシロスコープ及び波形記憶装置 

核兵器 

１７． 電圧又は電流の変動が少ない直流の電源装置 

１８． 大型発電機 

１９． 大型の真空ポンプ 

２０． 耐放射線ロボット 

２１． ＴＩＧ溶接機、電子ビーム溶接機 核兵器、ミサイル 

２２． 放射線測定器 核兵器 

２３． 微粉末を製造できる粉砕器 

ミサイル ２４． カールフィッシャー方式の水分測定装置 

２５． プリプレグ製造装置 

２６． 人造黒鉛 核兵器、ミサイル 

２７． ジャイロスコープ 

ミサイル 
２８． ロータリーエンコーダ 

２９． 大型トラック（トラクタ、トレーラー、ダンプを含む） 

３０． クレーン車 

３１． 密閉式の発酵槽 

生物兵器 ３２． 遠心分離機 

３３． 凍結乾燥機 

３４． 耐食性の反応器 

ミサイル、化学兵器 ３５． 耐食性のかくはん機 

３６． 耐食性の熱交換器又は凝縮器 

大量破壊兵器等の開発等に用いられるおそれの強い貨物例 
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品目 懸念される用途 

３７． 耐食性の蒸留塔又は吸収塔 
ミサイル、化学兵器 

３８． 耐食性の充てん用の機械 

３９． 噴霧器を搭載するよう設計された無人航空機（ＵＡＶ）（娯楽若

しくはスポーツの用に供する模型航空機を除く） ミサイル、生物・化学兵器 

４０． ＵＡＶに搭載するよう設計された噴霧器 

４１． N-(1-フェネチル-4-ピペリジル)プロピオンアニリド（別名フェ

ンタニル）(437-38-7)、N-[1-[2-(4-エチル-5-オキソ-2-テトラゾリン

-1-イル)エチル]-4-(メトキシメチル)-4-ピペリジル]プロピオンアニ

リド（別名アルフェンタニル）(71195-58-9)、メチル=1-フェネチル

-4-(N-フェニルプロパンアミド)ピペリジン-4-カルボキシラート（別名

カルフェンタニル）(59708-52-0)、1-(2-メトキシカルボニルエチ

ル)-4-(フェニルプロピオニルアミノ)ピペリジン-4-カルボン酸メチル

エステル（別名レミフェンタニル）(132875-61-7)、N-[4-(メトキシメチ

ル)-1-[2-(2-チエニル)エチル]-4-ピペリジル]プロピオンアニリド（別

名スフェンタニル）(56030-54-7) 

化学兵器 

１．輸入先等において大量破壊兵器等の開発等の懸念用途に転用されないよう特に慎重な審査が必要。 

２．外国ユーザーリスト掲載組織に対し、これらの貨物の輸出又は技術の提供を行う場合は、リスト上の懸念

区分（核兵器・化学兵器・生物兵器・ミサイル）と、貨物・技術の懸念用途が一致するか否かのチェック

を行う際に活用23。 

 

 
23 外国ユ－ザーリスト掲載組織からの留学生等の受入については７９頁を参照。 



 

22 

 

 

 

 

 

品目 懸念される用途 

１．ドラフトチャンバー 化学兵器 

２．フルフェイスマスクの呼吸用保護具 生物・化学兵器 

３．三塩化アルミニウム(7446-70-0)、ジクロロメタン（別名 二塩化メ

チレン）(75-09-2)、Ｎ，Ｎ－ジメチルアニリン(121-69-7)、臭化イソ

プロピル(75-26-3)、イソプロピルエーテル(108-20-3)、イソプロ

ピルアミン(75-31-0)、臭化カリウム(7758-02-3)、ピリジン

(110-86-1)、臭化ナトリウム(7647-15-6)、金属ナトリウム

(7440-23-5)、トリブチルアミン(102-82-9)、トリエチルアミン

(121-44-8)、トリメチルアミン(75-50-3)、アセチレン(74-86-2) 他 

化学兵器 

４．ジエチレントリアミン(111-40-0) 

５．ブチリルコリンエステラーゼ、3-ジメチルカルバモイルオキシ-1-

メチルピリジニウムプロミド(別名 臭化ピリドスチグミン）

(101-26-8)、塩化オビドキシム(114-90-9) 

６．バイオセーフティキャビネット、グローブボックス 

生物兵器 ７．バッチ式遠心分離機 

８．発酵槽 

９．反応器、かくはん機、熱交換器、凝縮器、ポンプ（１１．を除く。）、

弁、貯蔵容器、蒸留塔、吸収塔 
化学兵器 

１０．クリーンルーム、ＨＥＰＡフィルター付きのファン 生物兵器 

１１．真空ポンプ又はその部分品 
化学兵器 

１２．化学物質の分析装置、検知装置等   

１３．クロルアルカリ電解槽（水銀電解槽、隔膜電解槽又はイオン交

換膜電解槽を含む。以下同じ。） 

化学兵器 

１４．チタン電極（他の金属酸化物でコーティングされたものを含

む。）であって、クロルアルカリ電解槽に使用するように設計した

もの 

１５．ニッケル電極（他の金属酸化物でコーティングされたものを含

む。）であって、クロルアルカリ電解槽に使用するように設計した

もの 

１６．チタン-ニッケルのバイポーラ電極（他の金属酸化物でコーティ

ングされたものを含む。）であって、クロルアルカリ電解槽に使用

するように設計したもの 

１７．アスベストの隔膜であって、クロルアルカリ電解槽に使用する

ように設計したもの 
化学兵器 

大量破壊兵器等の開発等に用いられるおそれの強い貨物例 

               ～シリア向けの場合～   ２０２２年１０月７日施行 
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品目 懸念される用途 

１８．ふっ素重合体を基材とした隔膜であって、クロルアルカリ電解

槽に使用するように設計したもの 

１９．ふっ素重合体を基材としたイオン交換膜であって、クロルアル

カリ電解槽に使用するように設計したもの 

２０．圧縮機であって、湿潤又は乾燥状態の塩素をその構造に関わ

らず圧縮するように設計したもの 

２１．水銀(7439-97-6)、塩化バリウム(10361-37-2)、硫酸(90％以上

の重量濃度)(7664-93-9)、3,3-ジメチル-1-ブテン (558-37-2)、

2,2-ジメチルプロパナール(630-19-3)、2,2- ジメチルプロピルク

ロリド(753-89-9)、2-メチルブテン(26760-64-5)、2-クロロ-3-メチ

ルブタン(631-65-2)、ピナコール(76-09-5)、2-メチル-2-ブテン

(513-35-9)、ブチルリチウム(109-72-8)、ブロモ(メチル)マグネシ

ウム（75-16-1）、ホルムアルデヒド（50-00-0）、2,2'-イミノジエタノ

ール（111-42-2）、炭酸ジメチル（616-38-6) 、N-メチルジエタノ

ールアミン(105-59-9)、メチルジエタノールアミン塩酸塩 

(54060-15-0)、メタノール(67-56-1)、エタノール(64-17-5)、1-ブタ

ノール（71-36-3）、2-ブタノール(78-92-2)、イソブタノール

(78-83-1)、ターシャリーブタノール(75-65-0)、シクロヘキサノー

ル(108-93-0)、ジエチルアンモニウム＝クロリド(660-68-4)、ジイ

ソプロピルアミン-塩酸塩(819-79-4)、キヌクリジン-3-オン塩酸

塩(1193-65-3)、3- キヌクリジノール塩酸塩(6238-13-7)、(R)-3-

キヌクリジノール塩酸塩(42437-96-7)、2- (ジエチルアミノ)エタノ

ール塩酸塩（N,N-ジエチルアミノエタノール塩酸塩） 

(14426-20-1)、2-ジイソプロピルアミノエタノール塩酸塩

(63051-68-3) 

（注）３．～５．及び２１．の( )の番号はCAS番号（※アメリカ化学会の機関であるCAS(Chemical Abstracts 

Service)が個々の化学物質もしくは化学物質群に付与している登録番号） 
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品目 懸念される用途 

１． ニッケル合金又はチタン合金 

通常兵器 

２． 焼結磁石 

３． ２．に掲げるものの製造用の装置又はその部分品 

４． 作動油として使用することができる液体であって、    

  りん酸とクレゾールとのエステル、りん酸トリス 

 （ジメチルフェニル）又はりん酸トリーノルマルーブチ  

  ルを含むもの 

５． 有機繊維、炭素繊維又は無機繊維 

６． 軸受又はその部分品 

７． 工作機械その他の装置であって、次に掲げるもの  

  又はその部分品 

  イ  数値制御を行うことができる工作機械 

  ロ  鏡面仕上げを行うことができる工作機械 

      （数値制御を行うことができるものを除く。） 

  ハ  測定装置（工作機械であって、測定装置として 

    使用することができるものを含む。） 

８． 二次セル 

９． 波形記憶装置 

１０． 電子部品実装ロボット 

１１． 電子計算機又はその部分品 

１２． 伝送通信装置又はその部分品 

１３． フェーズドアレーアンテナ 

１４． 通信妨害装置又はその部分品 

１５． 電波その他の電磁波を発信することなく、電波そ   

   の他の電磁波の干渉を観測することにより位置 

   を探知することができる装置 

１６． 光検出器若しくはその冷却器若しくは部分品又は 

   光検出器を用いた装置 

１７． センサー用の光ファイバー 

１８． レーザー発振器又はその部分品 

１９． 磁力計、水中電場センサー若しくは磁場勾（こ 

   う）配計又はこれらの部分品 

２０． 重量計 

２１． レーダー又はその部分品 

２２． 加速度計又はその部分品 

通常兵器の開発等に用いられるおそれの強い貨物例 
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品目 懸念される用途 

２３． ジャイロスコープ又はその部分品 

２４． 慣性航法装置その他の慣性力を利用する装置 

   又はこれらの部分品 

通常兵器 

２５． ジャイロ天測航法装置、天体若しくは人工衛星 

   の自動追跡により位置若しくは針路を測定する 

   ことができる装置、衛星航法システムからの電波 

   受信装置若しくはその部分品又は航空機用の高 

   度計 

２６． 水中用のカメラ又はその附属装置 

２７． 大気から遮断された状態で使用することができる 

   動力装置 

２８． 開放回路式の自給式潜水用具又はその部分品 

２９． ガスタービンエンジン又はその部分品 

３０． ロケット推進装置又はその部分品 

３１． ２９．若しくは３０．に掲げるものの製造用の装置又は 

   その部分品 

３２． 航空機又はその部分品 

３３． ロケット若しくは航空機の開発若しくは試験に用 

   いることが出来る振動試験装置、風洞、環境試験 

   装置又はこれらの部分品 

３４． フラッシュ放電型のエックス線装置 
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 外国ユーザーリストとは、経済産業省が兵器開発等への関与が懸念される企業・組織を掲載

し公表しているリストです。本リストは、「文書等告示」24第２号に規定する「輸出貿易管理令

（昭和２４年政令第３７８号）第４条第１項第三号イ及びハに規定する核兵器等の開発等の動

向に関し、経済産業省が作成した文書等」に該当するものです。本リストに掲載されている企

業などに輸出等を行う場合には、兵器開発等に用いられないことが明らかな場合を除き、事前

許可が必要になります。 

なお、本リストは毎年改正されますので、最新のリスト25を参照してください。 

 

 

                                   ※２０２５年１月３１日改正 

 

 

 
24 輸出貨物が核兵器等の開発等のために用いられるおそれがある場合を定める省令第二号及び第三号の規定により

経済産業大臣が告示で定める輸出者が入手した文書等（平成13年経済産業省告示第760号） 
25 https://www.meti.go.jp/policy/anpo/law05.html#user-list 

外国ユーザーリストについて 

国・地域別の掲載企業・組織数 

2025年9月更新 

https://www.meti.go.jp/policy/anpo/law05.html#user-list
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安全保障貿易管理に係る主な確認の流れ 

 

※上記は一例であり、必ずしもこの確認手順を踏まなければならないわけではありません。 
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（３）官民対話スキーム 

技術は、貨物と比べて一度移転してしまうと管理の難易度が高くなり、また、移転後の時間

的経過と共に主体や用途が変化し、当初想定できないような軍事転用に繋がる懸念があります。   

このため、安全保障上の観点から管理を強化すべき重要技術の移転に際して、外為法に基づ

く事前報告制度を設け、これを端緒として、適切な技術管理を行うために経産省との間で対話

する枠組み（以下、「官民対話スキーム」）が令和６年１０月に公布、１２月に施行されました。 

官民対話スキームの主な流れは下図の通りです。外為法で定める指定技術の移転を行うもの

（大学・研究機関も含まれます）は、技術移転の契約前に報告を行うことが義務づけられてい

ます。事前報告後、原則として対話を通じた信頼関係の下での解決を目指しますが、技術流出

の懸念が払拭されない場合には、事前報告から原則３０日以内に許可申請を求めるインフォー

ムを発出する場合があります。 

 

 

【官民対話スキームの概要】 

 

※報告漏れに対しては、外為法に基づき指導助言、改善命令を実施。これに従わない場合や悪質な場合は、罰則が適用される場合もある 

 

事前報告の対象とする取引は、以下の通り技術の種類と取引の行為類型の両面から厳にリス

クの高い事案に限定され、具体的な技術は告示26で定められています。 

 

技術の種類 他国が獲得に関心を持ち、我が国が不可欠性や優位性を持つ技術を対象

とする。このような技術は、将来的な軍事転用への懸念があり、我が国

企業が技術獲得先としてターゲットになるおそれがある。 

取引の行為類型 当面は、現地子会社・合弁会社への製造移転、他国企業への 製造委託・

ライセンス供与など、他国での製造、製品開発を可能とする技術移転に

限定する。 

 

 
26 https://www.meti.go.jp/policy/anpo/law_document/shourei/20241030_kokuji.pdf 
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なお、リスト規制技術の提供（別途、許可申請が必要）、グループ A国向けの技術提供、公知・

基礎科学分野の技術提供は本スキームに基づく報告の対象外となります。詳細は経済産業省の

ホームページを確認してください27。 

 

 

３．技術の提供等の許可申請 

  

 リスト規制やキャッチオール規制に基づく確認の結果、事前許可を取得する必要がある場合

は、必要な書類を用意して電子申請（ＮＡＣＣＳ 外為法関連業務）により窓口（経済産業省（本

省）又は経済産業局・通商事務所）に許可申請を行うことになります。個別許可申請に係る主

な手続の流れは次の通りです28。 

許可申請の主な流れ

Ⅰ. 申請書類・窓口の確認
経産省HPより、取引を行う貨物／技術およびそれらの仕向地に応じた申請書類と窓口を確認

Ⅱ. 調査事項リスト①～⑲の確認
経産省HP掲載の調査事項リストを元に、大量破壊兵器の開発等を増長する懸念がないか確認

Ⅲ. 許可申請書類の準備
経済産業省HPの案内に従い、許可申請書類一式の準備

Ⅳ. 申請
電子申請（NACCS）：経産省HPより申請方法を参照しつつ申請。

※許可申請の受付は電子申請のみ。

Ⅴ. 受理状況の確認
電子申請：NACCS上にて、進捗状況のステータスから確認。

※要件を満たさない場合や不備等があった場合は、許可申請書類の返却や資料の追加提供依頼あり

Ⅵ. 許可証の受領
電子申請：経産省より許可の旨がメール配信され、NACCS上にて許可証交付

 

 

４．組織体制の整備・運用 

外為法第５５条の１０第４項では、業として貨物の輸出や技術の提供を行う者（以下「輸出

者等」）は、遵守基準に従い適切な貨物の輸出や技術の提供を行うことが義務づけられておりま

す。大学や研究機関も対象になるものであり、体制整備、手続整備、維持管理に関して遵守す

べき事項が規定されております29。 

 経済産業大臣は、遵守基準に従って輸出が適正に行われるよう輸出者等に対し指導、助言、

勧告、命令を行うことができ、命令に違反した場合は罰則の対象になります30。 

 

 
27 https://www.meti.go.jp/policy/anpo/anpo08.html 
28 許可申請手続の詳細は経済産業省ホームページを参照 https://www.meti.go.jp/policy/anpo/apply01.html 
29 ８８頁参照 
30 外為法第５５条の１１、第５５条の１２及び第７１条 



 

30 

５．法令違反に対する罰則 

 

外為法では、必要な許可を取得しないで、規制対象である技術の提供や貨物の輸出を行った

場合など、法令の規定に違反した場合には刑事罰と行政制裁が科されることがあります。 

外為法違反の責任を問われるのは、規制対象である技術の提供や貨物の輸出を行う者であり、

輸出手続を通関業者に依頼している場合であっても、依頼主である大学や研究機関が法的な責

任を問われることになります。 

また、これらの罰則は、規制対象である技術の提供や貨物の輸出を行った個人及び当該個人

が属する法人ともに対象となり、違反の内容如何によっては個人と法人の両方が処分対象とな

ることもあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

核開発懸念国等へ流出した規制対象の技術や貨物は懸念用途で使用される可能性が高く、実

際に懸念用途に使用された場合には、技術の提供者や貨物の輸出者のみならず我が国の社会的

信用の失墜、我が国のみならず世界全体の平和を脅かすことにもつながります。 

法令違反を犯すことのないよう、制度を十分に理解した上で、技術や貨物の管理を徹底する

必要があります。 

・拘禁刑：１０年以下 

・罰金：（個人）：３０００万円以下 

    （法人）：  １０億円以下 
ただし、当該違反行為の目的物の価格の５倍が３０００万円

又は１０億円を超える場合は大きい方 

・３年以内の、貨物の輸出・技術の提供の禁止 

・輸出入を禁止された個人が、別法人で禁止され

た輸出入を行うことを禁止 

・組織イメージの悪化 

・社会的制裁 

・株主代表訴訟  など 

経済産業省からの 

違反組織に対する警告 

法律以外の影響も甚大！ 

注）違反行為について自主的申告が有った場合には、処分等において考慮されることがある。 
公表を伴う行政制裁、警告以外に再発防止に重点をおいた経緯書（原則非公表）等対応もある。 

刑事罰 

行政制裁 
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＜日本製品が懸念用途に使用された例＞ 

２００６年に日本製の三次元測定機がリビアの核開発関連施設で発見された事案では、無

許可輸出を行った法人に罰金４５００万円、元副会長ら４名に懲役２～３年、計３年間にわ

たる輸出禁止（行政制裁）が科されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．事案概要 
• 精密測定機器メーカーのＡ社は、核兵器の開発等に転用されるおそれのある三次元測定機

（リスト規制に該当）を、検査データを改ざんし性能を低く見せかけることにより、経済産
業大臣の輸出許可を得ることなくマレーシア・シンガポール等へ輸出（計約１０００台)。
そのうち、１台がリビアの核開発施設で発見。 

• ３件の輸出事案を立件（約９７０万円） 

２．判決及び行政処分の時期・内容等 
 （判決） 

  元副会長ら４名に懲役２～３年（執行猶予４～５年）、法人に対して罰金４，５００万円。 

 （行政制裁） 
① ６ヶ月間全貨物の全地域向け輸出禁止、②２年６ヶ月間三次元測定機の全地域向け禁止。 
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＜大学・研究機関による違反事例＞ 

我が国の大学や研究機関においても、役務取引許可証の確認、規制対象範囲、輸出手続、法

令適用の判断又は該非判定手続等のミスが原因で、無許可での技術の提供や貨物の輸出等の法

令違反を犯した事例が発生しています。 

原 因 内 容 

役務取

引許可

証等確

認の 

ミス 

研究機関Ａ： 

役務取引許可

証の期限切れ 

外国機関との航空機分野のリスト規制対象技術の共同研究にあ

たり、当初は適切に役務取引許可を取得。しかし、組織再編に

伴う混乱により当該取引の管理が行き届かず、役務取引許可証

の期限切れに気付かないまま技術の提供を継続。 

大学Ｂ： 

輸出許可条件

の不履行 

外国での研究のため、赤外線カメラの輸出許可申請を行い、「積

み戻し後、報告」の条件付きで許可されていた。しかし、提出

期限を過ぎても報告を怠り、許可条件に違反。 

規制対

象範囲

の判断

ミス 

大学Ｃ： 

教員による輸

出管理手続の

要否の誤判断 

軍事転用懸念の高い研究が専門の研究員が、輸出管理手続を不

要と誤解し、輸出管理担当部署に相談せずに、懸念区分が研究

内容と一致する外国ユーザーリスト掲載機関で実験等を実施。

キャッチオール規制違反（無許可の技術提供）となった。 

輸出手

続上の

ミス 

研究機関Ｄ及

び大学Ｅ： 

出荷確認の不

備 

研究機関Ｃは共同研究先である大学Ｄに対し、該当品は許可が

必要であるため、輸出許可を取得してから出荷するように指示

をしていたが、出荷の際の再確認を怠った。実際は大学Ｄが非

該当品と一緒に該当品を誤って梱包して輸出してしまったため

に無許可輸出となった。 

法令適

用の判

断 

ミス 

大学Ｆ： 

少額特例の利

用に当たって

のミス 

  

外国での研究のため、フレーミングカメラを輸出しようとした

が、持ち帰る貨物であったため、輸出申告額を１０万円と記入

し、少額特例を適用して輸出。実際の貨物購入価格は８００万

円であるため特例に該当せず、無許可輸出となった。 

該非判

定手続

上のミ

ス 

 

大学Ｇ： 

他社の該非判

定を口頭確認

のみ 

外国大学に高速度カメラを輸出するに当たり、通関時にメーカ

ーに貨物の該非を電話確認したところ、非該当との口頭回答を

得たため、正式な該非判定書を待たず、また、該非判定の内容

を大学自らの責任で確認せずに輸出。実際は、メーカー担当者

が貨物の型番号を聞き間違えており、輸出された貨物は該当品

目であったために無許可輸出となった。 
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該非判

定手続

上のミ

ス 

 

研究機関Ｈ： 

リスト規制品

目に関する最

新の法令改正

未確認 

外国大学への研究目的での微生物株の提供にあたり、独自の該

非判定システムを用いて非該当との判定を確認したことから輸

出許可申請を行わずに輸出。しかし、当該微生物株は直近の外

為法関連省令の改正によってリスト規制貨物として追加されて

いたものの、当該システムにはこの改正内容が反映されていな

かったことが判明し、無許可輸出となった。 
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Ⅲ. 規制対象となる技術の提供等 

外為法の規制を遵守するためには、大学や研究機関における外為法上の「技術の提供」や「貨

物の輸出」の具体例を理解することが重要です。大学・研究機関でよく見られる「技術の提供」

や「貨物の輸出」の機会としては次のような例があります。「技術の提供」の例のうち、研究指

導や技能訓練、授業、会議、打合わせ、講演等については形式（対面／オンライン）を問いま

せん。 

 

＜大学・研究機関における「技術の提供」や「貨物の輸出」の機会の例＞ 

技術提供等の機会 具体例 

留学生・外国人研究者の受入れ ○実験装置の貸与に伴う技術の提供 

○研究指導に伴う実験装置の改良、開発 

○技術情報をＦＡＸやＵＳＢメモリを用いて提供 

○電話や電子メールでの提供 

○授業、会議、打合せ 

○研究指導、技能訓練    等 

外国の大学や企業との共同研究の

実施や研究協力協定の締結 

○実験装置の貸与に伴う提供 

○共同研究に伴う実験装置の改良、開発 

○技術情報をＦＡＸやＵＳＢメモリに記憶させて提供 

○電話や電子メールでの提供 

○会議、打合せ       等 

研究試料等の持出し、海外送付 ○サンプル品の持ち出し、海外送付 

○自作の研究資機材を携行、海外送付  等 

外国からの研究者の訪問 ○研究施設の見学 

○工程説明、資料配付    等 

非公開の講演会・展示会 ○技術情報を口頭で提供 

○技術情報をパネルに展示  等 

 

大学・研究機関は、技術提供等の機会が多いという特徴があります。技術は一旦提供されて

しまえば、元に戻すことが難しいことが多いことから、その管理には十分な注意を払う必要が

あります。 

 

１．管理が必要な技術・学問分野 

 

外為法の規制対象となりうる「技術」として、大学や研究機関において特に注意が必要なも

のは、リスト規制貨物（１１～１５頁）、大量破壊兵器等および通常兵器の開発等に用いられる

おそれの強い貨物例（２０～２５頁）に掲載する貨物の設計、製造又は使用に係る技術であり、

具体的な技術分野としては例えば以下のようなものが挙げられます。 

 

◎  原子力技術（原子核反応、中性子工学等）         

◎  精密機械技術、精密加工技術、精密測定技術 
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◎ 自動制御技術、ロボット技術 

◎ 化学・生化学（特に人体に有害な化学物質、解毒物質） 

◎  バイオテクノロジー・医学（特に感染症・ワクチン）を含む生物学 

◎ 高性能・高機能材料技術（耐熱材料、耐腐食性材料等）            

◎ 航空宇宙技術、高性能エンジン技術 

◎ 航法技術 

○ 海洋技術                          

○ 情報通信技術、電子技術、光学技術 

 ◎ 規制される貨物の設計、製造、使用に係るプログラム開発技術 

○ シミュレーションプログラム技術 

※「◎」の技術分野は、大量破壊兵器等と関連が深く特に留意が必要です。 

 

これに関連して、例えば「科学研究費助成事業 審査区分表」のうち下表に例示する研究分

野については、リスト規制対象品目と関連が相対的に高く、慎重な審査が必要と考えられます

ので参考としてください。下表は一例であり、この表に記載されていない研究分野における研

究であってもリスト規制対象品目に該当する場合や、記載されている研究分野における研究で

あっても、リスト規制対象品目に該当しない場合がありますので、注意してください。 

 

 

（参考）慎重な審査が必要となる研究分野一覧 

大区分 中区分 小区分 
 

大区分 中区分 小区分 

Ｂ 物性物理学 磁性、超伝導および強相関系関連 
 

Ｅ 物理化学、機能物性化
学 

基礎物理化学関連 

プラズマ学 核融合学関連 
 

機能物性化学関連 

素粒子、原子核、宇宙

物理学 

素粒子、原子核、宇宙線および宇宙

物理に関連する理論 

 
有機化学 構造有機化学および物理有機化学

関連 

素粒子、原子核、宇宙線および宇宙
物理に関連する実験 

 
有機合成化学関連 

Ｃ 材料力学、生産工学、
設計工学 

材料力学および機械材料関連 
 

無機・錯体化学、分析
化学 

無機・錯体化学関連 

流体工学、熱工学 流体工学関連 
 

分析化学関連 

機械力学、ロボティク
ス 

機械力学およびメカトロニクス関
連 

 
グリーンサステイナブルケミスト
リーおよび環境化学関連 

ロボティクスおよび知能機械シス
テム関連 

 
高分子、有機材料 高分子化学関連 

電気電子工学 電力工学関連 
 

高分子材料関連 

通信工学関連 
 

有機機能材料関連 

計測工学関連 
 

無機材料化学、エネル
ギー関連化学 

エネルギー関連化学 

制御およびシステム工学関連 
 

生体分子化学 生体関連化学 

電気電子材料工学関連 
 

Ｇ 分子レベルから細胞

レベルの生物学 

分子生物学関連 

電子デバイスおよび電子機器関連  
 

構造生物化学関連 

航空宇宙工学、船舶海

洋工学 

航空宇宙工学関連 
 

機能生物化学関連 

船舶海洋工学関連 
 

生物物理学関連 

Ｄ 材料工学 金属材料物性関連 
 

細胞レベルから個体
レベルの生物学 

細胞生物学関連 

無機材料および物性関連 
 

発生生物学関連 

構造材料および機能材料関連 
 

Ｈ 病理病態学、感染免疫

学 

ウイルス学関連 

材料加工および組織制御関連 
 

免疫学関連 

ナノマイクロ科学 ナノ構造化学関連 
 

Ｊ 情報科学、情報工学 計算機システム関連 

ナノ構造物理関連 
 

ソフトウェア関連 

ナノ材料科学関連 
 

情報ネットワーク関連 

ナノバイオサイエンス関連 
 

情報セキュリティ関連 
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ナノマイクロシステム関連 
 

高性能計算関連 

応用物理物性 応用物理一般関連 
 

Ｋ 環境解析評価 放射線影響関連 

原子力工学、地球資源

工学、エネルギー学 

原子力工学関連 
 

化学物質影響関連 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜許可の取得を検討する必要がある例＞ 

○ 外国の研究者にＳiＣエピタキシャル成長技術を提供する 

○ 外国の研究機関に薄膜を作成する装置のメンテナンスに係るノウハウを教える 

○ 外国の企業に特許使用許諾とともに製造ノウハウを開示する 

○ 外国からの受入研究者に、電子ビーム描画装置・真空蒸着装置・電子顕微鏡等を使

用して半導体基板を加工・評価する技術を提供する 

○ 外国からの研修員に超小型衛星の設計・製造技術や関連するプログラムを提供する 

 

＜大学・研究機関の許可申請実績＞ 

実際に大学・研究機関が許可の申請を行い、適切な手続を経て許可証が発行された技

術提供の事例としては、炭素繊維を用いたプリフォーム及びこれを用いた成型品の設

計、製造又は使用に用いる技術や、超小型衛星・地上局の設計、製造に用いる技術及び

プログラム等があります。また、貨物については、ワクチン開発を目的とするウイルス

の輸出等の例があります。 
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２．技術の提供に係る規制の概要 

 

外為法では、兵器開発等に転用可能な規制技術の流出を防止する観点から、規制技術を、①

居住者から非居住者に提供することを目的とする取引（人的概念による対外取引規制。みなし

輸出管理とも呼ばれます。）、②技術の提供者や相手先が居住者であっても非居住者であっても、

外国において提供することを目的とする取引を行おうとする場合（地理的概念による対外取引

規制）には事前許可が必要となります31。 

①については、非居住者に提供する取引だけでなく、居住者に提供する取引であっても、受

領者である居住者が非居住者の影響を強く受ける場合（特定類型32に該当する場合）には、当

該非居住者への提供とみなされて同様に事前許可が必要となります33。 

また、これら取引に係る規制を補完するため、外国において提供することを目的として、③

規制技術をＵＳＢ等で持ち出す行為、④規制技術の電子データを外国に送信する行為を行おう

とする場合には事前許可が必要となります34。なお、規制技術を提供する前には、上記②の許

可が必要となりますので、実際にＵＳＢの持ち出しや電子データの送信等で技術提供を行おう

とする場合には、上記②の許可を取得しておくことが効果的です。 

 

 
31 外為法第２５条第１項 
32 ４０頁参照 
33 「役務通達」（外国為替及び外国貿易法第２５条第１項及び外国為替令第１７条第２項の規定に基づき許可を要す

る技術を提供する取引又は行為について（４貿局第４９２号））（１（３）用語の解釈）） 
34 外為法第２５条第３項 
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３．技術の提供について 

 

外為法に基づく「役務通達」において、技術とは「貨物の設計、製造又は使用に必要な特定

の情報」であり、この情報は「技術データ又は技術支援の形態により提供される」と定義され

ています。「設計」「製造」「使用」の定義は具体的には以下の通りであり、各一般的に想定する

概念よりも広い範囲とされているので注意してください。 

 

（１）「設計」「製造」「使用」の定義 

① 設計 

設計研究、設計解析、設計概念、プロトタイプの製作及び試験、パイロット生産計画、設計

データ、設計データを製品に変化させる過程、外観設計、総合設計、レイアウト等の一連の製

造過程の前段階 のすべての段階 

 

② 製造 

建設、生産エンジニアリング、製品化、統合、組立て(アセンブリ）、検査、試験、品質保証 等

のすべての製造工程 

 

③ 使用 

操作、据付(現地据付を含む｡）、保守(点検）、修理、オーバーホール、分解修理 

原則として、リスト規制貨物に関係する技術が規制されますが、一部、リスト規制貨物に直

接関係せず、単独で規制の対象となる技術（はみ出し技術）も存在するので注意が必要です35。 

 

（２）提供の形態 

①技術データ 

文書又はディスク、テープ、ＲＯＭ等の媒体若しくは装置に記録されたものであって、青写

真、設計図、線図、モデル、数式、設計仕様書、マニュアル、指示書等の形態を採るもの又は

プログラムです（紙媒体や電子ファイル等の提供形態によりません）。 

 

＜技術データの例＞ 
 － 技術報告書、発表・投稿原稿、研究記録 
 － 設計図面、回路図、製造方法書、試験方法書、評価方法書 
 － 実験機器の技術仕様書 
 － 実験データ 
 － コンピュータープログラム              等 

 

 

 
35 例えば、外為令別表の４（４）「オートクレーブの使用に係る技術」、６（３）「数値制御装置又はコーティング装

置の使用に係る技術」、９（４）「超電導材料を用いた通信装置の設計又は製造に係る技術」、１０（７）レーザ

ー光に対する物質の耐久性の試験を行うための装置又はその試験に用いる標的の設計、製造又は使用に係る技

術」などがあります。 
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②技術支援 

技術指導、技能訓練、作業知識の提供、コンサルティングサービスその他の形態を採るもの

です。 

 

＜技術支援の例＞ 

 － プレゼンテーションソフトによる表示、説明 

 － 口頭による研究発表や指導             等 

 

大学・研究機関では、例えば以下のような技術を保有している場合もありますので注意して

管理してください。 

 

○ 原子炉、推進装置、エレクトロニクス装置、精密測定装置等のリスト規制貨物に係る設

計、製造又は使用のための技術（プログラムであって自主開発や市販プログラムの改良

を行ったソースコードで公開していないものを含む。） 

○ リスト規制貨物である有毒化学物質、生物毒素、高性能材料等の合成・分離精製に係る

ノウハウ等を記録したもの（論文や特許として公表されないデータや記録） 

○ 規制貨物に係る性能評価方法や実験データであって公表されていないもの 

○ 研究活動に必要な規制対象の研究装置に係る操作技術、メンテナンス技術を記載した書

類、データ 等 

 

なお、提供する技術の知的財産権が、大学・研究機関ではなく、研究者個人に帰属する場合

でも、法令に則った適切な手続が必要です。 

 

４．居住者及び非居住者について 

 

居住者及び非居住者の考え方については、「外国為替法令の解釈及び運用について（蔵国第

4672号昭和 55年 11月 29日）」において、下図のとおり、一定の判定基準が示されています。 

当該判定基準によれば、①外国人でも、ア）我が国にある事務所に勤務する者36、イ）我が

国に入国後６か月以上経過している者37は居住者となり、②日本人でも、ア）外国にある事務

所に勤務する目的で出国し外国に滞在する者、イ）２年以上外国に滞在する目的で出国し外国

に滞在する者、ウ）出国後外国に２年以上滞在している者、エ）上記ア）～ウ）に掲げる者で、

一時帰国し、その滞在期間が６か月未満の者は非居住者となります。 

 

 

 
36 例えば、２か月だけ日本国内の大学に雇用された外国人は、その２か月間日本に居住し、大学からの給与がその

者の主たる所得の源泉である場合には、居住者となります。ただし、雇用されていても、入国しておらず日本国

内に居所がない状態で勤務（リモート勤務等）している場合は、非居住者となります。 
37 居住者である留学生等が、大学の籍や日本国内の居所を残したまま帰国し、再入国した場合は、引き続き居住者

として整理されると考えられます。 
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  居住者 非居住者 

日本人 

① 我が国に居住する者 ① 
外国にある事務所に勤務する目的で出国し外
国に滞在する者 

② 日本の在外公館に勤務する者 ② 
２年以上外国に滞在する目的で出国し 
外国に滞在する者 

    ③ 出国後外国に２年以上滞在している者 

    ④ 
上記①～③に掲げる者で、一時帰国し、 
その滞在期間が６月未満の者 

外国人 

① 我が国にある事務所に勤務する者 ① 外国に居住する者 

② 我が国に入国後６月以上経過している者 ② 外国政府又は国際機関の公務を帯びる者 

    ③ 

外交官又は領事館及びこれらの随員又は 

使用人(ただし、外国において任命又は雇用さ

れた者に限る。) 

法人等 

① 我が国にある日本法人等 ① 外国にある外国法人等 

② 
外国の法人等の我が国にある支店、 

出張所、その他の事務所 
② 

日本法人等の外国にある支店、出張所、 

その他の事務所 

③ 日本の在外公館 ③ 我が国にある外国政府の公館及び国際機関 

※上図によらず、アメリカ合衆国軍隊、国際連合の軍隊及びこれらの構成員等は非居住者 

 

非居住者の国・地域の判断に当たっては、非居住者の居所若しくは住所又は主たる事務所の

所在地が基準となります38。例えば、リスト規制技術の提供先がＡ国内に事務所を有する研究

機関に勤務するＢ国人である場合は、Ｂ国人が勤務する研究機関への提供とみなされるため、

提供先の国・地域の判断としては、（Ｂ国ではなく）Ａ国となります。 

また、居住性の判断に当たっては、①技術の提供先が研究者個人の場合は、当該個人の居住

性により判断され、②研究者個人ではなく組織に提供される場合（組織に雇用される研究者が

当該組織の業務として受領する場合を含みます。）は、当該組織の居住性により判断されます。

学生（留学生）についても、研究者の場合と基本的に同様です。 

 

 

５. 特定類型アプローチについて 

 

（１）概要 

 

居住者から居住者への技術の提供であっても、受領者となる居住者（自然人に限る。）が非居

住者の影響を強く受けている状態（以下、「特定類型」）にある場合は、当該居住者（以下、「特

定類型該当者」）への技術の提供を当該非居住者への技術の提供であるとみなして、法第２５条

第１項に基づく人的概念による対外取引規制の対象となります。こうした考え方を「特定類型

 
38 「役務通達」（１（３）用語の解釈） 
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アプローチ」と呼び、その概念は下図のとおりです。居住者Ａから特定類型に該当する居住者

Ｂ、居住者Ｂから非居住者Ｃへと技術が提供される場合には、居住者Ａから居住者Ｂへの技術

提供が規制対象になります。 

 

大学等における研究活動で想定されるケースとして、例えば、特定類型に該当する留学生等

が以下の活動を行う場合には、安全保障貿易管理の対象となります。 

 

(例) 

・教員から研究指導を受ける 

・大学内の他の研究室との共同研究プロジェクトや技術ディスカッションに参加する 

・非公開の学内研究セミナーに参加する 

・非公開の学内の修論発表会や研究発表会に参加する 

 

特定類型は、以下の①から③に分類され、それぞれ特定類型①、特定類型②、特定類型③と

呼ばれます。また、特定類型に該当する者は自然人である居住者に限定されていますが、当該

居住者の国籍を問いません（すなわち、日本人であっても特定類型に該当し得ます。）。 

① 外国法令に基づいて設立された法人その他の団体（その本邦内の支店、出張所その他の

事務所を除く。以下「外国法人等」という。）又は外国の政府、外国の政府機関、外国の地

方公共団体、外国の中央銀行若しくは外国の政党その他の政治団体（以下「外国政府等」

という。）との間で雇用契約、委任契約、請負契約その他の契約を締結しており、当該契約

に基づき当該外国法人等若しくは当該外国政府等の指揮命令に服する又は当該外国法人等

若しくは当該外国政府等に対して善管注意義務を負う者（次に掲げる場合を除く。） 

（ｲ）当該者が本邦法人との間で雇用契約、委任契約、請負契約その他の契約を締結してお

り、当該契約に基づき当該本邦法人の指揮命令に服する又は当該本邦法人に対して善

管注意義務を負う場合において、当該本邦法人又は当該者が、当該外国法人等又は当

該外国政府等との間で、当該本邦法人による当該者に対する指揮命令又は当該本邦法

人に対して当該者が負う善管注意義務が、当該外国法人等若しくは当該外国政府等に

よる当該者に対する指揮命令又は当該外国法人等若しくは当該外国政府等に対して当

該者が負う善管注意義務よりも優先すると合意している場合 

（ﾛ）当該者が本邦法人との間で雇用契約、委任契約、請負契約その他の契約を締結してお

り、当該契約に基づき当該本邦法人の指揮命令に服する又は当該本邦法人に対して善

管注意義務を負う場合において、グループ外国法人等（当該本邦法人の議決権の５０％

以上を直接若しくは間接に保有する外国法人等又は当該本邦法人により議決権の５

０％以上を直接若しくは間接に保有される外国法人等をいう。以下同じ。）との間で雇

用契約、委任契約、請負契約その他の契約を締結しており、当該契約に基づき当該グ

ループ外国法人等の指揮命令に服する又は当該グループ外国法人等に対して善管注意

義務を負う場合 

② 外国政府等から多額の金銭その他の重大な利益（金銭換算する場合に当該者の年間所得

のうち２５％以上を占める金銭その他の利益をいう。）を得ている者又は得ることを約して

いる者 

③ 本邦における行動に関し外国政府等の指示又は依頼を受ける者 
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 特定類型①～③に該当する具体的なイメージとしては下図のとおりです。 

 
 

（２）特定類型の解説 

 

(a) 特定類型①について 

 

外国法人等又は外国政府等との間で雇用契約、委任契約、請負契約その他の契約を締結して

おり、当該契約に基づき当該外国法人等若しくは外国政府等の指揮命令に服する又は当該外国

法人等若しくは外国政府等に対して善管注意義務を負う者が特定類型①とされています。例え

ば、本邦大学の教授が、海外大学の教授職も兼任し、海外大学の指揮命令に服している場合、

外国法人等の指揮命令を服する者として特定類型①に該当します。留学生については、たとえ

海外大学に籍を置いていても、当該海外大学と雇用契約、委任契約、請負契約その他の契約を

締結していないのであれば、特定類型①には該当しません。 

「委任契約、請負契約その他の契約」とは、いかなる委任契約、請負契約その他の契約を意

味するものではなく、①取締役若しくは監査役又はそれらに類する者（大学法人における理事

又は監事を含む。）と法人の間の委任契約及び②委任契約、請負契約その他の契約であって雇用

契約に準ずるもの（労働基準法上の労働者性が認められるもの）を指します。例えば、契約内

容や提供される労務の具体的な内容にもよりますが、大学教授が出版社との間において出版契

約を締結し執筆を行う場合や他大学から依頼を受け論文や執筆物のレビューを行う場合は通常

「委任契約、請負契約その他の契約」に該当しません。また、企業から委託された研究を行う

場合や企業・大学と共同で研究を行う場合も、通常は労働基準法上の労働者性が認められず、

通常「委任契約、請負契約その他の契約」に該当しませんが、当該大学教授が専ら一企業から

委託された研究に従事しており、研究の方向性や内容について当該企業から指揮命令を受けて

いるような場合には、労働基準法上の労働者性が認められ、「委任契約、請負契約その他の契約」

に該当する可能性があります。 

一方、「外国政府等」が個人より「外国政府等」の利益を優先することや「外国政府等」への
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忠誠義務を要請しており、個人も当該要請に合意している場合でも、時間的・場所的に拘束さ

れているなど雇用者と被雇用者の関係に類する場合でなければ特定類型①には該当しません。 

上記のとおり、本邦大学に雇用されている教授、講師等も特定類型①に該当する可能性があ

るところ、本邦大学から当該特定類型①に該当する教授、講師等への技術提供も前記１．①の

「居住者から非居住者に提供することを目的とする取引」として、法第２５条第１項に基づく

許可を要する点に留意してください。本邦大学が雇用するＡ氏が当該本邦大学の業務として、

当該本邦大学の他の教授、講師等であるＢ氏に対して技術提供を行う場合、当該本邦大学が提

供者、Ｂ氏が受領者として観念されます。そのため、教授間の技術提供においても、受領者が

特定類型該当者に当たる場合、法第２５条第１項に基づく許可を要する点に留意してください。 

一方で特定類型①には例外も規定されており、例えば、海外大学の教授職を兼任している本

邦大学の教授の場合、当該海外大学と本邦大学又は当該教授との間で、本邦大学の指揮命令権

が優先する関係にあることを合意している場合等は、特定類型①の(ｲ)に該当し、例外となりま

す39。 

なお、特定類型①に該当する者は、外国法人等又は外国政府等の影響を受ける者であり、外

国法人等の子会社である本邦法人（すなわち、いわゆる外資系企業ではあるが、外国法人等で

はないもの）に雇用される者は該当しません。 

 

(b) 特定類型②について 

 

外国政府等から多額の金銭その他の重大な利益を得ている者又は得ることを約している者が

特定類型②に該当する者とされています。「多額の金銭その他の重大な利益」とは、金銭換算す

る場合に当該者の年間所得のうち２５％以上を占める金銭その他の利益をいいます。特定類型

②は、外国政府等から利益を受けている者等であり、外国法人等から利益を受けている者等は

含まれません。例えば、外国政府等の奨学金を受けている留学生などが特定類型②に該当し得

ます。 

また、多額の金銭その他の重大な利益を得ているとは、あくまで個人の所得として利益を得

ている場合を指し、例えば、大学教授が大学や研究室として外国政府等から利益を受ける場合

は、原則特定類型②には該当しません。しかし、特定類型アプローチに基づく規制を潜脱する

意図をもって、形式的な受領主体を大学又は研究室とし、実質的には教授個人が利益を受ける

ものと認められる場合は、特定類型②に該当する点に留意してください。 

 

(c) 特定類型③について 

 

本邦における行動に関し外国政府等の指示又は依頼を受ける者が特定類型③に該当する者と

されています。特定類型③は、外国政府等から指示又は依頼を受けている者であり、外国法人

等から指示又は依頼を受けている者は含まれません。 

外国の国家情報活動について、法律上協力義務が課されているだけでは特定類型③に該当し

ませんが、当該法律に基づき当該外国政府等から本邦における行動に関し指示又は依頼を受け

 
39 例外規定としては、特定類型①の(ﾛ)もありますが、グループ法人において兼業している者を想定した例外規定で

あり、資本関係にあるグループ法人を持たない大学法人においては通常適用されません。 
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ている場合は特定類型③に該当します。 

 

（３）特定類型該当性の判断方法 

 

みなし輸出管理の明確化に伴い、技術の提供者は取引の相手方に対して技術を提供するに当

たり、通常果たすべき注意義務を果たした結果として確認できる範囲で取引の相手方が特定類

型に該当するか否かを判断する必要があります。特定類型該当性の判断の考え方については、

「役務通達」別紙１－３（特定類型の該当性の判断に係るガイドライン）（以下、「特定類型該

当性判断ガイドライン」）に提示されており、特定類型該当性判断ガイドラインに従った確認を

すれば、取引の相手方となる居住者が特定類型に該当するか否かの判断において、通常果たす

べき注意義務を果たしているものと解されます。 

すなわち、特定類型該当性判断ガイドラインに従った確認をすれば、仮に取引の相手方とな

る居住者が特定類型該当者であったことが事後的に判明した場合でも、技術提供に当たり事前

許可を取得しなかったことについて無過失となり、罰則又は行政処分の対象とはされません。 

 

 

【特定類型該当性判断ガイドライン】 

 

別紙１－３ 特定類型の該当性の判断に係るガイドライン 

特定類型の該当性を判断するためのガイドラインを次のとおり提示する。本ガイドラインに

従った確認をすれば、取引の相手方となる居住者（自然人に限る。）に対して技術を提供するに

あたり、当該居住者が特定類型に該当するか否かにつき、通常果たすべき注意義務を果たして

いるものと解される。 

 

１ 特定類型①又は②の該当性確認 

(1) 当該居住者が提供者の指揮命令下にない場合 

ア 役務取引を実施するまでの間に商慣習上当該役務取引を行う上で通常取得することとな

る契約書等の書面（以下単に「契約書等」という。）において記載された情報から特定類型 

①又は②に該当することが明らかである場合において、漫然と当該居住者に対して技術の提

供を行う場合は、通常果たすべき注意義務を履行していないことと解される。 

なお、役務取引を実施するまでの間に契約書等において記載された情報から特定類型①

又は②に該当することが明らかでない場合は、追加で確認を行うことは求められない。 

イ 特定類型①又は②に該当する可能性があると経済産業省から連絡を受けた場合におい

て、漫然と当該居住者に対して技術の提供を行う場合は、通常果たすべき注意義務を履行

していないことと解される。 

(2) 当該居住者が提供者の指揮命令下にある場合 

ア 当該居住者が指揮命令に服した時点において、特定類型①又は②に該当するか否かを当

該居住者の自己申告（別紙 1－４参照）によって確認した上で、指揮命令に服する期間中

において、新たに特定類型①又は②に該当することとなった場合に、報告することを求め

ている場合は、通常果たすべき注意義務を履行しているものと解される。また、当該居住

者が令和４年５月１日時点で既に指揮命令下にある場合であって、指揮命令に服する期間
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中において、新たに特定類型①又は②に該当することとなった場合に報告することを求め

ている場合は、通常果たすべき注意義務を履行しているものと解される。 

なお、就業規則等の内部規則において、副業行為を含む利益相反行為が禁止又は申告制

になっている場合は、指揮命令に服する期間中において、新たに特定類型①又は②に該当

することとなった場合に、報告することを求めていることと解される。 

イ 特定類型①又は②に該当する可能性があると経済産業省から連絡を受けた場合におい

て、漫然と当該居住者に対して技術の提供を行う場合は、通常果たすべき注意義務を履行

していないことと解される。 

２ 特定類型③の該当性確認 

(1) 当該居住者が提供者の指揮命令下にない場合及び指揮命令下にある場合 

ア 役務取引を実施するまでの間に契約書等において記載された情報から特定類型③に該当

することが明らかである場合において、漫然と当該居住者に対して技術の提供を行う場合

に限定して、通常果たすべき注意義務を履行していないことと解される。 

なお、役務取引を実施するまでの間に契約書等において記載された情報から特定類型③

に該当することが明らかでない場合は、追加で確認を行うことは求められない。 

イ 特定類型③に該当する可能性があると経済産業省から連絡を受けた場合において、漫然

と当該居住者に対して技術の提供を行う場合は、通常果たすべき注意義務を履行していな

いことと解される。 

 

特定類型該当性判断ガイドラインにおいては、特定類型①及び②又は特定類型③の別に応じ

て該当性判断の基準が異なり、また、受領者が提供者の指揮命令下にあるか否かで該当性判断

の基準が異なります40。大学に雇用される教授、講師等は、常勤又は非常勤に関わらず、提供

者（すなわち、大学法人）の指揮命令下にある者であり、大学に雇用されていない学生は、提

供者（すなわち、大学法人）の指揮命令下にない者として取り扱ってください。特定類型該当

性判断ガイドラインの趣旨をまとめると下表のとおりです。 

なお、特定類型①又は②の該当性確認において、当該居住者が提供者の指揮命令下にある場

合、当該居住者が指揮命令に服した時点において、特定類型①又は②に該当するか否かを当該

居住者の自己申告で確認することとされているところ、当該自己申告においては「役務通達」

別紙 1－４に掲載する誓約書の例（１４４頁参照）を利用することができます。「役務通達」別

紙 1－４に掲載する誓約書の例は、あくまでサンプルであり、特定類型該当性を居住者に誓約

させるという趣旨を損なわない範囲で修正して利用することを妨げるものではありません41。 

当該自己申告について、提供者はその内容の真実性を確認することまでは求められていませ

ん。したがって、提供者の指揮命令下にある居住者が実際は特定類型該当者であるにもかかわ

らず、自身の特定類型該当性について虚偽の自己申告を行い、その結果、当該提供者から当該

 
40 指揮命令下にある場合とは、受領者が提供者との間で、雇用関係又はそれに準ずる関係（準ずる関係とは、雇用

契約以外の契約に基づき労務を提供しているものの、業務の実態から労働基準法上の労働者性が認められるよう

な場合を指します。）にある場合を指します。 
41 教職員等の特定類型該当性を確認した記録（誓約書等）については、該当の有無にかかわらず、これら教職員等

への技術提供が見込まれる期間は適切に保存することが望ましいです。当該教職員等への技術提供が行われた場

合には、技術提供に係る文書として適切に保存してください。（７１頁参照） 

なお、誓約書等についてはＰＤＦにする等の電子的な形式で保存することができます。 
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居住者に対して無許可で技術提供が行われたとしても、当該提供者が他に当該居住者の特定類

型該当性に関する情報を得ていなかった場合には、当該技術提供に当たり許可を取得しなかっ

たことについて無過失となり、罰則又は行政処分の対象とはなりません。 

一方で、誓約書の提出を拒否されるなど、提供者の指揮命令下にある居住者から特定類型に

該当しないことの申告がなかった場合には、当該居住者が特定類型に該当する蓋然性が排除さ

れてはいないことから、原則、当該提供者は通常果たすべき注意義務を果たしたものと解され

ず、当該提供者から当該居住者に対して無許可で技術提供が行われた場合には、罰則又は行政

罰の対象になる可能性があります。 

 

 受領者が提供者の指揮命

令下にない 

受領者が提供者の指揮命令下にあ

る 
共通 

特定類型① 

特定類型② 

商慣習上技術提供取引を

行う上で通常取得するこ

ととなる契約書等の書面

において記載された情報

から、受領者が特定類型

に該当することが明らか

である場合 

→漫然と技術の提供を行

う場合、通常果たすべき

注意義務を履行していな

いと解される 

以下の方法で特定類型に該当する

か否かを確認している場合は、通常

果たすべき注意義務を履行してい

ると解される 

＜採用時＞ 

自己申告による確認 

※令和４年５月１日で既に採用し

ている場合は不要＜勤務時＞ 

新たに特定類型に該当することと

なった場合における報告義務を課

すことによる確認 

※ 就業規則等の内部規則におい

て、副業行為を含む利益相反行為を

禁止・申告制にする場合は、同報告

義務を課しているものと解される42 

特定類型に該

当する可能性

があると経済

産業省が提供

者に連絡をし

た場合 

→漫然と技術

の提供を行う

場合、通常果

たすべき注意

義務を履行し

ていないと解

される 

特定類型③ 

商慣習上技術提供取引を行う上で通常取得することとなる契約

書等の書面において記載された情報から受領者が特定類型に該

当することが明らかである場合 

→漫然と技術の提供を行う場合、通常果たすべき注意義務を履

行していないと解される 

 

 
42 人事部門等による申告の受領のみでは不十分であり、当該申告により把握された情報が輸出管理部門における特

定類型該当性の把握に用いられることが必要です。また、現時点で就業規則等において、副業行為を含む利益相

反行為を禁止・申告制とする規定がない場合や、規定はあるものの、非常勤職員等、当該規定が適用されない教

職員がいる場合は、例えば、採用時期にかかわらず、令和４年５月１日以降に当該教職員から誓約書等で自己申

告を求めることで特定類型該当性の確認を行うとともに、その中で、「今後新たに特定類型に該当することとな

った場合には、報告を行うこと」等を追加的に求めていれば、特定類型該当性判断ガイドラインに沿った対応を

しているものと考えられます。 
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（４）共同研究における特定類型アプローチの考え方 

 

大学での研究活動においては、教授等が他大学の教授や学生、企業の従業員等とともに共同

で研究を行い、その際に技術提供が生じる場面があり得ます。こうした他の法人に所属する者

との共同研究43における特定類型アプローチの考え方について整理します。 

本邦法人Ｘと本邦法人Ｙとの共同研究で、本邦法人Ｘに雇用されている従業員Ａから本邦法

人Ｙに雇用されている従業員Ｂに対して技術提供をする場合において、本邦法人Ｙで技術を受

領する従業員Ｂが特定類型該当者である場合、法律上、①本邦法人Ｘから本邦法人Ｙ、②本邦

法人Ｙから従業員Ｂ（特定類型該当者）という順序で技術が移転するものと解釈されます。 

この場合、まず、①本邦法人Ｘから本邦法人Ｙに対する技術提供は、国内における居住者（法

人）同士の取引であり、「外国において提供することを目的とする取引」「非居住者に対する取

引」（法第２５条第１項、第２項）のいずれにも該当しないことから、外為法の規制対象外にな

ります。 

次に、②本邦法人Ｙから従業員Ｂ（特定類型該当者）に対して技術提供が行われるところ、

本邦法人Ｙが、役務取引規制の趣旨を潜脱して従業員Ｂ（特定類型該当者）に技術を取得させ

ることを目的として本邦法人Ｘから技術を受領させる場合や、本邦法人Ｘと本邦法人Ｙの間の

技術提供に係る契約において従業員Ｂ（特定類型該当者）に提供することが明記されている場

合44など特殊な場合を除き、通常、本邦法人Ｙと従業員Ｂ（特定類型該当者）との間には、提

供者と受領者の間で技術を提供し受領することについての合意が発生し、当該合意の履行とし

て提供が行われるという関係が存在しないと考えられることから、本邦法人Ｙから従業員Ｂ（特

定類型該当者）に対する技術提供は「取引」（法第２５条第１項、第２項）に該当しないものと

して外為法の規制対象外になります45。 

したがって、本邦法人Ｘの従業員Ａから本邦法人Ｙの従業員Ｂに対する技術提供について、

通常、本邦法人Ｘは本邦法人Ｙで技術を受領する従業員Ｂの特定類型該当性を確認する必要は

ありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 
43 当事者間で特段契約書を交わさないで行われる共同研究についても同様の考え方となります。 
44 例えば、共同研究契約書や付随する研究計画書等において、当該共同研究に参加する研究者名が明記されている

場合が該当し、この場合の技術提供は「取引」に該当することとなり、技術を受領する本邦法人Ｙは従業員Ｂの

特定類型該当性の確認を行い、必要な場合には許可申請が必要となります。 
45 一方で、本邦法人Ｘが居住者Ａ’（本邦法人Ｘに雇用されている）に対して、本邦法人Ｘの業務において必要な

技術を提供する場合、本邦法人Ｘと居住者Ａ’の間の雇用関係において、技術を提供し受領することについてあ

らかじめ包括的な合意が発生しているところ、さらに技術の提供と受領に当たり個別の合意が成立し、当該合意

の履行として技術提供が行われる関係が存在すると考えられることから、本邦法人Ｘから居住者Ａ’に対する技

術提供は「取引」に該当すると整理されます。 
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本邦大学Ｘの研究室Ｘ’と他の本邦大学Ｙの研究室Ｙ’との共同研究で、研究室Ｘ’に所属

する教授Ａ（本邦大学Ｘに雇用されている）が研究室Ｙ’に所属する教授Ｂ（本邦大学Ｙに雇

用されている）及び学生Ｃ（本邦大学Ｙに雇用されていない）に対して技術提供をする場合に

おいて、教授Ｂ及び学生Ｃがいずれも特定類型該当者であるケースを想定します。 

この場合、本邦大学Ｘの教授Ａから本邦大学Ｙの教授Ｂ（特定類型該当者）への技術提供は、

法律上、①本邦大学Ｘから本邦大学Ｙ、②本邦大学Ｙから教授Ｂ（特定類型該当者）という順

序で技術が移転するものと解釈されます。したがって、前頁の例と同じく、①本邦大学Ｘから

本邦大学Ｙへの技術提供、②本邦大学Ｙから教授Ｂ（特定類型該当者）への技術提供のいずれ

についても、通常、「取引」に該当しないものとして外為法の規制対象外になり、本邦大学Ｘは

本邦大学Ｙで技術を受領する教授Ｂの特定類型該当性を確認する必要はありません。 

一方、学生Ｃ（特定類型該当者）の場合、本邦大学Ｙに雇用されていないため学生Ｃを本邦

大学Ｙと一体としてみることは適切ではなく、本邦大学Ｘの教授Ａから本邦大学Ｙの学生Ｃへ

の技術提供については、本邦大学Ｘから学生Ｃへの技術提供となるため、本邦大学Ｘが学生Ｃ

の特定類型該当可能性を確認し、許可申請をする必要があります。一方で、学生Ｃは本邦大学

Ｘの指揮命令下にない者であるため、共同研究を実施するに当たり取得する書面（契約書等）

から特定類型該当性が明らかでない場合は、特定類型非該当として扱うことができます46。 

     

 
46 本邦大学Ｘが学生Ｃの類型該当可能性を直接確認する代わりに、研究室Ｘ’と研究室Ｙ’双方の合意に基づき、

法律を超えるコンプライアンスとして、共同研究契約を締結する際に研究室Ｙ’から「研究室Ｙ’内の共同研究

に参加する学生には特定類型に該当する者はいない。」旨の通知を研究室Ｘ’が受けるという運用も考えられます。 
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Ⅳ.技術の提供・貨物の輸出の確認手続47 

 

本ガイダンスでは、次の分類に従って表示します。 

 

法令に基づく事項又は法令遵守のため確実に取り組むべき事項 

法令で直接義務づけられており、取り組まなかった場合に 

法令違反に問われる可能性がある事項を記載しています。 

 輸出者等遵守基準（以下、「遵守基準」という。）により 

求められる取組についても、この事項に記載しています。 

 

法令遵守のため高い効果が期待できる事項 

  法令で直接義務づけられておらず、取り組まなかった場合に 

法令違反に問われるわけではないが、違反の未然防止のために 

有益であると考えられる取組を記載しています。 

 

技術を非居住者や特定類型該当者に提供しようとする場合及び外国で提供しようとする場合

並びに貨物を輸出しようとする場合には、あらかじめ外為法に基づき許可の取得が必要か判定

を行った上で、許可の取得が必要であれば、経済産業省本省や経済産業局・通商事務所に申請

しなければなりません。 

ここでは、上記の分類を用いて、大学・研究機関が技術の提供や貨物の輸出に際し、法令に

則した手続を見落とさずに適切に実施するために効果的と考えられる手続を整理しました。 

 

 

１．案件ごとの管理手続 

 

案件ごとに、必須となる／推奨される手続について、説明します。 

技術を非居住者や特定類型該当者に提供しようとする場合及び外国で提供しようとする場合

並びに貨物を輸出しようとする場合には、用途・相手先確認や該非判定等の法令に基づく手続

を実施し、必ず外為法に基づく許可の要否を確認しなければなりません。 

 
47 特定非営利活動法人産学連携学会「研究者のための安全保障貿易管理ガイドライン」には、研究者の目線で、安

全保障貿易管理の手続が記載されていますので、併せて御参照いただくと効果的です。 
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管理手続きの流れは上図のとおりですが、効果的な管理を行う観点から、各大学や研究機

関において、自らが保有するリスト規制対象の技術と貨物はどのようなものがあるのか、そ

のような技術と貨物はどの研究室や部署等で扱われているのかを、あらかじめ把握しておく

ことが推奨されます。（注：留学生等が行う研究で提供する機器の操作技術については８７頁

参照） 

非居住者性確認 

特定類型該当性確認 

※上記は、一つの参考例を示したものであり、手続き等の手順は各大学・研究機関に委ねられるものである。 

許可申請 

同一性確認 

文書管理 

用途・相手先確認 

該非判定 

例外適用確認 

取引審査 

明らかガイドライン 

＜「用途」チェックシート＞ 

※帳票例は１３１、１３２、１３３頁参照。 

＜「需要者」チェックシート＞ 

＜明らかガイドラインシート＞ 

例外適用確認 

大学・研究機関における管理手続の流れ 

技術の提供／貨物の輸出を検討 

＜事前確認シート＞ 

 懸念情報確認（注） 

※帳票例は１１７頁参照。 
留学生等受入用は１２０，１２４頁参照。 

注：①外国ユーザーリスト、 
②イランおよび武器禁輸 
国・地域 等 
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 各大学・研究機関は、自らが保有するリスト規制技術や貨物およびそれらの所

在等を、あらかじめ把握しておくことが推奨されます。 

 

（０）特定類型該当性の確認及び一元的な把握 

 

 

      リスト規制技術等を扱う大学・研究機関は、学生、研究生や教職員への技術提供

に先立ち、これらの者の特定類型該当性を確認する必要があります。 

 

 リスト規制技術等を扱う大学・研究機関は、学生、研究生や教職員等に対して技術を提

供するに当たり、通常果たすべき注意義務を果たした結果として確認できる範囲でこれら

の者が特定類型に該当するか否かを判断する必要があります48。 

確認に当たっては、特定類型該当性判断ガイドライン（４４頁参照）に従い、大学・研究

機関に雇用される者（教職員等）については誓約書等で自己申告を求め、雇用されない者

（学生等）については入学関係書類等の通常取得される書類から確認を行います。在職中

の教職員等については、就業規則に基づく兼業の報告等を適切に求めることで、特定類型

該当性の確認を行う必要があります。 

 

 

留学生等の受入れ時に特定類型該当性の確認を行い、輸出管理部門が特定類型

該当者の情報を一元的に把握するようにしましょう。 

 

特定類型該当性については、個別の技術提供の際に判断することもできますが、この場

合、大学・研究機関の事務に過度な負担が生じることとなり、管理の漏れによる法令違反

にもつながります。このため、学生、研究生や教職員の入学・採用時に、これらの者の受

入れを担当する部門と輸出管理部門が連携して特定類型該当性の確認を行うようにしま

しょう。特定類型該当者の情報は輸出管理部門に集約することが推奨されます。 

   また、就業規則に基づく兼業の報告等を適切に求めることで確認した在職中の教職員の

特定類型該当性の情報についても上記と同様、輸出管理部門において一元的に集約して取

り扱うようにしましょう。 

 

 

（１）事前確認 

 
48 技術の取引に全く関係がない事務職員や学生については「取引の相手方」になり得ないとして、大学・研究機関

の判断において一律に特定類型該当性の確認対象としないことも可能です。ただし、これらの者に対して実際に技

術提供が行われ、当該者が特定類型該当者であった場合には、故意・過失が問われる可能性があることに注意が必

要です。 
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 教職員等は、技術の提供や貨物の輸出を行おうとする場合は、「事前確認シート」

を用いて、「審査票」の起票の要否について、管理責任者の確認を受けることが推奨

されます。 

 

技術の提供や貨物の輸出を予定する教職員は、「事前確認シート」（１１７，１２０，１２

４頁参照）を用いて相手先の非居住者又は特定類型の該当性（相手先が国内にいる場合のみ）、

提供技術や輸出貨物の具体的な内容、相手先の懸念情報49および例外適用（公知、基礎科学）

の可否についてそれぞれ確認を行い、「審査票」（１２７、１２９頁参照）を起票する必要が

あるかについて、管理責任者の確認を受けることが推奨されます50。 

 

各大学や研究機関における具体的な手続として次の運用例が考えられます。 

 

① 貨物の輸出の場合 

教職員は「事前確認シート」により、相手先が外国ユーザーリストに掲載されているか、

仕向地がイラン又は武器禁輸国・地域であるか等相手先の懸念情報の有無を確認します。 

相手先に懸念情報がなく、貨物が明らかにリスト規制対象品目51でない場合は、必要事項

を記載した「事前確認シート」のみを管理責任者に提出します52。 

相手先に懸念情報がある又はリスト規制対象品目の可能性がある場合は「審査票」を起票

します。 

 

② 技術の提供の場合 

教職員は「事前確認シート」により、相手先が非居住者や特定類型に該当するか（４０頁

参照）（相手先が国内にいる場合のみ）、相手先が外国ユーザーリストに掲載されているか、

仕向地がイラン又は武器禁輸国・地域であるか等の懸念情報の有無、例外適用（公知、基礎

科学）の可否（６１頁参照）について確認を行います。 

各大学の判断で、例外適用（公知、基礎科学）の可否の確認を先に行い、例外適用ができ

ない場合にのみ、非居住者性及び特定類型該当性の確認を行うことも考えられます。 

大学の輸出管理部門などが特定類型該当者の情報を一元的に把握し、その指導教員に事前

に通知する等により、特定類型該当者への技術提供の管理が漏れないようにしましょう。 

提供技術が明らかにリスト規制対象品目53ではなく、かつ相手先に懸念情報がない場合、

 
49 特定類型該当者が相手方になる場合は、特定類型該当者に影響を与えている非居住者に関する懸念情報を確認し

てください。 
50 ただし、「審査票」の起票が必要なことが明らかな場合は「事前確認シート」による確認を省略しても差し支えな

いと考えられます。 
51 貨物等省令に定める仕様を満たす貨物を指します。リスト規制対象品目は、経済産業省ＨＰの「貨物・技術のマ

トリクス表」（https://www.meti.go.jp/policy/anpo/matrix_intro.html）を参照して下さい。 
52 規制貨物を扱っている研究室や部署等では、貨物の輸出を特に適切に管理することに加えて、あらかじめ把握し

ている内容を活用して、まず該非判定から着手することも考えられます。 
53 考え方は脚注64と同様。 
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相手方が国内にいる場合であって非居住者又は特定類型該当者でない場合、公知の技術を提

供する取引に当たるもの54や基礎科学分野の研究活動において技術を提供する取引に当たる

もの55として、例外規定が適用可能であると考えられる場合は、必要事項を記載した「事前

確認シート」を管理責任者に提出します。相手方が非居住者又は特定類型該当者であって、

相手方に懸念情報がある又は提供技術がリスト規制対象品目の可能性がありえる場合、例外

規定が適用できない場合は、教職員は「審査票」を起票します。 

 

※相手方が非居住者又は特定類型に該当するかの判断や例外規定（公知、基礎科学）の適

用可否の判断を個々の教職員に委ねることは、法令違反につながり得ますので、組織と

しての意思決定手続に従って慎重に判断してください。具体的には、個々のケース毎に、

教職員から提出された「事前確認シート」を管理責任者がチェックし、このうち精査が

必要な事案については学内の輸出管理委員会等で審議した上で、統括責任者が決定する

など、組織として責任をもって判断するとともに、必要な場合には判断の根拠を対外的

に説明できるようにしておくことが重要です56。例外規定が適用可能な場合と同様に、

技術の提供や貨物の輸出の可能性が全くないとして管理対象から外す場合57についても、

教職員から提出された「事前確認シート」に基づき、組織として責任をもって判断する

ようにしてください。 

 

 

管理責任者は、教職員から提出された「事前確認シート」を基に「審査票」の起票の要否

について責任をもって判断し、リスト規制（１０頁参照）又はキャッチオール規制（１６頁

参照）に該当する可能性があると判断した場合など、組織として取引の可否を判断する必要

があると判断した場合には、教職員に「審査票」の起票を指示します。 

 

※法令上は、懸念情報があっても例外規定が適用できる場合や相手方が国内にいる場合で

あって非居住者又は特定類型該当者に該当しない場合のような外為法上の事前許可が

必要ない場合であったとしても、研究の国際化やオープン化に伴う新たなリスクに対す

る研究インテグリティの確保や、その他の経営リスク管理の観点から、組織として取引

の可否を判断するために「審査票」による確認を行うことも考えられます。 

※併せて、出身機関等のパンフレットやホームページに懸念情報が掲載されていないか、

大学や研究機関で提供する技術が兵器開発等に転用されないかなどを確認することが

推奨されます。加えて、共同研究先の国における輸出管理関連法令等で提供される懸念

 
54 例えば、市販の教科書のみを用いた教育、学部や講義のみの課程が含まれると考えられますが、研究室において

学部生に公知ではない研究を手伝わせる場合等、例外規定が適用できないケースがあり得ることにも注意が必要

です。 

 
55 例えば、宇宙の生成過程に関する研究活動等が含まれると考えられますが、特定の製品の設計又は製造を目的と

する場合等、例外規定が適用できないケースがあり得ることにも注意が必要です。 
56 「Ⅳ. 組織体制の整備・運用」参照 
57 例えば、人文・社会科学系の課程が含まれると考えられますが、考古学等で地中探査を行うための合成開口レー

ダーを外国に持ち出す場合等、管理の対象にすべきケースが含まれ得ることにも注意が必要です。 
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先に関するリストや研究セキュリティを参考とすることも有効です。さらに、一般財団

法人安全保障貿易情報センター（ＣＩＳＴＥＣ）が提供する「大学向けＣＨＡＳＥＲ情

報」 を確認することも有効です。 

※また、そうした外為法上の事前許可が必要ないものの、懸念がある場合には研究インテ

グリティ・研究セキュリティの観点から判断に迷うものについては、文部科学省の研究

セキュリティ相談窓口に相談することも可能です。（「文部科学省研究セキュリティ相談

窓口の設置について（通知）（令和 7年 4月 10日）58」参照） 

 

 

（２）該非判定 

 

提供する技術や輸出する貨物が、リスト規制（１０頁参照）に該当するかを判定するもので

あり、安全保障貿易管理上最も重要な手続の一つです。 

 

【リスト規制に関係する法令】 

 

該非判定は、技術・貨物の具体的なスペックを政省令の規定と比較し、その該当性を確認す

るものです。 

確認の手掛かりとして、安全保障貿易管理ホームページにて公表している「貨物・技術の合

体マトリクス表」等を活用することができます。その他、該非判定を円滑に行う目的で、「項目

別対比表」、「パラメーターシート」等も市販されています。 

 

部材や装置（貨物）はリスト規制に該当しなくても、提供する技術自体はリスト規制に該当

するおそれがあります。また、外為令において技術単独で規制されているもの（はみ出し技術）

もありますので注意が必要です59。 

該非判定の結果、技術や貨物がリスト規制に該当し、かつ、例外規定を適用できない場合に

は、その用途や仕向先等にかかわらず事前許可が必要となります。 

 
58 https://www.mext.go.jp/content/20250424-mxt_kagkoku-000039402_1.pdf 
59 例えば、「イオン注入法を用いる非電子的基板用コーティング」について、貨物等省令第５条第七号ロでは、「ビ

ーム電流が５ミリアンペア以上の」装置が規定されていますが、同省令第１８条第３項第五号では、貨物のよう

に仕様を限定することなく技術が規定されています。 

 関係する政令 関係する省令 

貨物の輸出 輸出令 

外為法第４８条第１項の規定を受けた政

令であり、「別表第１」で規制対象となる貨

物を規定。 

貨物等省令第１条－第１４条 

輸出令別表第１で規定されている貨物につ

いて、より具体的な仕様等を規定。 

 

技術の提供 外為令 

外為法第２５条第１項及び第３項の規定

を受けた政令であり、「別表」で規制対象と

なる技術内容を規定。 

貨物等省令第１５条－第２８条 

外為令別表で規定されている技術につい

て、より具体的な内容を規定。 
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該非判定の結果、リスト規制に該当しない場合であっても、大量破壊兵器キャッチオール規

制及び通常兵器キャッチオール規制の確認を行う必要があります（１６頁参照）。 

 

なお、安全保障貿易管理ホームページにおいて、大学における該非判定の手順を仮想事例も

交えて解説した「大学における該非判定のための手引き書」60を公表していますので、併せて

活用してください。 

 

 

＜貨物・技術の合体マトリクス表＞ 

経済産業省では、リスト規制技術・貨物に係る政省令等の内容を一覧化した表を公表してい

ます。これによりリスト規制技術がいかなる貨物に関係しているのかを簡易に把握することが

可能となり、技術の該非判定に対する負担軽減を図ることができます。 

URL: https://www.meti.go.jp/policy/anpo/matrix intro.html 

  

合体マトリクス表の使い方は、上記 URLにおいて解説を提供しているほか、Eラーニング動

画も提供していますので、必要に応じて参照してください。 

 

URL： https://www.youtube.com/watch?v=sifBI6RHQ c 

 

 
60 https://www.meti.go.jp/policy/anpo/daigaku.html 
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○「貨物・技術の合体マトリクス表」の該非判定を行う上での利用法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プログラム・技術の該非の確認は、次のような手順になります。 

（実際に該非判定を行う場合は、「公知の技術」に当たるか、「基礎科学分野の研究」に当た

るかなどの確認を行うことになりますが、ここではその手順は省略しています。） 

（０）提供する（ｏｒ提供を予定している）プログラム・技術は何か？ 

→プログラム・技術の特定 

（１）特定したプログラム・技術が、貨物を設計・製造・使用するためのものの場合 

貨物が輸出令別表第１／貨物等省令で規制されているか確認（エクセルの検索機能を使って確認す

ると便利。）貨物が複数の項番で規制されている場合があるので要注意！ 

貨物が規制されている場合 貨物が規制されていない場合（２）へ 

規制されている貨物に関するプログラム・

技術は規制されているか確認 

（２）にも一部貨物の項番を引用している 

プログラム・技術があるので、必ず（２） 

も確認してください。 

ＹＥＳ ＮＯ 

（２）特定したプログラム・技術が（１）以外の場合/（１）で「（２）へ」となった場合 

該当（許可が必要） 

貨物の項番を引用していないプログラム・技術（はみ出し技術）は、分野別に整理した各シート

の最後に掲載してあるので、特定したプログラムがこの規定で規制されているか確認 

非該当＊（許可不要） 

ただし、キャッチオール規制の対象にはなるので要注意 

該当（許可が必要） （２）へ 

ＹＥＳ ＮＯ 

「貨物・技術の合体一体化マトリ

クス表」を使うと貨物とプログラ

ム・技術の規定が効率的に確認で

きます。 
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 技術の提供や貨物の輸出の前に、具体的な内容を確定させた上で、技術の提供や

貨物の輸出をする各研究室の教職員をはじめ、技術や貨物に詳しい知見を有する者

が、該非判定を実施してください。 

 

該非判定は経済産業省が行うものではなく、技術の提供や貨物の輸出を行う大学・研究機

関等が自ら実施しなければなりません。技術の提供や貨物の輸出をする各研究室の教職員を

はじめ、提供する技術や輸出する貨物に詳しい知見を有する者が該非判定を実施してくださ

い。提供する技術や輸出する貨物がメーカーや販売代理店から購入したものであって、規制

対象か否かが分からない場合には、メーカーや販売代理店から該非判定書を入手するなどし

て確認してください。輸出することが明らかな貨物や提供することが明らかな技術（プログ

ラム等）を購入する場合には、学内等で用いられる購入仕様書等に該非判定書の提供を義務

づける文言を入れておくことも一案です。 

この際、たとえメーカーや販売代理店が該非判定を間違えた場合であっても、外為法違反

の責任を問われるのは、技術の提供や貨物の輸出を行う者になります。大学・研究機関は、

たとえ外部から該非判定書を入手した場合であっても、該非判定の内容を、自らの責任で確

認してください。 

また、外国向けの宅配便を利用する場合に、必要な手続を教えてくれる業者もいますが、

宅配業者が該非判定を行うのは難しいのが現状であり、貨物の具体的な仕様を把握している

者が該非判定を行うことが必要です。 

 学科や研究室の担当者等、技術提供に関わる者が、手続に従って必要な事項を判

定し、責任者の判断を仰いでください。 

 

遵守基準に基づき、リスト規制技術・貨物を扱う場合は該非判定の手続を定める必要があ

ります。手続の具体的内容に統一ルールはありませんが、例えば「該非判定票」の起票を通

じて該非判定を行い、管理責任者および必要に応じて統括責任者が承認する手続が有効です。

なお、リスト規制技術・貨物を扱わない場合であっても、大量破壊兵器キャッチオール規制

や通常兵器キャッチオール規制の対象になり得ることから、提供する技術や輸出する貨物が

リスト規制非該当であっても、おそれの強い貨物例に関係する等の技術や貨物であるかどう

かを確認する必要があります。技術や貨物の該非判定には、「貨物・技術の合体マトリクス表」

を、該非判定票の作成には、「該非判定票」の例（１３５頁参照）を参考にしてください。 

 

 該非判定は、必ず最新のリスト等の法令に基づいて、行ってください。 

 

リスト規制技術・貨物は、原則として毎年国際輸出管理レジームの合意内容を受けて、関

係法令が改正されます。したがって、「昨年まで非該当だったのだから、今年も大丈夫だろう」

との思い込みで、該非判定を省略してしまうと、法令違反を犯してしまうことにもなりかね

ません。該非判定に当たっては、経済産業省の安全保障貿易管理ホームページ（以下、「経済

産業省 HP」）等で、必ず最新のリスト等の法令を確認して、判断してください。 
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 一つの技術、一つの貨物でも、複数の項番で規制されている場合があります。  

該非判定に当たっては細心の注意を払い、見落としがないように注意する必要があり

ます。経済産業省のホームページに掲載されている「貨物・技術の合体マトリクス表」

の検索機能を使って確認すると、複数の項番で規制されている場合でも容易に確認す

ることができます（５５頁参照）。 

 

例えば、衛星放送用のＩＣチップウエハーに関する技術には、外為令別表の７の項（１）

（輸出令別表第１の７の項（１）集積回路）及び外為令別表の９の項（１）（輸出令別表第１

の９の項（７）暗号装置又はその部分品）の両項にまたがって記載されているものもありま

す。具体的な技術的仕様については、「貨物等省令」に規定されていますので、注意して確認

してください61。 

 

 リスト規制の中には、一般的な呼び名のとおり掲載されていない場合があります

ので、見落とさないよう注意してください。 

 

 

例えば、一般的には「ＧＰＳ」と呼ばれている貨物が、貨物等省令では「衛星航法システ

ムからの電波を受信する装置（第３条第１９号ハ）」の名称が用いられているなど、一般的な

呼び名のとおり規定されていないものも存在しますので、見落としがないように注意しまし

ょう。必要に応じて「読み替えが必要な用語（例）」62も参照してください。 

 

 部分品や附属品であっても、規制対象となる場合があるため、注意してください。 

 

貨物等省令で、部分品や附属品が規定されている場合は、部分品や附属品もリスト規制へ

の該当可能性を確認する必要があります。 

 

 該非判定は、提供する技術や輸出する貨物を十分に理解している者が行った上で、

該非判定の客観性を確保するために、異なる者によるダブルチェックを行ってくださ

い。 

 

実際のケースとして、航空機の一部機材の輸出において、リスト規制非該当品から炭素繊

維成形品（リスト規制該当品）に変えたにもかかわらず、民生品であるためこれまでと同様

非該当であるものと現場で安易に判断し、無許可輸出に問われたものがあります。  

 
61 複数項番に該当する技術提供について許可申請する場合、全ての該当項番を一通の申請書類に記載してください。 
62 https://www.meti.go.jp/policy/anpo/matrix_intro.html 
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例えば、主任研究員や教授が判断し、その上で該非確認責任者（９３頁参照）も確認する

ことなどにより、より確実な判定が期待できます。  

 

 法令の規定を当てはめても判断できない場合等、少しでも疑問や不安があれば、

大学・研究機関に設置されている相談窓口や経済産業省に相談してください。 

 

「多分非該当だから問題ないはずだ」との安易な思い込みで、技術の提供や貨物の輸出を

行い、結果として法令違反を犯すことは避けなければなりません。該非判定の誤りに起因す

る外為法の違反事案は全事案の多くを占めています。 

該非判定において判断に迷う場合は、疑問を残したまま許可を取得せずに取引を実施した

り、疑問があることを理由に取引を諦めたりする前に、輸出管理担当部署や経済産業省に相

談してください（１４９頁参照）。 

 

 

（３）用途・相手先確認 

技術の提供や貨物の輸出に当たっては、その用途と相手先を確認することが必要です。これ

らは「大量破壊兵器キャッチオール規制」や「通常兵器キャッチオール規制」（１６頁参照）の

要件となっており、また、「リスト規制」（１０頁参照）に該当する場合も許可申請の段階で、

確認しなければならない事項でもあります。 

 

 

      提供する技術や輸出する貨物が、大量破壊兵器等や通常兵器の開発等のために

利用されるおそれがある場合や、それらの需要者が大量破壊兵器等や通常兵器の

開発等を行うおそれのある懸念国や組織の出身者の研究生や留学生であって非居

住者又は特定類型該当者である場合等、「大量破壊兵器キャッチオール規制」や「通

常兵器キャッチオール規制」の観点から用途や相手先を慎重に確認しなければな

りません。該非判定の結果、技術や貨物がリスト規制に該当しないことが明らか

であったとしても、キャッチオール規制により大量破壊兵器等や通常兵器の開発

等に用いられる「おそれあり」と確認された場合は、許可が必要になります63。 

 

 

リスト規制技術・貨物を扱う場合は、遵守基準に基づき、提供する技術や輸出する貨物の

用途や相手先（特定類型該当者が相手方になる場合は特定類型該当者に影響を与えている非

居住者）を確認する手続を定め、手続に従って確認することが求められます。 

 

 
63 キャッチオール規制では、経済産業大臣から許可の申請をすべき旨の通知を受けておらず、かつ用途や需要者に

関して適切な調査を行った上で「おそれなし」と判断していれば違反になりません。ただし、「おそれなし」と

判断した後でも、大量破壊兵器等の開発等に利用される疑いがあること等を知った場合は、速やかに経済産業省

安全保障貿易審査課に報告してください。 
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＜キャッチオール規制に関係する法令と判断材料＞ 

  関係法令 確認事項 確認資料等 

用途要件 

（相手先や

最終需要

者の使用

目的） 

技術 

貿易外省令64第９条２項第七号及び第八号、おそ

れ告示（核兵器等）65、おそれ告示（通常兵器）66 

補完規制通達67（おそれ貨物・技術68） 

核兵器等の

開発等、通

常兵器の開

発等に用い

られるおそ

れ 

入学に際して留学

生が提出する書

類、出身大学等の

パンフレットやホ

ームページ、その

他確認文書、相手

先が連絡してきた

情報等 

貨物 

輸出令第４条第１項第三号及び第四号、おそれ

省令（核兵器等）69、おそれ省令（通常兵器）70、補

完規制通達（おそれ貨物・技術） 

需要者 

要件 

（相手先や

最終需要

者） 

技術 

貿易外省令第９条２項第七号及び第八号、おそ

れ告示（核兵器等）、おそれ告示（通常兵器） 

補完規制通達（おそれ貨物・技術、明らかガイドラ

イン71）、外国ユーザーリスト 

相手先が核

兵器等の開

発等、通常

兵器の開発

等を行うか

又は行った

か 
貨物 

輸出令第４条第１項第三号及び第四号、おそれ

省令（核兵器等）、おそれ省令（通常兵器）、補完

規制通達（おそれ貨物・技術、明らかガイドライ

ン）、外国ユーザーリスト 

 

 

大量破壊兵器等や通常兵器の開発等のために利用されるおそれや相手先が大量破壊兵器等

や通常兵器の開発等を行う又は行ったおそれ等の有無は、入学に際して研究生や留学生が提

出する書類、出身大学等のパンフレットやホームページ、その他確認文書や外国ユーザーリ

スト等を用いて確認します。留学生等の受入れの場合は、これらの情報により留学生等の過

去の研究実績や出身研究室の研究実績などを確認するようにしましょう。合わせて、一般財

団法人安全保障貿易情報センター（ＣＩＳＴＥＣ）が提供する「大学向けＣＨＡＳＥＲ情報」
72を確認することも有効です。また、手続を進める過程で、相手先がおそれにつながる情報

を連絡してきた場合は、「おそれあり」となります。 

 
64 貿易関係貿易外取引等に関する省令（平成１０年通商産業省令第８号） 
65 経済産業大臣が告示で定める提供しようとする技術が核兵器等の開発等のために利用されるおそれがある場合

（平成１３年経済産業省告示第７５９号） 
66 経済産業大臣が告示で定める提供しようとする技術が輸出貿易管理令別表第１の１の項の中欄に掲げる貨物（核

兵器等に該当するものを除く。）の開発、製造又は使用のために利用されるおそれがある場合（平成２０年経済産

業省告示第１８７号） 
67 大量破壊兵器等及び通常兵器に係る補完的輸出規制に関する輸出手続等について（輸出注意事項２４第２４号） 
68 「大量破壊兵器等の開発等に用いられるおそれの強い貨物例」（２０～２３頁参照）に掲載されている貨物を輸出

又はこの貨物の設計、製造若しくは使用に係る技術を提供する場合には、輸出者等は特に慎重な審査が必要とな

ります。また、「通常兵器の開発、製造若しくは使用に用いられるおそれの強い貨物例」（２４～２５頁参照）に

掲載されている貨物を輸出又はこの貨物の設計、製造若しくは使用に係る技術を提供する場合には、輸出者等は

特に慎重な審査が推奨されます。（輸出注意事項２４第２４号） 
69 輸出貨物が核兵器等の開発等のために用いられるおそれがある場合を定める省令（平成１３年経済産業省令第２

４９号） 
70 輸出貨物が輸出貿易管理令別表第１の１の項の中欄に掲げる貨物（核兵器等に該当するものを除く。）の開発、製

造又は使用のために用いられるおそれがある場合を定める省令（平成２０年経済産業省令第５７号） 
71 輸出者等が「明らかなとき」を判断するためのガイドライン（輸出注意事項２４第２４号） 
72 https://www.cistec.or.jp/service/daigakukaiin.html （有償提供） 
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用途・需要者要件の確認には、例えば「審査票」（１２７，１２９頁参照）の起票を通じ

て用途や相手先の確認を行うことが有効です。用途・需要者要件確認の詳細については、「補

完規制通達」を確認してください。なお、本ガイダンスには、補完規制通達で定める確認事

項を様式に整理した「「用途」チェックシート」、「「需要者」チェックシート」、「明らかガイ

ドラインシート」（１３１～１３４頁参照）等を掲載していますので、これらの活用も検討

してください。 

また、懸念が払拭された場合にも「審査票」の起票を通じて、判断の根拠や審査過程等を

明確に記録しておくことが有益です。 

 

 

（４）例外適用確認 

①技術の提供（役務提供）に係る特例 

貿易外省令第９条では、安全保障貿易管理の観点から特に支障がないと認められるために許

可を必要としない技術提供が規定されています。このうち大学・研究機関が主に関係するもの

としては、同条２項第９号（公知例外）及び第１０号（基礎科学例外）が挙げられます。 

例外規定に該当する場合は、提供する技術がたとえリスト規制技術等であっても、許可を取

得する必要はありません73。提供予定の技術が、例外規定の要件を満たす可能性が高い場合に

は、該非判定に先立ち特例適用の可否を確認し、要件を満たしていることが確認できれば、該

非確認を行うことなく当該技術を提供しても問題ありません74。 

 

ただし、例外規定の適用に当たって、個々の教員・研究者等の個人の判断に委ねることは、

法令違反につながり得ますので、組織としての意思決定手続に従って慎重に判断してください。

具体的には、個々のケース毎に例外規定の適用の可否管理責任者がチェックし、うち精査が必

要なものは学内の輸出管理委員会等で審議した上で、統括責任者が決定するなど、組織として

責任をもって判断するとともに、必要な場合には判断の根拠を対外的に説明できるようにして

おくことが重要です。 

例外規定の適用に際してご不明な点があれば、経済産業省までお問い合わせください。 

 

〔主な特例〕 

 
73 例外規定の適用の可否は、研究室ごとといった大まかな単位ではなく、リスト規制への該非判定と同様に、提供

しようとする技術ごとに、判断する必要があります。 
74 法令上、例外規定は規制に該当する技術に適用されることになっていますが、規制への該非確認の前に例外規定

の適用が確認できた場合は、結果的に①規制に該当する技術は例外規定の適用により許可不要となること、②規

制に該当しない技術はそもそも許可不要となることから、例外規定の適用を確認できた後に規制への該非を確認

することなく、許可不要と判断することも可能です。 

用途・需要者要件の確認には、「審査票」を起票し、併せて「「用途」チェック 

シート」、「「需要者」チェックシート」、「明らかガイドラインシート」等を活用 

することが効果的です。 
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○ 公知の技術を提供する取引又は技術を公知とするために当該技術を提供する取引であっ

て、以下のいずれかに該当するもの（第２項第９号） 

－ 新聞、書籍、雑誌、カタログ、電気通信ネットワーク上のファイル等により、既に

不特定多数の者に対して公開されている技術を提供する取引 

－ 学会誌、公開特許情報、公開シンポジウムの議事録等不特定多数の者が入手可能な

技術を提供する取引  

－ 工場の見学コース、講演会、展示会等において不特定多数の者が入手又は聴講可能

な技術を提供する取引 

－ ソースコードが公開されているプログラムを提供する取引 

－ 学会発表用の原稿又は展示会等での配布資料の送付、雑誌への投稿等、当該技術を

不特定多数の者が入手又は閲覧可能とすることを目的とする取引 

※例えば、下記のケースが含まれます。 

・不特定多数の者が入手又は閲覧可能とするために論文発表や学会発表等で公表する

こと（学会参加者に守秘義務を課して発表を行う場合等、すべての技術を公知とす

るための技術提供ではない場合は除く。） 

・不特定多数の者に無償で閲覧可能とするためのＨＰへの掲載 

・不特定多数の者を対象とするオンライン講座、不特定多数の者に公開されている技

術を内容とするオンライン講座（特定の聴講資格を設けている、不特定多数の者に

公開されていないオンライン講座は除く。） 

・市販された教科書を用いるなど、公表された情報を用いて行う講義や実習 

・学会等で公知とするために発表した技術の範囲内での質疑･応答の内容 

・論文の学会発表や雑誌への論文掲載に当たり、手続上必須となる査読のために学会

や査読者に当該論文を送ること（公知化手続の一部である必要があり、公知化の手

続とは独立した任意の査読は除く。） 

※最終的に公知化を目指す技術の開発過程で得た知見や研究データの提供は、それ自体

が提供時点で公知でなければ例外には該当しません。例えば、ある化学物質を製造す

るための化学式の公知化を図る場合において、その知見の基礎となる化学物質を製造

するための個別の製法、製造工程、諸条件などが公知となっていない場合、これらは

この例外に該当しませんので注意が必要です。 

※また、論文等で発表するために投稿中の技術を外国で又は非居住者に対し提供する場

合など、将来的に公知化を予定する研究成果であっても、公表以前に特定の者しか知

りえない場合はこの例外には該当しません。 

 

○ 基礎科学分野の研究活動において技術を提供する取引（同項第１０号） 

「基礎科学分野の研究活動」とは、「自然科学の分野における現象に関する原理の究明を

主目的とした研究活動であって、理論的又は実験的方法により行うものであり、特定の製

品の設計又は製造を目的としないもの」75をいいます。 

 
75 役務通達（１（３）用語の解釈） 
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※例えば、以下のようなケースが対象となると考えられます。 

・宇宙の生成過程に関する研究 

    ・素粒子理論に関する研究  等 

 

※上記のような「自然科学の分野における現象に関する原理の究明を主目的とした研究

活動」であっても、特定の製品の設計又は製造を目的とするものである場合は、「基礎

科学分野の研究活動」に該当しないので、注意が必要です。 

※同様に、特定の製品の設計又は製造を目的としない研究活動であっても、「自然科学の

分野における現象に関する原理の究明を主目的とした研究活動」でない限り、「基礎科

学分野の研究活動」には該当しないので、注意が必要です。 

※本例外規定は技術の提供に対するものであるため、基礎科学分野の研究活動に伴う貨

物の輸出については適用されず、規制対象となる場合には許可が必要となります。 

※産学連携に係る共同研究等では、研究が特定の製品への応用を目的としているケース

など、この例外に該当しない場合が多くありますので、注意が必要です。 

 

○ 工業所有権の出願又は登録を行うために、当該出願又は登録に必要な最小限の技術を提

供する取引（同項第１１号） 

○ 貨物の輸出に付随して提供される使用に係る技術（プログラム及び経済産業大臣が告示

で定めるものを除く。）であって必要最小限のものを当該貨物の買主、荷受人又は需要者

に対して提供する取引（同項第１２号） 

※ただし、提供の結果、当該貨物の性能、特性が当初提供したものよりも向上する修理

等に係る技術は除かれますので注意が必要です。 

○ プログラムの提供に付随して提供される使用に係る技術（プログラム及び経済産業大臣

が告示で定めるものを除く。）であって、インストールや修理等のための必要最小限のも

のの取引（同項第１３号） 

※ただし、提供の結果、プログラムの機能、特性が当初提供したものよりも向上する修

理等に係る技術は除かれますので注意が必要です。 

○ コンピュータや通信関連貨物の設計、製造又は使用に係る市販のプログラムに関する取

引（同項第１４号） 

※ただし、技術の提供地等が輸出令別表第３の地域を除く地域である場合、おそれ告示

（５９頁参照）に基づき、需要者等の確認が必要になりますので注意が必要です。 

○ あらかじめ利用者を特定した上で外為法第２５条第１項の許可を取得した者から技術の

提供を受けた者が行う、利用者に対する対外取引（同項第４号） 

○ 以上のような取引（具体的には、貿易外省令第９条第２項各号）に伴って行われる技術

の持ち出し（第１項第１号） 

○ 外為法第２５条第１項の許可を取得した者から技術の提供を受けた者が行う、当該取引

に伴って行われる技術の持ち出し（同項第２号）  等 
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また、例外規定の適用可否を判断する際に注意しなければならないこともあります。 

 

 将来的に公表を行う予定の技術であっても、 許可が必要になる場合もあり得るこ

とに注意してください。 

 

技術論文を外国のジャーナルに投稿するなど、公知とするための技術提供であれば許可は

必要ありません。ただし、相手先に守秘義務を課して技術を提供する場合や、特許権取得を

念頭に置きつつ出願前に２，３人の者に技術を内示する場合等、不特定多数の者が知り得な

い場合は許可例外に当たりません。 

貿易外省令第９条第２項第９号でいう「公知の技術」とは、「不特定多数の者に公開されて

いる技術又は不特定多数の者が入手可能な技術」と規定されています。これは安全保障貿易

管理の観点から定義しているものであり、守秘義務の有無にかかわらず、特定の者しか知り

得ない場合は「公知である」と判断されません。 

 

＜大学の研究と該非判定＞ 

公知の技術を提供する場合や基礎科学分野の研究活動において技術を提供する場合等につい

ては、例外的に経済産業大臣の許可が不要とされています（６１頁参照）。このため、大学にお

いて市販の書籍や公開論文を用いて、その範囲内で研究指導を行う場合等、公知の技術の範囲

で技術の提供を行う場合には許可が不要です。該非確認責任者の監督の下で許可例外の適用可

否を慎重に確認し、適用不可の場合に該非判定票を起票して詳細に判定を行うなど、大学・研

究機関の実情に応じて必要な手続を定めることが効果的です。 

 

 

 論文公開、学会発表、特許出願等の研究開発活動に際しては、安全保障貿易管理

の側面のみならず、社会的要請や科学者倫理の側面からも考慮することが重要で

す。 

 

研究成果の中には大量破壊兵器等の開発等に転用されかねない技術情報も含まれている場

合があり、公表する内容によっては大量破壊兵器等の拡散を助長する結果を招く可能性があ

ります。 

また、研究成果を保護するために特許出願することは重要ですが、出願から１８か月後に

は特許技術情報はほぼ自動的に公開され、中には安全保障上機微な技術が含まれる場合もあ

り得ます。 

したがって、法令上の義務ではありませんが、大量破壊兵器等の拡散防止という社会的要

請や科学者倫理にも適切な配慮がなされるよう、科学者としての自律的な行動規範の遵守や、

組織としての内部規程の中に、科学者倫理に基づく規定を盛り込むことなども重要です。 
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「声明 科学者の行動規範」（抄）平成２５年１月２５日、日本学術会議76 

Ⅰ．科学者の責務 

（科学者の基本的責任）          

１．科学者は、自らが生み出す専門知識や技術の質を担保する責任を有し、さらに自らの専門知識、技術、

経験を活かして、人類の健康と福祉、社会の安全と安寧、そして地球環境の持続性に貢献するという責任

を有する。 

 

 

 公知の技術や基礎科学分野の研究活動において行われる技術の提供であっても、

相手先やその用途に懸念がある場合には提供の可否について大学・研究機関にお

いて慎重に検討することが重要です。 

 

公知の技術や基礎科学分野の研究活動に伴う技術の提供が契機となって共同研究等に発展

する場合があります。懸念のある相手先との疑義ある取引の遂行を未然に防止するために、

提供を予定する技術が公知の技術や基礎科学分野の研究活動に伴う技術であっても、提供の

適否を検討することが重要です。 

 

②貨物の輸出に係る特例 

輸出令第４条には、外為法第４８条第１項の規定を適用しない貨物が規定されています。 

 

〔主な特例〕 

○ 無償で輸出すべきものとして無償で輸入した貨物であって、経済産業大臣が告示で定める

もの（輸出令第４条第１項第二号ホ） 

   －本邦から輸出された貨物であって、本邦において修理された後再輸出されるもの（無

償告示77第一号１） 

※本特例では、リスト規制貨物が前提であり、「本邦から輸出された貨物」は、許可を取

得しているリスト規制貨物です。したがって、例えば、大学等の共同研究で試作品の

修理を繰り返す場合には、最初の輸出時では許可が必要となること、次の輸出時でも

修理等により性能が向上しないことに注意が必要です。また、外国から購入した装置

等の修理返品には、本特例は適用できないことにも注意が必要です。 

 

○ 無償で輸入すべきものとして無償で輸出する貨物であって、経済産業大臣が告示で定める

もの（輸出令第４条第１項第二号へ） 

   －一時的に出国する者が携帯し、又は税関に申告の上別送する輸出貿易管理令別表第１

 
76 https://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-22-s168-1.pdf 
77 輸出貿易管理令第４条第１項第二号のホ及びヘの規定に基づく経済産業大臣が告示で定める無償で輸出すべきも

のとして無償で輸入した貨物及び無償で輸入すべきものとして無償で輸出する貨物（平成１２年通商産業省告示

第７４６号） 
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の９の項の中欄に掲げる貨物（（７）、（８）、（１０）又は（１１）のいずれかに掲げる

貨物に係る部分に限る。）であって、貨物等省令第８条第九号から第十号まで、第十二

号又は第十三号のいずれかに該当するもののうち、本人の使用に供すると認められる

もの（無償告示第二号５） 

－一時的に出国する者が携帯し、又は税関に申告の上別送する輸出貿易管理令別表第１

の１２の項の中欄に掲げる貨物であって、貨物等省令第１１条第十三号に該当するも

ののうち、本人の使用に供すると認められるもの（無償告示第二号６） 

※本特例は、暗号関連貨物の部分品及び自給式潜水用具の自己使用に係るものです。 

   

   －輸出貿易管理令別表第１の２の項の中欄に掲げる貨物であって貨物等省令第１条二十  

二号ロ（四）に該当するもの、同表の３の項の中欄に掲げる貨物であって貨物等省令

第２条第２項第二号若しくは第七号に該当するもの又は同表の５の項の中欄に掲げる

貨物であって貨物等省令第４条第二号イに該当するもののうち、他の貨物を運搬する

ために使用される貨物として輸出する貨物であって、輸出した後輸入すべきもの（特

定地域を仕向地として輸出する貨物を除く。）（無償告示第第二号７） 

   

※本特例は、リスト規制対象である一部の成形品、貯蔵容器、弁について、他の貨物を

運搬するために用いられ、使用後に持ち帰る場合に係るものです。 

 

○ 少額特例（輸出令第４条第１項第五号） 

  リスト規制貨物が、下表の②、③、⑤に該当する場合は、指定された金額の範囲内で、

輸出許可が不要となります。 

 

貨物区分 少額特例・適用額 
①輸出令別表第１の１項～４項貨物 適用されない 
②輸出令別表第１の５項～１３項貨物のうち下記③以外 １００万円以下 
③「輸出令別表第３の３の規程により経済産業大臣が定める

貨物（別表第３の３告示）」 
５万円以下 

④輸出令別表第１の１４項貨物 適用されない 
⑤輸出令別表第１の１５項貨物 ５万円以下 
⑥輸出令別表第１の１６項貨物 適用されない 

  ※総額は、船積み回数にかかわらず、契約書に記載されているリスト規制貨物の該当項

番の括弧ごと78の総額に基づいて、判断されます。 

※無償貨物の場合は、税関の鑑定価格に基づいて、判断されます。 

※リスト規制技術には、適用されません。 

 
78 １回の輸出契約ごとに対して、その輸出貨物のうち輸出許可の対象となる貨物を輸出貿易管理令の別表第１の各

項のカッコごと（例えば「７項（４）」「１０項（７の２）」などのそれぞれ）に区分けしたものを「総価額」と

して、少額特例が適用されることになります。https://www.meti.go.jp/policy/anpo/qanda11.html 



 

67 

※輸出令別表第３の地域向け以外の輸出には、兵器開発等のために用いられるおそれが

ある場合などは、適用されません。 

※仕向地が、北朝鮮、イラン、イラクの場合は、適用されません。 

 

 

（５）取引審査 

 

上記（１）から（３）の内容を確認の上、許可申請の要否、技術の提供等の妥当性について

審査を行います。 

リスト規制に該当する場合には、用途・需要者にかかわらず許可申請が必要です。 

提供する技術等がリスト規制に該当しないことを確認した場合、次に兵器開発等のために用

いられるおそれの有無を確認します。用途・相手先に、兵器開発等のおそれが確認された場合

には事前許可を取得する必要があります。 

ただし、相手先の住所若しくは居所又は仕向地が輸出令別表第３の地域である場合79や、提

供技術が木材の利用に係るものや輸出貨物が食料品や木材等、外為令別表の１６の項や輸出令

別表第１の１６の項に該当しない場合、事前許可は必要ありません。 

 

技術提供等を行うに当たっての取引審査において、相手先の所在が確定しているか、

提供する技術等の用途を相手先が明確に提示しているか又はその他用途に疑問がな

いかなど、安全保障上の懸念がないことを明らかにしてください。 

 

 

 

経済産業省では、以下の基準により許可を行っています80。 

① 技術が実際に利用する者に到達するのが確からしいか 

② 申請内容にある利用する者が技術を利用するのが確からしいか 

③ 技術及びその技術によって製造される貨物が国際的な平和及び安全の維持を妨げるおそ

れのある用途に利用されないことが確からしいか 

④ 技術が利用する者によって適正に管理されるのが確からしいか 

 

これら基準に照らして疑義があった場合は、申請を行っても許可されない場合があります。

そのため、技術提供等を検討する際には、相手先が事前説明通りの利用者であるか、相手先

が用途を偽って依頼していないかなど、注意してその適否を判断し、４つの基準すべてを満

たすことを明確にしておく必要があります。 

 

 
79 経済産業大臣からインフォーム通知を受けた場合は事前許可が必要です。 
80 役務通達（２（５）役務取引の許可） 
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 該非判定や取引審査に基づく許可申請の要否や取引の妥当性の判断は、大学・研

究機関で定めた統括責任者等による意思決定を通じて組織的に実施してください。 

 

 

疑義ある取引の遂行を未然に防止するためにも、大学・研究機関が組織として規制技術等

の提供の適否を判断することが重要です。特に、リスト規制技術等を扱う場合は、統括責任

者に副学長や副理事長などを充て、最高責任者には、学長や理事長など組織を代表する者を

充てる必要があります。 

 

（６）許可申請 

 

技術の提供等にあたり事前許可が必要であると判断した場合は、許可の取得に必要な書類を

準備して、電子申請（ＮＡＣＣＳ 外為法関連業務）により、申請窓口（経済産業省（本省）

又は経済産業局・通商事務所）に許可申請を行います81。 

許可申請の際には役務取引許可申請書または輸出許可申請書の他に関連書類（申請理由書、

契約書、カタログ・仕様書、先方からの誓約書等）を提出する必要があります。関連資料の内

容は輸出令の該当項番や仕向地等により異なりますので、安全保障貿易管理ホームページ82等

で、確認してください。 

 

 「包括許可制度83」に基づき、外為法等遵守事項84を踏まえた輸出管理内部規程を

整備し、それに沿って適切な管理を行っていると認められれば、リスト規制技術等の

提供にあたり、一定の範囲で取引毎の事前許可を不要とする包括許可を取得すること

ができます。 

 

 

原則、事前許可は契約や案件単位で外為法に基づく審査を経て当否が判断されますが、許

可申請者自身がこうした審査機能を自主管理の下で担うことができると認められる場合、一

定範囲の取引を対象に一括して許可を取得することが可能です。これにより案件毎の事前許

可の取得が不要となり、時間と労力を節約することができます。 

包括許可のうち、特別一般包括及び特定包括許可の取得に当たっては、輸出管理内部規程

の整備・届出とその確実な実施が必要になります。 

 

 
81 2022年７月以降、輸出許可申請は原則として電子申請のみとなります。

https://www.meti.go.jp/policy/anpo/oshirase_denshishinsei.pdf 
82 https://www.meti.go.jp/policy/anpo/apply01.html 
83 https://www.meti.go.jp/policy/anpo/apply13.html 
84 ９６頁参照 
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主な包括許可の種類 

 

種類 対象 内容 要件・申請要件 

一般包括 

 

輸出令別表第３の地域

向け限定（グループA) 

グループ A 向けの輸出等を包括

的に許可する制度。 

A) 統括責任者、該非確認  

   責任者の登録 

B) 輸出管理内部規程の

整備（Aがあれば不要） 

C) 電子申請 

特別一般包括 

 

輸出令別表第３の地域

以外の地域も含む 

一定の仕向地・品目の組合せの

輸出等を包括的に許可する制

度。 

A) 輸出管理内部規程の

整備 

B) 実施調査の事前実施 

C) 電子申請     etc. 特定包括 

 

継続取引のある相手方 機微度が中程度の品目で、輸出

等を包括的に許可する制度 

 

（７）同一性確認 

 

事前許可を取得した場合、その範囲内で技術の提供や貨物の輸出を行います。 

 

 許可を取得した範囲内で、技術の提供等を行ってください。 

 

リスト規制技術等を提供する場合は、その内容が、許可取得の対象と同一であることを確

認することが義務づけられています。また、リスト規制技術等を扱わない場合でも、懸念国

や懸念組織等に規制対象技術等を送付してしまうことがないよう、同一性を確認することが

大切です。複数担当者や複数部署によるダブルチェックや、マーキング（９２頁参照）等の

活用により、違反防止に努めてください。 

 

 許可の際に付された条件に違反しないよう注意してください。 

 

 

事前許可を取得した際に、例えば、将来貨物が再輸出される際に事前に経済産業省への届

出を行う、許可対象の貨物・技術の使用・利用状況の定期報告など、何らかの許可条件が付

されることがありますので、これに違反しないよう十分に注意してください。 

許可条件違反は罰則の対象です。 
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２．その他の手続 

 

安全保障貿易管理の実施において必須となる／推奨されるその他の手続を説明します。 

 

（１）周知・指導・研修 

 

 研究者を含めて、技術提供や貨物輸出に携わる内部関係者に対し、最新法令の周

知と、法令遵守を実践するための指導を行ってください。 

 

 

大学・研究機関を含む輸出者等は、遵守基準に基づき、研究者を含む輸出等業務従事者に

対し、最新法令の周知と法令遵守のために必要な指導を行うことが義務づけられているほか、

リスト規制技術・貨物を扱う場合には、技術の提供や貨物の輸出が適正に行われるよう研修

の実施に努めることとされております。 

経済産業省では、安全保障貿易管理の最新情報をホームページ85で提供しているほか、自

主管理の一環として輸出管理内部規程を届け出ている者に対して、法令改正等の最新情報を

随時メールで配信しています。また、安全保障貿易管理の重要性や具体的な輸出管理につい

て広く理解が得られるよう大学・研究機関を対象とした説明会を実施していますので、最新

情報の確認の機会等として御活用ください。 

 

 

 個別事案の事務や審査を行う職員のみならず、幹部、研究者、職員全員を対象と

した指導・研修により、大学・研究機関全体で管理意識の底上げを図ることも重要で

す。 

 

大学・研究機関における機微技術管理は、実質的に多数の関連部署が連携して一体となっ

てはじめて機能します。学術研究の健全な発展と法令遵守のために学長や理事長等の幹部、

研究者、職員に至る一人一人の自覚と理解を高めることが推奨されます。 

組織全体を対象とした定期的な説明会の開催、理事会や教授会等の場を活用した普及啓発、

eラーニングの活用などにより、組織全体の管理意識の向上を図ることが重要です。 

 

 外国事務所や遠隔地キャンパスに対しても、規制技術や貨物に係る管理上の注意

喚起や指導・研修を定期的に行ってください。 

 

 

 
85 https://www.meti.go.jp/policy/anpo/index.html 
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（２）監査・報告 

 

 監査の体制及び手続を組織的に定め、定期的に監査を行ってください。 

 

遵守基準に基づき、リスト規制技術・貨物を扱う場合は、自らの機微技術管理が法令に基

づき適正に実施されていることを確認するための監査の体制及び実施の手続を定め、定期的

に監査を実施するよう努めなければなりません。大学・研究機関の事情により、一般業務監

査として実施する場合であっても、輸出管理業務に係る監査項目の選定や監査の実施には規

制技術の保有者や輸出管理担当部署が関与することが望まれます。 

なお、組織内のイントラネットやメール網等を通じて、規制技術保有者・管理担当者に対

して定期的に管理の実施状況を確認する質問票を配布し、自己チェックを求めるなどの簡便

な方法も有効です。 

 

 無許可で規制技術を提供したことを知った場合又は提供したおそれがある場合に

は、輸出管理担当部署へ早急に報告し、組織として対策を講じるとともに、速やかに

経済産業大臣に報告をしてください。 

 

遵守基準に基づき、リスト規制技術・貨物を扱う場合で関係法令に違反した又は違反した

おそれがあるときは、経済産業大臣へ報告するとともに、再発防止措置を講ずる必要があり

ます。 

なお、リスト規制技術・貨物を扱っていない場合でも、機微技術の拡散防止や国民の安全

保障を脅かす危険を最小限に止める観点から、キャッチオール規制について同様の速やかな

報告及び対応が欠かせません。 

 

（３）文書管理 

 

 技術提供に係る文書や電磁的記録は適切に保存してください。 

 

遵守基準に基づきリスト規制技術・貨物を扱う場合は、提供に関する文書、図面又は電磁

的記録を適切な期間保存するよう努めなければなりません。安全保障貿易管理を適切に実施

した証跡として、審査の記録等関係書類を適切に管理・保存するよう努めてください。問題

が発生した際に管理状況を証明するものとして文書保存は重要です。 

具体的な保存期間については、大量破壊兵器等関連等に用いられる懸念が特に大きい技術

又は貨物（輸出令別表第１及び外為令別表の１の項から４の項中欄）の取引に係るものは少

なくとも７年間、それ以外の取引（輸出令別表第１及び外為令別表の５の項から１６の項中

欄）に係るものは、少なくとも５年間保存することが望ましいと考えられます。 

リスト規制技術・貨物を扱っていない場合であっても、少なくとも懸念が払拭されずに審

査票を起票し、取引実施の最終判断を経て行った技術提供に関しては、法令に則って適切に



 

72 

対応したことを示す証跡として、文書や電磁的記録を保存しておくことを推奨します。 

なお、税関当局による関税法に基づく調査の一環として、貨物の輸出に係る安全保障貿易

管理に係る資料の提出や説明を求められる場合があります。 

 

以下は、記録・保管しておくべき書類の一例です。 

・審査の記録86（審査票や該非判定票等として、提供日、提供先及び国名、提供技術、該

当項番、金額を記載したもの） 

・経済産業大臣の許可証 

・契約書、仕入書、注文書、レター、インボイス 等 

 

 

 日々の業務を通じて蓄積した個別管理事案のデータは、どの部署がどのような規

制対象の技術を保有しているかを把握する等、効果的・効率的な管理に活用するこ

とができます。 

 

 

（４）情報管理 

 

 特に、リスト規制技術情報は、アクセス管理してください。 

 

窃盗や不正アクセス等により、予期せぬ形で規制技術が流出してしまわないよう、普段

からの情報管理が重要です。 

最近では、ＩＤ・パスワードの管理や情報機器の取扱い等を含む情報セキュリティ基準

を定める組織が多くなりました。既存の情報セキュリティに関する諸規程がある場合には、

それを準用して技術情報へのアクセス管理を行うことが有効です。なお、所属する組織に

情報セキュリティ規程がない場合には、以下の情報セキュリティ関連規程を保有していな

い場合の取組事例を参考にしてください。 

 

 

【情報セキュリティ関連規程を保有していない場合の取組事例】 

 

以下の対策等を通じて、技術情報の管理水準の向上に努めてください。 

 

（１）規制技術が入っているパソコン等の情報機器の管理 

① 個人認証 

規制技術の情報やデータを保持するパソコンについては、ログインパスワードの設定と

 
86 技術提供の相手方の特定類型該当性の確認に係る書類（誓約書等）も含みます。 
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定期的な変更を行うようにしてください。同一のパスワードを複数人で使用したり、パ

スワードを書いたメモをパソコンに貼り付けたりするようなことがないようにしましょ

う。 

 

② パソコン管理、ＵＳＢメモリ等接続制限 

パソコンの外部への持ち出しやＵＳＢメモリ等のパソコンへの接続を管理するようにし

ましょう。パソコンやＵＳＢメモリの紛失に備えて、ハードディスクやメモリ内の情報

を暗号化しておく方法もあります。外国出張でパソコンが盗まれる事例等が発生してい

ますので注意が必要です。 

また、ファイル交換ソフト（Winny等）は意図せざる情報流出の原因となっていますの

で、パソコンへのインストールの是非を慎重に検討しましょう。 

 

③ パソコン等の盗難防止対策 

近年、大学・研究機関でのパソコン等の盗難事件が多発しています。パソコンにワイヤ 

ーロックを付けるなどの盗難対策を検討しましょう。 

 

 

（２）サーバー等の共用データベースの管理 

① アクセス管理 

研究室等で規制技術情報を管理している場合には、当該情報にアクセスできる者を限定

し、ＩＤ、パスワードによる管理を徹底しましょう。 

 

② アクセスログ等の保存 

データへのアクセス記録を適切に保存することも重要です。技術流出時の流出経 

路の特定等に必要となります。 

 

③ 外部からのアクセスの制限 

インターネットを利用する場合には、イントラネットに対する外部（外国事務所等）か

らのアクセスを禁止・制限するようにしましょう。 

電子データの送付やダウンロードを認める場合は、送付先の確認手段を担保することが 

望ましいです。いわゆる「なりすまし」を防止する観点から、利用可能であれば、ネット

ワーク利用における個人認証基盤（電子署名）を相互に利用することも検討しましょう。 

 

（３）技術情報の暗号化 

規制技術情報が添付された電子メールやＦＡＸを送信する際には、送信先を誤ることのない

ように宛先を確認するとともに、電子ファイルへの読み取りパスワードの設定や暗号化などに

よる情報漏洩対策を行うようにしましょう。 

 

（４）組織的な対応（ハード面等での工夫） 

① シンクライアントシステムの利用 

最近では、組織の支給パソコンにおいて、ハードディスク等の記録装置によらずにサー
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バー側でデータを一元管理することで、パソコン内にデータを蓄積させないタイプのシス

テム（シンクライアントシステム）を採用する組織もあります。 

 

② 不正アクセスの防止対策 

サーバーや重要書類の保管場所の物理的隔離や物理的保護、さらには、外部からの不正ア

クセス防止の方策を検討しましょう。 

 

③ スパイウェア（マルウェア）対策 

最近では、ホームページの閲覧やメールの受信の際にパソコンに感染し、内部データを

勝手に外部に送信したり、外部からパソコン内に進入経路を作る不正なスパイウェアも多

く見られます。外部の一般的なインターネット回線と接続する情報機器については、これ

らの不正なスパイウェアを定期的に駆除する対策を組織的に講じるようにしましょう。 

 

④ 情報機器の廃棄の際の注意 

使わなくなったパソコンを廃棄する際には、市販の消去ソフト等を利用して、ハードデ 

ィスクに残留する情報を完全に消去してください。パソコンの通常操作で電子ファイルを

消去しても、ハードディスク上には、物理的に磁気情報としてデータが残留しているため、

データを比較的容易に復元されてしまいます。廃棄を外部に依頼する場合は、ハードディ

スク内の情報の完全消去を依頼し、消去したことを証明する書類を発行してもらいます。

これらの方法で廃棄パソコンからの情報流出を防止することができます。 
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不正競争防止法 

不正競争防止法（平成５年法律第４７号）は、不正競争の防止及び不正競争に係る損害賠

償に関する措置等を整備することにより事業者間の公正な競争を確保するための法律です。 

同法では、企業情報等が保有する情報のうち、一定の要件（※１）を満たすものを「営業

秘密」とし、その不正な取得・使用等の行為に対しては、保有企業等からの差止・損害賠償

の請求を行うことができる他、刑事罰の対象にもなります。 

（※１）①秘密として管理されていること（秘密管理性）、②有用な営業上又は技術上の情報であること（有用性）、

③公然と知られていないこと（非公知性）の３要件を満たす必要があります。また、「営業秘密管理指針」87に

おいて、「営業秘密」として法的保護を受けるために必要と考えられる対策等を示しています。 

平成２７年には、企業等が保有する営業秘密の保護を一層強化するため、以下の措置等が

導入されました88。 

＜刑事＞ 

①営業秘密侵害罪の罰金の上限額引上げ 

 個人  １千万円 → ２千万円 

 法人   ３億円 →  ５億円 

②海外重罰化 

 海外で使用し、又はそれを目的として営業秘密を取得・開示する行為について重罰化（通

常より高額な罰金の上限額を設定） 

 個人  ３千万円 

 法人  １０億円 

③犯罪収益の任意的没収規定の導入 

 営業秘密侵害罪により生じた犯罪収益を、裁判所の判断により没収することができる規

定を導入。 

また、こうした秘密情報の保護が大学等でも徹底されるよう、平成２８年１０月に公表し

た「大学における秘密情報の保護ハンドブック」89においては、①秘密情報の把握・分類、

必要な対策の実施、②研究活動への学生の参加の検討、秘密保持の誓約書の取得が重要であ

ること等が掲載されています。 

 
87 https://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/pdf/20150128hontai.pdf 
88 https://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/pdf/27kaiseigaiyou.pdf 
89 https://www.meti.go.jp/policy/innovation_corp/himitsujoho.html 
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技術情報管理認証制度 

（Ｔechnology Ｉnformation Ｃontrol Ｓystem） 

 

 経済産業省では、事業者が保有する技術等の情報の適切な管理体制に対し、国が認定した

機関（以下、「認証機関」という。）から認証を受けることができる、産業競争力強化法に基

づく技術情報管理認証制度（以下、「認証制度」という。）を平成３０年９月に創設し、運用

しています。 

 認証制度では、事業者が自ら保有又は他者から預けられた技術等の重要な情報を特定し、

当該情報の態様・価値等に応じて取り組むべき流出・漏えい防止策を決定し、重要な情報の

管理体制を整備した後で、認証機関に認証を取得するための申請書を提出します。その後、

認証機関が事業者の整備した管理体制の審査を行い、認証制度の基準を満たせば認証を付与

します。 

認証を取得することで、事業者は技術等の重要な情報の管理体制を適切に整備しているこ

とを取引先に示すことができるため、認証の取得は取引先からの信頼の獲得を後押しし、そ

の後の情報交換や事業遂行を円滑にするといったメリットがあるほか、事業者内で重要な技

術情報を適切に管理する意識の向上につなげることも可能と考えております。 

経済産業省ホームページ90においては、認証制度の普及促進を含め、事業者が保有する技術

等の重要な情報の適切な管理をし、事業者内で重要な技術情報を守るために必要な取り組み

を簡単にチェックするための自己チェックシート91等を公表していますので、活用いただけま

すと幸いです。 

  

  

 

 

 

 

 
90 https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/mono/technology_management/index.html 
91 https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/mono/technology_management/page03.html 
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Ⅴ．個々のケースの確認手続 

 

Ⅳ．では、外為法に基づく技術の提供や貨物の輸出の確認手続の基本的な流れを説明しまし

たが、ここでは、大学・研究機関の実務の各場面において必須となる／推奨される手続につい

て説明します。 

なお、以下のケースのうち許可の取得を必要とする場合については、技術の提供や貨物の輸

出が一律に禁止されるのではなく、許可を取得すれば技術の提供や貨物の輸出は可能であるこ

とに留意が必要です。 

 

 

１．学生・研究生・教職員の技術提供等に係る管理 

 

（１）許可取得が必要になる場面 

 

 来日後６か月未満の留学生、研究生および外国人研究者等（以下、留学生等）で

あって、日本の大学等に雇用されていない者に規制対象の技術を提供する場合には、

許可を取得する必要があります。 

 

国内においても、来日後６か月未満の外国人であって日本の大学等に雇用されていない者

に対して、リスト規制対象となる設計図、仕様書、実験データ、コンピュータープログラム

等の技術情報をメールやＣＤ、ＵＳＢメモリ等の記憶媒体で提供することや、セミナー、電

話で技術指導、技能訓練を行うことは非居住者への技術提供となり、許可を取得する必要が

あります。（リスト規制92） 

さらに、リスト規制技術ではなくとも、上記の留学生等の出身機関等が外国ユーザーリス

ト（２６頁参照）等に掲載されている場合であって、兵器開発等に利用されないことが明ら

かでない場合や、提供技術が兵器開発等に利用されるおそれがある場合も許可を取得する必

要があります。（キャッチオール規制93）許可申請を行う事となった場合には、許可取得まで

に一定時間を要する可能性や、審査の結果、提供可能な技術の内容に一定の制約が生じる可

能性があることに留意が必要です94。 

 

※法令は留学生等に対する指導・教育を禁止するものではないため、許可を取得した上で指導・

教育を行うのであれば問題ありません。 

 

 
92 １０頁参照 
93 １６頁参照 
94 このような提供技術に関する一定の制限可能性については、受入れや採用前に制度趣旨等を適切に説明すること

によってトラブルを避けることができる場合があります。教職員、研究生や学生等への説明に当たって活用でき

る資料を経済産業省HPにおいて掲載しております。https://www.meti.go.jp/policy/anpo/anpo07.html 
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 来日後６か月以上の留学生や研究生（雇用関係なし）、大学に雇用された外国人教

職員及び日本人の学生・教職員であっても、特定類型に該当する場合には、これらの

者に規制対象の技術を提供する際に許可を取得する必要があります。 

 

技術の提供先となる学生、研究生や教職員（日本人を含む）が、居住者であっても特定類

型（４０頁参照）に該当する場合には、非居住者への提供を目的とする技術提供として許可

を取得する必要があります。 

 

実務上は、①学生、研究生や教職員の入学・採用時に特定類型該当性を確認し、あらかじ

め許可を取得する95、②これらの者への技術提供の都度、許可を取得する のいずれかによる

対応が求められます。 

 

 来日後６か月以上の留学生等（特定類型該当者を除く。）であっても、それらの者

が、①外国で規制対象技術を提供することや特定類型該当者へ規制対象技術を提供す

ることがあらかじめ分かっている場合、②技術資料（ＵＳＢメモリ等に記録したもの

も含む。）の外国への持ち出し（休学中の一時帰国も含む。）や技能訓練等により規制

対象技術を提供する場合は、許可を取得する必要があります96。 

 

留学生等が非居住者又は特定類型該当者でなくとも、外国において規制技術を提供するこ

とや国内であっても特定類型該当者へ規制技術を提供すること97があらかじめ分かっている

場合、技術資料の外国への持ち出しや技能訓練等による規制対象技術の提供をする場合は、

技術の提供について許可を取得する必要があります。 

実務上は、①教員や研究者による技術の一次提供に係る許可申請時に、留学生等の行う技

術の再提供についても併せて許可を取得するか、②留学生等自身が再提供又は持ち出しの前

に許可を取得する必要があります。 

 

この他、留学生等が非居住者又は特定類型該当者でなくとも、①居住者として規制技術の

再提供を行う場合には、居住者として許可を取得する必要があること、②外国の大学や研究

機関に籍を残したまま来日しており、当該外国組織との共同研究の一環として本邦大学から

技術が提供される場合は、当該研究者個人（居住者）ではなく、当該外国組織の居住性によ

り許可の取得要否を判断する必要があること、に留意が必要です。 

 
95 受入れの事前確認シートについては、１２０～１２６頁参照 
96 規制対象技術が外国において提供される又は国内であっても特定類型該当者へ提供されることが、主目的となっ

ているか又は提供するときから念頭に置かれている場合は規制対象となります。他方、国内研究機関同士の共同

研究で、海外出張中の共同研究の相手方に偶然電子メールで送付した場合など、提供者に対外取引を行う意図が

ない場合は規制対象となりません。 
97 特定類型該当者への再提供については、例えば、大学や研究機関が居住者である教職員、学生や研究生に技術を

提供する際に交わされる契約書等において、提供される技術が再提供されることや再提供の相手方が特定類型該

当者であることが明記されているような場合が想定されます。 
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※法令は留学生等に対する指導・教育を禁止するものではないため、許可を取得した上で指

導・教育を行うのであれば問題ありません。 

 

 

具体的な申請手続に関して経済産業省に相談する必要がある場合には、安全保障貿易審査

課（※）にお問い合わせください。 

 

（※）リスト規制に関する相談：bzl-qqfcbf@meti.go.jp 

   キャッチオール規制に関する相談：bzl-anposhinsa-catchall@meti.go.jp 

 

 

（２）入口・中間・出口の各段階における管理 

 

大学等は技術の提供が主な管理対象であることや、指揮命令下に無い留学生や特定類型該

当者が多数在籍するなど、外為法を遵守するために高度な管理が求められます。こうした中

で外為法違反を確実に防止する観点から、留学生等の受入れや日本人教職員の採用時（入口）、

在学や在職中（中間）、卒業や退職時等（出口）の各段階で、規制技術の提供等の有無の確認、

注意喚起の実施、誓約書の取得等の適切な管理を行うことが推奨されます。 

 

外為法の規制対象となる技術と貨物はどのようなものがあるのか、そのような技術と貨物

はどの研究室や部署等で扱われているのかをあらかじめ把握し、当該研究室や部署等の管理

を重点的に行うなどの運用も有効です。 

 

なお、特定類型該当者に係る管理についても、留学生や外国人研究生・教職員と同様の管

理を行うことが推奨されます。 

 

 （留学生等の受入れや採用時98） 

 

留学生等の受入れや採用時には、外国ユーザーリスト、明らかガイドラインを

含む「外国人（留学生・研究者・教員・訪問者等）受入れの事前確認シート」（１２

０頁参照）等を用いて、安全保障上の懸念の有無を確認し、提供する技術の内容の

変更や経済産業省への許可申請も検討した上で、大学や研究機関として受入れ・採

用の可否を判断することが推奨されます。 

 

外為法の規制は個々の技術提供の事案ごとに個別に許可申請を行う体系ですが、日々の学

術活動で生じる留学生等への技術提供の全てを個別に管理することや、出国前に持ち物検査

 
98 企業等との共同研究等のプロジェクトに参加させる場合も含まれます。 
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をすることは、実務的に容易ではありません。 

このため、運用上の工夫として、留学生等の受入れや採用時に安全保障上のリスクを確認

し、受入れや採用の可否を判断することが推奨されます99。 

受入れや採用後に外為法に基づく確認を行った結果、安全保障上の懸念が払拭されずに当

初予定の技術提供が困難であるとの判断に至った場合、大学等と留学生等の間でトラブルが

生じる可能性があるため、多くの大学等では、受入れや採用時に、研究内容、研究の目的、

出身国、出身組織等を確認し、懸念の有無を判断しています。 

受入れや採用時の懸念の有無については、留学生等の出身機関等が外国ユーザーリスト（２

６頁参照）等に掲載されていないか、出身機関等のパンフレットやホームページに懸念情報

が掲載されていないか、大学や研究機関で提供する技術が兵器開発等に転用されないかなど

を確認することが推奨されます。合わせて、一般財団法人安全保障貿易情報センター（ＣＩ

ＳＴＥＣ）が提供する「大学向けＣＨＡＳＥＲ情報」100を確認することも有効です。 

 

留学生等が懸念組織に一時的に所属101しているだけの場合でも、日本での研究内容等につ

いて、明らかガイドラインに照らして、懸念がないことを確認するようにしましょう。特に、

外国政府から資金支援を受けている、または外国の組織に籍を保持したまま来日する留学生

等については、当該政府や組織との関係で責務やミッションを有している可能性があり、将

来の帰国も大いに想定されることから大学のリスク管理として注意が必要です。受入れの検

討に当たっては、Ⅷ．大学関係者等からの主な質疑の例（１０２頁参照）も参照ください。 

 

この過程で、経済産業省に相談する必要がある場合には、安全保障貿易管理課 

（bzl-daigaku@meti.go.jp）にご相談ください。 

 

なお、留学生等の受入れ等に当たり、大学による入学許可後、入国管理当局等による在留

資格等の審査の際に、事前確認シートや審査票を用いた受入審査の実施の有無等について説

明を求められる場合があります。 

 

警察白書（令和６年版）では、具体的な国名を挙げながら「…我が国においても、目

的を偽って機微情報を収集したり、先端技術保有企業、防衛関連企業、研究機関等に対

する研究者、技術者、留学生等の派遣、技術移転の働き掛け等を行ったりするなど、巧

妙かつ多様な手段で様々な情報収集活動を行っているほか…」と指摘されています。 

 

  

 

 

 
99 事前確認シートによる確認については５２頁参照。 
100 ６０頁脚注参照。 
101 懸念がある組織との実質的な関係性が希薄であると考えられる場合を想定しており、例えば、「懸念のない企業

の技術者が、懸念先大学で開催された週一回の社会人講座に半年間、聴講生として参加した」、「大学間の国際交

流の一環として、１ヶ月間、懸念先大学の研究室に派遣されたことがある」といったケースが考えられます。 
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（留学生、研究生や教職員の在学・在職中）  

 

外国ユーザーリストに掲載の無い組織から受け入れた留学生等が、外国ユーザ

ーリストの改訂等の結果、新たに当該リストに掲載された組織の出身者となる事例

も起こり得ます。受け入れた留学生等の情報を定期的に確認することが重要です。 

 

 外国ユーザーリストは、少なくとも年一回改訂されており、最新のものを入手する必要が

あります。研究生や留学生や教職員の出身組織が新たに当該リストに掲載されただけでは法

令違反にはなりませんが、その後の技術提供については慎重に検討し、必要に応じて許可を

取得してから行ってください。 

 

 

受け入れた留学生等から、特定類型該当性に関する報告や連絡を受けた場合には、

改めて管理手続が必要です。 

 

  留学生等本人から、就業規則等に基づく兼業状況の報告等により、自身の特定類型該当

性に関する報告を受ける場合や、これらの者の特定類型該当性に関して経済産業省から連

絡を受ける場合があります。これらの場合には、改めて特定類型該当者に対する技術提供

や貨物輸出等として安全保障貿易管理上の確認が必要です。 

 

 留学生や研究生が在学中に居住者（特定類型非該当）となり、規制技術を習得す

る可能性があります。これらの方が一時帰国し、当該技術の提供を行う場合等には外

為法上の許可取得が必要となることから、節目で研究内容の高度化や変更の有無を確

認し、外為法上の懸念が払拭されない場合には、提供技術の再検討や配属・配置換え

等により対応することも考えられます。 

 

 

留学生、研究生が居住者（特定類型非該当）となった後も、当該留学生、研究生が、規制

技術を外国において又は非居住者若しくは特定類型該当者に提供することや外国に持ち出す

ことは外為法上規制されます（８２頁参照）。このため、リスト規制技術の提供時には、居住

者である留学生等が一時帰国時に外国で技術を再提供する可能性を含め、懸念の有無を再チ

ェックすることが推奨されます。さらに、在学中に研究内容の高度化や研究内容の変更等が

見込まれる場合には、各種チェックシートを用い、改めてその内容のリスト規制技術である

かなどを確認しておくこと等が推奨されます。 

また、大学や研究機関として外為法上の懸念が払拭されない場合には、提供する技術を再

検討することや関係する部署や学科等に配属・配置しないといった対応をすることも考えら

れます。 
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 （留学生等の卒業時、退職時） 

 留学生等の卒業時や退職時には、母国へ帰国後の規制技術の提供や、帰国時の規

制貨物の持ち出しがないかを確認すると共に、これらの行為を無許可で行うことが無

いよう注意喚起を実施しましょう。入学時・採用時と同様に誓約書を改めて取得する

ことが推奨されます。 

      上記の注意喚起を効率的・実効的に行うために、居住者扱いとなった留学生、研究

生等の研究テーマにおける規制技術の取扱いの有無を確認することも有効です。 

 

 

留学生等が居住者であっても、規制技術の外国における提供、非居住者又は特定類型該当

者への提供、外国への持ち出しは規制対象となるため、卒業や退職の際に、それらの有無を

等確認しましょう。 

また、当事者である留学生等への注意喚起の観点から、例えば、大学から提供を受けた研

究上の技術情報を他者に提供する際には必要に応じて外為法上の手続を行うことや当該技術

情報の使用を民生用途に限る旨を内容とする誓約書（１３８頁参照）を入学時や採用時に取

得する、卒業時や退職時に、規制貨物等の持ち出しや外国における規制技術の提供の有無等

を確認し、入学時・採用時と同様に誓約書（１４０頁参照）を改めて取得する、当該留学生

等の進路をふまえて注意喚起を再度行う等の対応が考えられます。 

 

 

２．外国出張・一時帰国 

 

 留学生等が外国に渡航する際、居住者であっても非居住者であっても、外国にお

いて規制技術の提供を予定している場合には、少なくとも技術の持ち出しに先立ち許

可を取得しなければなりません。 

 

 

留学生等が、外国において規制技術を提供することがあらかじめ分かっている場合や、そ

の可能性があるとして外為法第２５条第１項の許可を取得している場合を除き、外国で誰か

に提供するために、①規制技術が記録された何らかの有体物（ＵＳＢメモリや書類等）を持

ち出す場合や、②何らかの通信手段によって外国に送信する場合（インターネットや電話等）

は、同条第３項の許可を取得することが必要です。 

同条第３項の許可を取得して技術を外国に持ち出した後であっても、当該技術を提供する

前には改めて同条第１項の許可が必要になります。このため、当該技術の第三者への提供を

予定する場合には、始めから同条第１項の許可を取得することが効果的です。 

また、外国に渡航しない場合でも、外国の大学や研究機関等で開かれる非公開の講演会や

打合せにオンラインで参加し、規制技術を提供する場合には、渡航する場合と同様、同条第

１項の許可の取得が必要となりますので注意してください。 
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 試供品や研究資機材を外国に持って行く場合でも外為法上の「輸出」に該当し、

使われている材料や機器の仕様によっては規制対象となることがあります。その場合

は、たとえ確実に持ち帰るとしても、許可を取得してください。 

 

   

いかなる本邦から外国への貨物の送付も外為法上の「輸出」と解釈されます。したがって、

スーツケース等に機材を入れて、手荷物として外国に持ち出すケースや、あらかじめ持ち帰

ることを前提に外国に持ち出すケースなども「輸出」に含まれます。 

また、「貨物」には、手作りの試作品、試供品、携行品、国内で市販されている物品、旧式

や中古や無償で提供される資機材等、或いは現地で計測等を行い持ち帰る資機材等も含まれ

ることから、これらもリスト規制やキャッチオール規制に該当するか、また例外規定（６１

頁参照）に該当するか等の確認が必要です。なお、市販されているようなノートパソコンや

携帯電話は、一部を除きリスト規制非該当となります。 

 

 規制技術データが入ったＵＳＢメモリやパソコンには、ファイルの暗号化やパス

ワード設定等の情報保護措置を行い、万一紛失や盗難に遭ってしまった場合には、必

要な報告・連絡や事実関係の記録等を行いましょう。 

 

ＵＳＢメモリやパソコンに規制技術データを入れて持ち運ぶ場合は、紛失や盗難に備えて、

ファイルの暗号化やパスワード設定を行いましょう。万一、紛失や盗難に遭ってしまった場

合には、所属組織への報告や関係機関への連絡等のほか、事実関係を整理して記録すること

を推奨します。 

なお、規制技術を外国において提供する意思や目的を持たない場合は、規制技術情報を含

むＵＳＢメモリやパソコンの紛失に対する外為法違反は問われません。ただし、これらの紛

失や盗難を装って規制技術を外国において提供する場合は違反になり得ます。 

 

 

３．共同研究の実施 

 

 外国の大学、研究機関、民間企業等と共同研究を実施する場合は、事前に①提供

予定技術の中に規制技術が含まれていないか、②共同研究先が外国ユーザーリストに

掲載されていないか、③提供予定技術が大量破壊兵器等又は通常兵器の開発等に利用

されるおそれがないか、について慎重に確認してください。 

 

共同研究を通じて提供する技術の中にリスト規制技術が含まれる場合は、事前許可が必要

になります。共同研究の初期段階では公知の技術の提供に留まるケースにおいても、研究の

進捗に伴い非公知の新技術を提供することとなった場合には、改めて当該技術の該非判定を

行いましょう。該非判定の結果、リスト規制に該当する場合は事前許可が必要になります。 
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また、提供技術の中にリスト規制技術が含まれない場合であっても、「大量破壊兵器等の開

発等に用いられるおそれのある場合」又は「通常兵器の開発等に用いられるおそれのある場

合」には同様に事前許可が必要になります（１６頁参照）。 

産学連携プロジェクトは製品化を目的とすることが多く、基礎科学例外を適用できない場

合が多くあること、公表されない技術情報（公知でない技術情報）の管理や帰属の明確化を

行う必要があることにも留意が必要です（６３頁参照）。 

これらの点が不明確な場合でも、「「用途」チェックシート」「「需要者」チェックシート」

等の各項目を参考に、先方から追加の情報提供や誓約書の提出を求める等の対応を行い、事

前許可の要否を適切に判断することが必要です。 

 

 

共同研究の実施に当たっては、①大量破壊兵器等又は通常兵器の開発等に用いられ

うる技術を第三者に無許可で再提供することを禁止する旨、取り決めで締結又は誓約

書を取得し、②これらの取り決め等が遵守されない場合は契約不履行として以後の取

引を中止すること、③政府の許可が必要な技術提供は許可を取得した後に提供するこ

と、④外為法違反の疑いがある場合は速やかに関係当局に報告することなど、意図せ

ず法令違反を犯すことがないようにするための措置を講じてください。 

 

 

提供する技術が、外為令別表の２項、３項、４項、１５項の中欄に掲げる技術である場合

又は５項から１４項の中欄に掲げる技術が国連武器禁輸国向けに提供される場合は、許可申

請に当たり誓約書の提出が必要となることがあります。 

近年、懸念国やテロリストによる機微技術の窃取・調達活動が巧妙化しており、悪意ある

調達活動に巻き込まれないよう、共同研究実施の前から十分に注意を払って対応することが

必要です。 
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４．外国からの研究者の訪問 

 

 外国からの研究者を受け入れ、施設見学や研究室での意見交換において、大学側

が規制技術を説明する場合には事前許可が必要となります。  

 

 

不特定多数の者が入手又は聴講可能な技術情報でなければ例外規定を適用できません。 

そのため、一般公開している見学コースを利用せずに見学者当人に限定した特別なコース

を設定する場合には、事前に見学コースや説明内容を精査し、リスト規制技術の有無を確認

しておく必要があります。 

 

 規制技術の無許可提供を未然に防止するため、外部向けの一般公開用見学コース

を設定しておくことや、訪問時の情報提供は公表済みの論文等の規制対象外の技術内

容に留めて、必要に応じて許可を得た上で後日提供するといったルールを設定してお

くことも一案です。 

 

 外国からの研究者の訪問受入れに伴い規制技術の提供が行われる場合は、「外国人

（留学生・研究者・教員・訪問者等）受入の事前確認シート」（１２０頁）を用いて、

必要事項を確認することが推奨されます。 

 

 

５．非公開の講演会 

 

 セミナーや講演会、展示会での発表等にあたり、発表内容がリスト規制対象か、

例外規定が適用可能か、参加者の所属する機関や国・地域等、来日後の経過期間や特

定類型該当性などを確認し、事前許可の要否を判断する必要があります。 

 

 

不特定多数の者が入手又は聴講可能な技術情報でなければ、例外規定を適用できません。 

例えば、学内で開催する非公開の研究発表会や論文発表会に、非居住者や特定類型該当者（日

本人も対象）が参加する場合には安全保障貿易管理の手続が必要です。 

参加者の特定類型該当性の確認については、通常は指揮命令下にない者としての確認が求

められることになりますので、４４頁のとおり、セミナーや講演会、展示会への参加を認め

るに当たり通常取得する書面（参加申込書など）に、特定類型該当者が参加する旨が明確に

記載されていない限り、原則、特定類型非該当と扱っていただいて差し支えありません。 
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 非公開の講演会で、規制技術の提供が行われる場合は、「技術の提供・貨物の輸出

の事前確認シート」（１１７頁参照）、「審査票」（１２７頁参照）を用いて、必要事項

を確認することが推奨されます。 

 

 規制技術の無許可提供を未然に防止するため、既に公知の技術となっている資料

をベースにした説明資料や試供品、その他メールテンプレートや対外応答要領を用意

しておくことも一案です。 

 

 

 

６．機器の使用 

 

 日本国内に設置されたスパコンを外国からリモートアクセスさせる場合、又は、

日本国内の非居住者又は特定類型該当者に利用させる場合は、利用させるプログラ

ムや操作マニュアルにリスト規制技術があれば許可申請が必要です。 

 

 

日本国内に設置された輸出令別表第１の８項、貨物等省令第７条第三号ハに該当するスパ

コンを外国からリモートアクセスさせる場合、又は、日本国内で非居住者又は特定類型該当

者に利用させる場合、利用させるプログラムや操作マニュアルにリスト規制技術があれば許

可申請が必要です。 

ただし、平成２９年１月の政省令改正によって、スパコンの規制が緩和されています。過

去に、操作マニュアル等がリスト規制該当と判定されている場合であっても、最新の政省令

で確認するとリスト規制非該当となることもありますので、再度、確認することをお勧めし

ます。 

なお、リスト規制技術に該当しない場合であっても、キャッチオール規制に該当する場合

には許可申請が必要です。例えば、スパコンを使用するためのプログラム（オペレーティン

グシステム）はリスト規制に非該当ですが、当該プログラムを非居住者に利用させる場合に

は、キャッチオール規制の観点から慎重に確認してください。 
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 大学の研究室で留学生等が行う研究で必要となる機器等の操作方法を教える程度

のものであれば、一般的に、リスト規制技術の提供に該当しないものと考えられます。

あらかじめ内容を確認の上、該非判定を行っておけば、管理手続の効率化が可能です。 

 

 

規制技術の多くが設計・製造・使用に「必要な技術」を対象としています。基本的に、

「必要な技術」とは、規制の性能レベル、特性若しくは機能に到達し又はこれらを超える

ために必要な技術をいいます。一般的に、大学の研究室で使用される機器等の操作方法の

多くは、非該当貨物と同等の操作技術（例：公開されているマニュアル等に従って操作す

る技術のみ）であると推察されることから、留学生等が行う研究で必要となる機器等の操

作方法を教える程度のものであれば、「必要な技術」には当たらないと考えられます。 

ただし、原子力専用品の使用技術など、広く規制されているものもありますので、注意

してください。 
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Ⅵ．組織体制の整備・運用102 

 

 外為法第５５条の１０第４項において、輸出者等は、遵守基準に従って適切に貨物の輸出や

技術の提供を行うことが義務づけられています。 

また、経済産業大臣は輸出者等に対し、遵守基準に従うよう指導、助言、勧告、命令を行う

ことができ、命令に違反した場合は罰則の対象となります。 

 

 全ての輸出者等は、①リスト規制への該非確認の責任者を定めること、②法令遵

守のために必要な指導を行うことが義務づけられています。 

 

全ての輸出者等は、以下①及び②を遵守する必要があります。 

①輸出等を行う貨物等がリスト規制に該当するかを確認する責任者を定めること。 

②輸出等の業務に従事する者に対し、最新の法令の周知、その他関係法令の規定を遵守させ

るための必要な指導を行うこと。 

 

 リスト規制貨物等を扱う輸出者等は、③組織の代表者を責任者にすること、④輸

出管理体制を定めること、⑤該非確認の手続を定めること、⑥用途・需要者の確認手

続を定めて、手続に従って確認を行うこと、⑦出荷時に該非確認した貨物等との一致

性を確認すること等を遵守する必要があります。 

 

リスト規制貨物等を扱う輸出者等は、上記①、②に加えて、下記③～⑪も遵守する必要が

あります。 

＜体制整備＞ 

③組織の代表者を輸出管理の責任者とすること。  

④組織内の輸出管理体制（業務分担・責任関係）を定めること。 

＜手続整備＞ 

⑤ 該非確認に係る手続を定めること。  

⑥ 輸出等の用途と需要者等の確認を行う手続を定め、手続に従って確認を行うこと。需要

者以外から当該確認に必要な情報を得る場合、信頼性を高める手続を定め、手続に従っ

て確認を行うこと。 

⑦ 提供時に、該非を確認した技術等と一致しているか確認を行うこと。 

＜維持管理＞ 

⑧輸出管理の監査手続を定め、実施するよう努めること。  

⑨輸出管理の責任者及び従事者に研修を行うよう努めること。 

 
102 特定非営利活動法人産学連携学会「安全保障貿易に係る自主管理体制構築・運用ガイドライン」には、大学や研

究機関の目線で体制構築・運用の実務が記載されていますので、併せて御参照いただくと効果的です。 
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⑩子会社が輸出者等の輸出等に関わる場合は、当該子会社に対して指導等を行うよう努める

こと。 

⑪輸出等関連文書を適切な期間保存するよう努めること。 

⑫法令違反したとき及び法令違反したおそれがあるときは、速やかに経済産業大臣に報告し、

その再発防止のために必要な措置を講ずること。 

 

※許可例外の輸出等のみを行う者は、⑫のみの適用。 

 

⑥の「需要者以外から当該確認に必要な情報を得る場合」とは、用途、技術を利用する者又

は貨物の需要者の確認に必要な情報を、当該輸出等の関連事業者（輸入代理店や需要者を紹介

した事業者等）から間接的に得ている場合をいいます。 

また、「信頼性を高める手続」の具体的な内容としては、公開情報の定期的な確認（例えば１

回/年）、輸出等に関与しない第三者の提供する情報による定期的な確認、直接訪ねる機会があ

れば当該機会を活用した需要者からのヒアリング、軍事転用や不正転売等の重大な違反があっ

た場合や虚偽の情報提供があったことが判明した場合には契約の無条件解除や損害賠償請求を

可能とする旨を輸出等の取引内容に盛り込むこと等が考えられます。なお、リスト規制貨物等

の取引量や性質、仕向地等を踏まえつつ、上に列記しているもの等を実施していただくことを

想定しており、リスト規制貨物等の輸出等において一律同じ内容を求めるものではありません。 

また、⑩の子会社に対する「指導等」とは、最新の法令の周知その他関係法令の規定を遵守

するための指導（不備がある場合の改善指導を含む。）や、輸出等の業務の適正な実施のために

必要な知識及び技能を習得させるための研修、当該子会社の規程類の確認や業務内容の監査又

は当該子会社が実施した監査結果の検査等のことをいいます。⑩の「指導等」の対象となる子

会社は、会社法第二条第三号に規定する子会社のうち、輸出者等の行うリスト規制貨物等の輸

出等の管理に係る業務に関わるものです。例えば、その輸出等の用途の確認のための事前審査

や事前確認を子会社が実施している場合には、当該子会社は「輸出等の業務に関わる」ものと

して対象となります。一方で、子会社が輸出者等の行う輸出等の管理に係る業務を全く実施し

ない場合には、当該子会社は指導等の対象外となります103。 

なお、安全保障貿易管理ホームページにおいて、大学学内の安全保障輸出管理体制の整備・

運用状況を自ら任意に確認し、改善に役立てていただくことを目的とした「大学向け安全保障

輸出管理自己評価チェックリスト（概要版／詳細版）」104を公表していますので、併せて活用し

てください。 

 
103 例えば、大学が出資するベンチャー子会社であっても、当該子会社が大学の輸出等の管理に係る業務を全く実施

せず、あくまで自らのビジネスとしてのみ輸出等を行う場合には指導等の対象外となります。 
104 https://www.meti.go.jp/policy/anpo/daigaku.html 
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＜輸出者等遵守基準＞ 

 

 

 
イ 組織の代表者を輸出管理の責任者とすること。  

ロ 組織内の輸出管理体制（業務分担・責任関係）を定める
こと。  

ハ 該非確認に係る手続を定めること。  

ニ 輸出等に当たり用途確認、需要者等の確認を行う手続を
定め、手続に従って確認を行うこと。需要者以外から当該
確認に必要な情報を得る場合、信頼性を高めるための手続
を定め、手続に従って確認を行うこと。  

ホ 出荷時に、該非を確認した貨物等と一致しているか確認
を行うこと。  

ヘ 輸出管理の監査手続を定め、実施するよう努めること。  

ト 輸出管理の責任者及び従事者に研修を行うよう努めるこ
と。 

チ 子会社が輸出者等の輸出等に関わる場合は、当該子会社
に対して指導等を行うよう努めること。 

リ 輸出等関連文書を適切な期間保存するよう努めること。 

ヌ 法令違反したとき及び法令違反したおそれがあるとき
は、速やかに経済産業大臣に報告し、 その再発防止のた
めに必要な措置を講ずること。 
※ 許可例外の輸出等のみを行う者は、ヌのみの適用。 

Ⅱ リスト規制貨物等の輸出等を行うに当たって遵守する基準 

イ 輸出等を行う貨物等がリスト規制貨物等に該当するか否

かを確認する責任者を定めること。 

ロ 輸出等の業務に従事する者に対し、最新の法令の周知、

その他関係法令の規定を遵守させるための必要な指導を

行うこと。 

Ⅰ 輸出等を行うに当たって遵守する基準 

※ 経済産業大臣は、輸出者等による基準の遵守に必要な指導、助言、勧告、命令を行うことがで

きる（命令に違反した場合のみ罰則の対象）。 

ⅡⅡ  リリスストト規規制制対対象象貨貨物物等等のの

輸輸出出者者等等のの遵遵守守基基準準 

ⅠⅠ  輸輸出出者者等等のの遵遵守守基基準準 

令和４年５月１日時点 
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１．事前の検討 

 

（１）現状の把握 

 

 各大学・研究機関は、自らが保有するリスト規制技術や貨物およびそれらの所

在等を、あらかじめ把握しておくことが推奨されます。（再掲） 

 

効果的な管理の観点から、大学や研究機関において、自らが保有するリスト規制対象の技

術と貨物及びそれらを扱う研究室や部署等をあらかじめ把握しておくようにしましょう。 

特に、組織体制の整備に当たっては、リスト規制技術・貨物の取扱いの有無により、遵守

基準で必要とされる取組も異なるため、この観点からも、保有している技術や貨物のリスト

規制への該当の有無を把握するようにしましょう。 

 

 

 規制技術の所在把握のために、各教員や研究職員に対して調査を行うことも有

益な方法の一つです。 

 

規制技術の提供には事前許可が必要であり、「何を管理しなければならないか」、「どれが規

制の対象となる技術なのか」などその概要を把握しておくことが、該非判定や許可取得に費

やす時間や労力、法令違反に問われるリスクを最小限に抑えることに繋がります。 

具体的な調査項目としては、例えば、①リスト規制貨物・技術を扱っているか、②「大量

破壊兵器等の開発等に用いられるおそれの強い貨物例」及び「通常兵器の開発・製造若しく

は使用に用いられるおそれの強い貨物例」（輸出注意事項２４第２４号）（２０～２５頁参照）

に掲載されている貨物又はこの貨物の設計、製造若しくは使用に係る技術を保有しているか、

③外国ユーザーリスト掲載機関から留学生・研究生を受け入れているか等が考えられます。 

 

 把握した技術情報が外為法による規制対象となるかをあらかじめ確認し、規制

対象であれば、それが明示されるように適切なマーキングを行ってください。 

 

許可の要否をすぐに確認できるようマーキングの実施を検討しましょう。マーキングを

行う対象としては、紙媒体、電子ファイル、プログラム等の形態があります。 
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＜マーキングの例＞ 

機密書類管理や情報セキュリティ管理では、極秘、秘、対外秘等の三区分あるいは

四区分に分類し、資料にマーキングすることが一般に多く見られます。 

極秘等は、当該組織から外部に提供等することを前提にしていない機微な情報等、

秘は、組織内の所定の手続を経ないと外部に提供できない情報というように区分され

ているのが一般的です。 

外為法の規制対象の技術データ等を同様にマークすることも一つの考えですが、提

供を行う機会があると予想される場合には、以下のように、マーキングを行った理由

も追加しておくと便利です。 

例えば、秘等に加えて 外為法規制１や技術規制３ など外為令別表の該当項番を

併せてマーキングする方法が考えられますが、これ以外でも構いません。組織内で誰

もが分かりやすいマーキングであることが重要です。  

なお、保有する技術が外為法による規制技術か否かが明確に判断できない場合は、

外為法規制●（暫定）や技術規制●（暫定）のようにグレーな技術として暫定のマー

キングを行い、実際に提供することとなった際に、判定を行い確定しましょう（疑義

が生じた場合には、経済産業省まで御相談ください。）。 

 

       

 

 

 

（２）幹部の理解 

 

 リスト規制技術・貨物を扱う大学や研究機関では、組織の代表者を輸出管理の

責任者とすることが義務づけられています（８８頁参照）。 

組織整備のためには、学長や理事長等の最高責任者を始めとする幹部が輸出管理

の重要性を理解し、幹部主導の下で大学や研究機関全体で輸出管理体制の整備に取

り組んでいくことが重要です。 

   

リスト規制技術・貨物を扱わない大学・研究機関であっても、リスト規制への該非を確認

する責任者を定めると共に、最新法令の周知と関係法令の規定を遵守させるための指導を行

う必要があります。これらの実施体制の整備には、組織の長を始めとする幹部の理解とイニ

シアティブが不可欠です。 

また、安全保障貿易管理は法令で義務づけられており、違反した場合には、組織としての

大学や研究機関のみならず、組織の長を含む幹部の責任が問われ、罰則の対象にもなる可能

性があります。この観点からも、幹部が当事者意識を持って輸出管理体制の整備にコミット

する事が重要です。 
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（３）担当部署・担当者の決定 

 

 安全保障貿易管理に対する幹部の理解が得られたら、大学や研究機関全体で組

織体制の整備を進めていくために、担当部署や担当者を決定しましょう。 

 

大学や研究機関には、総務部門、法務部門、知的財産管理部門、研究部門等の部署があり

ますが、担当部署や担当者の決定に当たっては、大学や研究機関が保有する技術や貨物の把

握状況や、教職員・幹部・関係部署と円滑に相談・連携するためのコミュニケーション能力

等も勘案することが重要です。 

 

 組織体制の整備を進める上では、教員や関係事務部門など内部ステークホルダ

ーの理解と協力が不可欠です。 担当幹部が率先して、例えば全ての理事や部局責

任者等へ働きかけを行う等、組織全体で取組むための環境を作っていくことが重要

です。 

 

安全保障貿易管理を適切に行うためには、教職員や研究者個人任せではなく、全ての関係

者が連携して組織として管理を行う体制の整備が不可欠です。これを実現するためには、例

えば、大学や研究機関の最高責任者や担当理事などの幹部が旗振り役となって、理事会や教

授会等の学内主要ステークホルダーの理解と協力を取り付ける等のトップダウンのアプロー

チが有効です。 

 

２．組織体制の整備 

 

（１）組織体制の検討 

 

 組織における輸出管理担当部署や責任者を選任してください。 

 

大学や研究機関を含む輸出者は、遵守基準に基づき、該非判定についての責任者（以下「該

非確認責任者」という。）を選任する必要があります。該非確認責任者は、所属する組織内で

該非判定の責務を負い、適切な該非判定が行われるよう監督する役割を担う必要があります
105。 

該非確認責任者に充てる者の条件はありません。技術に精通している者（知的財産管理部

門や研究部門の長等）、法令に精通している者（総務部門や法務部門の長等）等に限定してお

らず、また複数名選任しても問題ありません106。 

 
105  組織としての決定は、理事会や委員会で行う事例もあります。 
106  該非判定や取引審査等の体制運用を支援するため、輸出管理アドバイザーを採用することも一案です。大学の中

には、リサーチアドミニストレーター（ＵＲＡ）を活用する事例もあります。 
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上記に加えて、リスト規制貨物・技術を扱う場合は輸出や技術提供の業務を統括管理する

責任者（以下「統括責任者」という。）の選任、各関係部門の権限と責任、部門間の役割分担

を定める必要があります。なお、遵守基準における統括責任者107には、学長や理事長等、組

織を代表する者を充てる必要があります。 

 

 安全保障貿易管理に係る相談窓口を設置することも重要です。 

 

体制整備の一環として、各教職員が研究活動に伴う安全保障貿易管理に関する疑問等を気

軽に相談するためにも、該非判定や許可申請の要否等、輸出管理に関する相談窓口を設置し

ておくことも重要です。研究者一人一人の負担軽減や、判断に迷って経済産業省に相談する

ことになった際の手続の効率化が期待されます。 

 

 
107 輸出者等遵守基準を定める省令第１条第２号イに基づく統括責任者をいい、輸出管理内部規程の例（９７頁参照）

上では「最高責任者」と表記しています。一方、輸出管理実務上の責任者については、同規程の例では、「輸出管

理統括責任者」と表記していますので、同省令に規定する「統括責任者」と混同しないようご注意ください。 
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＜大学における輸出管理体制の例＞ 

産学連携学会「安全保障貿易に係る自主管理体制構築・運用ガイドライン」では、①大規模

総合大学には、各学部等にも相談窓口を設けて、各学部等の担当部署から、輸出管理担当部署

に相談する体制、②中小規模大学には、輸出管理担当部署のみに相談窓口を設けて、輸出管理

担当部署で一元的に処理する体制が、大学における輸出管理体制の例として、紹介されていま

す。 

 

大規模総合大学の例          中小規模大学の例 

 

  

 

 

 

※産学連携学会「安全保障貿易に係る自主管理体制構築・運用ガイドライン」を参考に作成 

 

 

 

（２）手続の整備 

 

 各大学・研究機関がそれぞれの実情を踏まえて、組織内の責任体制と役割分担、

管理のためのルール等を明確に定めることが重要です。 

 

遵守基準に基づき、組織内での権限及び責任、部門間の役割分担を定めることが必要です。

本ガイダンスでは、一般的な事項やよくある事例を扱っていますが、保有する技術や産業界

との関係、教職員や研究者の人数、安全保障貿易管理に対する理解等、各大学や研究機関の

状況は千差万別であり、それら状況に応じて最適な組織体制を整備することが重要です。 
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 遵守基準に沿った自主的な管理を行うために、技術提供者や輸出者自身が輸出管

理内部規程を策定し、それに従い管理等を行うことを強く推奨しています。 

 

輸出管理内部規程は、技術提供に際しての様々なリスクを回避するために有効なツールで

す。昭和６２年に通商産業大臣（当時）から「輸出管理法規の遵守徹底について」（昭和６

２年９月７日付６２貿第３６０５号）が発出されて以降、輸出関連企業を中心に策定と届出

をお願いしています。 

輸出管理内部規程における外為法等遵守事項は、遵守基準に示された事項と同趣旨ですが、

遵守基準は必要最小限の事項を定めたものであるのに対し、輸出管理内部規程における外為

法等遵守事項は、同じ内容を一定以上の水準で達成することを求めたものとなります。 

したがって、外為法等遵守事項を満たす輸出管理内部規程を策定し、それに沿って適切な

管理を行っていけば、基本的には遵守基準に列挙された事項は確実に履行されることとなり

ます。 

下記項目は規程に含めるべき事項の一例ですが、各大学や研究機関の規模、組織、業務分

担等の実情を考慮した上で、実行可能で実態に合った規程を制定しましょう。（１０６、１１

１頁参照） 

 

（規程に明示する項目例） 

①目的、定義、適用範囲、基本方針 

②最高責任者、輸出管理統括責任者、輸出管理責任者、輸出管理委員会 

③事前確認、該非判定、用途確認、需要者確認、取引審査、許可申請、技術の提供管理、

貨物の出荷管理 

④監査、教育、文書管理又は記録媒体の保存、報告、懲戒 等 

 

規程の制定後も、最新法令や監査結果等をふまえ、管理体制・輸出管理内部規程や細則の

改善等を継続的に行いましょう。 

なお、安全保障貿易管理ホームページでは、規程の条文の趣旨を解説した「大学・研究機

関のためのモデル安全保障輸出管理規程マニュアル」108を公表しています。規程の改善や充

実化を図る上での参考資料として、併せて活用してください。

 
108 https://www.meti.go.jp/policy/anpo/daigaku.html 
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３．体制運用の準備 

 

（１）幹部による情報発信と組織内への周知 

 

 安全保障貿易管理の啓発と内部手続や問合せ先等の周知徹底を行う上では、学長

や理事長をはじめ幹部自身が全体説明会や教授会等で教職員向けに直接、情報発信す

ることが効果的です。 

 

①外国の大学・機関との共同研究、②研究資機材の外国への持出、③留学生・外国人研究

者の受入、④外国の共同研究者への技術の提供、⑤外国出張など、安全保障貿易管理が必要

とされる場面で組織として必要な手続を行うためには、教職員一人一人が制度を十分に理解

し、必要な場合に、安全保障貿易管理の担当部門に相談できる環境を整えることが大きな一

歩です。組織内部に周知徹底する上では、学長や理事長など組織の長が自ら率先して、学内

に安全保障貿易管理の必要性、手続、問合せ先等を情報発信していくことが有効です。 

また、こうした組織内への周知に当たっては、教職員一人一人に徹底されるよう、下記の

（２）パンフレットや手引書の作成・提供や（３）既存の事務手続への組込み等を行うほか、

何度も繰り返して、粘り強く実施していくことが重要です。 

 

（２）パンフレットや手引書の作成・提供 

 

 各大学や研究機関の実態に応じて、教職員等向けのわかりやすいパンフレットや

手引書を作成・配付して、ホームページに掲載するなど、必要な情報を容易に入手で

きるようにしましょう。 

 

教職員等への制度や手続の周知にあたっては、各大学や研究機関の実情に即した周知・解説

資料を用意し、各種手続に必要な帳票類等とあわせてホームページや内部イントラに掲載する

等、必要な人が必要な情報を容易に入手できる環境を整えましょう。 

経済産業省 HPでは、輸出管理の現場において起こりうると考えられる、法令違反に繋がりか

ねない想定事例と対処について紹介する「大学・研究機関における安全保障貿易管理に関する

ヒヤリハット事例集」109をはじめとする各種パンフレットや説明文書110を公表していますので、

併せて活用してください。 

 
109 https://www.meti.go.jp/policy/anpo/daigaku.html 
110 必要な場合は、ホームページの資料送付依頼書に必要部数等を御記入の上お申し込みください。なお、数に限り

があるため、御希望に沿えないこともありますので、あらかじめご了承ください。

https://www.meti.go.jp/policy/anpo/seminer_document.html 
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 ＜経済産業省作成のパンフレットの例＞ 

   

 

 

（３）既存の事務手続への組込み 

 

 安全保障貿易管理により追加的に発生する事務負担を抑制すると共に、手続の遺

漏などのミスを防止するために、既存の事務手続（留学生、研究者、教職員の受入れ、

外国出張、共同研究の実施・研究協力協定の締結等の手続）に、輸出管理上のチェッ

ク欄や誓約書取得等を組み込むことも有効です。 

 

 

＜東北大学の取組事例＞ 

既存の手続に、安全保障貿易管理に係るチェック欄の追加、留意事項の付記、誓約書の取得

等を組み込むことにより、漏れがなく効率的な管理の実現が図られています。 
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＜名古屋大学の取組事例＞ 

チェックシートや該非判定表等の様式を電子化し、申請、審査、承認に係る手続を、電子的

に処理できるシステムが構築されています。 
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（４）担当者と教職員のコミュニケーション 

 

 教職員が非居住者該当性の確認、特定類型該当性の確認、該非判定、用途・需要

者確認等の帳票等の記入方法、管理の要否の判断等に迷った際に担当者へ確実に相談

が行われるよう、日頃のコミュニケーションを通じた担当者と教職員の信頼関係構築

が重要です。 

 

特に、制度運用の初期段階では、教職員は輸出管理で必要となる手続を理解し、担当者は

各教職員の研究内容を理解するなど、お互いの立場を理解し、双方の協力が協力して必要な

手続を実行することが重要です。 

 

 

＜各地域における大学間ネットワーク＞ 

 全国各地において、安全保障貿易管理に取り組む大学同士の情報交換や、知見・経験の共有

を目的とする大学間のネットワークが形成されており、定期的に勉強会等が開催されています。

こうした大学間のネットワークの活動に参加することも有益です。 

 

 

 

 令和７年７月時点 
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Ⅶ．第四版公表以後の主な制度改正について 

 

近年の国際的な安全保障環境は、安全保障上の関心としての国家主体の再浮上やデュアルユ

ース技術の重要性の高まり、国際輸出管理レジームに参加していない技術保有国の台頭などの

大きな変化が生じています。こうした足下の安全保障環境の変化に対応していくことが求めら

れていること等を背景に、令和６年４月２４日に公表された産業構造審議会・安全保障貿易管

理小委員会中間報告（以下「中間報告」という。）では、安全保障貿易管理制度の見直しが提言

されました。この提言に基づく各種の制度改正のうち、大学・研究機関による安全保障貿易管

理と関連の深い主な改正事項を以下に紹介します。これら改正事項の詳細および他の制度改正

については安全保障貿易管理ホームページを確認してください。 

 

 

１．技術管理強化のための官民対話スキームの創設 （令和６年１２月３０日施行） 

近年、企業・大学等が様々な技術流出リスクに直面する中、時間的経過とともに技術の移転

先や移転先での用途が変化し、移転した技術が当初は想定できないような軍事転用に繋がる懸

念に対応するため、貿易関係貿易外取引等に関する省令等の改正等により、特に流出リスクの

高い機微技術を提供する際に、官民対話を通じて、当該技術の管理を強化するための以下のス

キームが新たに創設されました。管理対象となる技術は告示に規定され、随時、見直しが行わ

れます。 

 

① 経済産業省に対し事前報告を行う。 

② 経済産業省からの積極的な情報提供を含め、官民が対話をしながら技術流出対策を実

施する。 

③ 対話により懸念が払拭されない場合は、キャッチオール規制に基づき許可申請を求め 

るインフォーム通知を発出する。 

  

 

２.補完的輸出規制（キャッチオール規制）の改正 （令和７年１０月９日施行） 

 

① 通常兵器補完的輸出規制の見直し  

一般国(グループＡ国及び武器禁輸国以外)向けの貨物の輸出又は技術の提供について、安全

保障上の懸念が高い品目に限定して、通常兵器の開発等に用いられるおそれがある場合として

「用途要件」及び「需要者要件」を追加し、これに該当する場合に許可を要することとします。  

また、国連武器禁輸国向けの全品目（木材、食料品を除く。）の貨物の輸出又は技術の提供に

ついては、通常兵器の開発等に用いられるおそれがある場合として、現在、「用途要件」のみ適

用されていますが、「需要者要件」を追加し、これに該当する場合に許可を要することとします。 

 

 ② グループＡ国経由での迂回対策 

現在、補完的輸出規制の対象外であるグループＡ国向けの貨物の輸出又は技術の提供につい

て、懸念国等の迂回調達の懸念がある場合にインフォーム通知を行う事ができることとします。 
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Ⅷ．大学関係者等からの主な質疑の例111 

 

１．技術提供関係 

（Ｑ１）規制技術を、外国で提供する際の規制について、教えてください。➡３４頁参照 

（Ｑ２）教育は技術の提供に該当しますか。➡３４・３９頁参照 

（Ｑ３）スーツケースに入れて通常持っていく機材のようなものは、リスト規制に該当して

いなければ、特に外国への持ち出しに問題がないと考えてよいでしょうか。➡８３頁

参照 

（Ｑ４）外国出張で、技術データや設計図面等を持って行く場合、自由に持って行けると考

えてよいでしょうか。 ➡３４・３８頁参照 

（Ｑ５）外国へ渡航せず、海外の大学等の主催する非公開の講演会や打合せにオンラインで

参加する場合、技術データの提供は自由に行えると考えてよいでしょうか。 

➡３４・８２頁参照 

（Ｑ６）宅配業者に該非判定も含めて外国向け宅配便による発送をお願いする場合、気を付

けるべきことはありますか。➡５７頁参照 

（Ｑ７）研究室の留学生が製品開発を伴わない基礎的な研究を行う場合に、技術指導等を含

めた様々な技術提供を行う必要があります。この際、技術提供が、貿易外省令の許可

を要しない役務取引等の「基礎科学分野の研究活動」にあたらない場合には、役務許

可申請が必要となるのでしょうか。➡６１頁参照 

（Ｑ８）研究室の留学生等が行う研究において、リスト規制に該当する貨物を用いて研究に

必要なデータを計測する必要があります。多くのデータが必要になるため、留学生等

に操作方法を教えようと思いますが、この場合、該当貨物の使用等に必要な技術とし

て役務許可申請が必要となるのでしょうか。なお、留学生等の研究内容はリスト規制

には該当しない基礎的な研究です。➡８７頁参照 

（Ｑ９）日本国内に設置された輸出令別表第１の８の項、貨物等省令第７条第三号ハに該当

のスパコンを外国からリモートアクセスさせる場合、または、日本国内で非居住者に

利用させる場合、役務の提供になりますか。➡８６頁参照 

 

２．特例関係 

（Ｑ１０）市販された教科書を用いるなど、公表された情報を用いて行う留学生等の非居住

者を対象とする講義や実習に、貿易外省令第９条第２項第九号の特例の適用は可能で

しょうか。➡６１・６２頁参照 

（Ｑ１１）不特定多数の者を対象とする大学等によるオンライン講座について、貿易外省令

第９条第２項第九号の特例の適用は可能でしょうか。 

また、聴講者に対し、特定の聴講資格を設けているオンライン講座の場合には、貿

易外省令第９条第２項第九号の特例の適用は可能でしょうか。 ➡６１・６２頁参照 

（Ｑ１２）研究成果等を公知とするための目的で、学会等で発表することもありますが、こ

 
111 これらの質疑については、経済産業省のＱ＆Ａのページ（https://www.meti.go.jp/policy/anpo/qanda.html）

の「大学・研究機関向けＱ＆Ａ」のページにもまとめてありますので参照してください。 
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の場合、貿易外省令第９条第２項第九号の適用は可能でしょうか。また、上記の学会

で発表した際の質疑･応答の内容も、同様に貿易外省令第９条第２項第九号の適用は

可能でしょうか。➡６１・６２頁参照 

（Ｑ１３）学会用の原稿を送付する場合は許可不要ということですが、機微なものでもよい

のでしょうか。➡６１・６２頁参照 

（Ｑ１４）論文の学会発表に当たり、手続上必須となる査読のために学会・査読者に論文（技

術情報）を送る場合は貿易外省令第９条第２項第九号の特例の適用は可能でしょうか。 

   ➡６１・６２頁参照 

（Ｑ１５）特許情報を提供する場合、許可を取らなくてもいいのでしょうか。➡６１・６２

頁参照 

（Ｑ１６）非居住者に技術提供する際、最初に公知の特例を検討して、それが公知の技術で

あると確認出来た場合は、該非判定をしなくても良いでしょうか。➡６１頁（脚注）

参照 

 

３．居住者と非居住者関係 

（Ｑ１７）居住者が、Ａ国内に事務所を有する研究機関に勤務するＢ国人に対して規制技術

を提供する場合、当該技術提供はどこの国に対しての提供に当たりますか。➡４０頁

参照 

（Ｑ１８）２か月だけ日本国内の大学に雇用されているような外国人は、居住者に当たりま

すか。➡３９頁（脚注）参照 

（Ｑ１９）日本国内の大学に雇用されている外国人ですが、まだ日本に入国しておらず、本

国からリモート勤務をしている人は、居住者に当たりますか。➡３９頁（脚注）参照 

（Ｑ２０）「居住者」である留学生が夏休み等の長期休暇で一時帰国し、再入国した場合、当

人の居住性はどのように判断すればよろしいでしょうか。➡３９頁（脚注）参照 

（Ｑ２１）来日して６か月未満の留学生を企業との共同研究に含める可能性があります。そ

の場合、気を付けるべきことはどのようなことでしょうか。➡７７・８３頁参照 

（Ｑ２２）入国後６か月以上経過した留学生については、どのような場合に許可申請が必要

となりますか。➡７８頁参照 

（Ｑ２３）外国の大学等に籍を置いたまま来日した研究者は、６か月経過後、居住者として

判断しても良いのでしょうか。 

それとも、研究者が籍を置いている外国の組織への技術提供と考え、６か月経過後

も非居住者と判断するのでしょうか。➡７８・７９頁参照                  

 (Ｑ２４) 学会発表等のため、大学が外国各国から多数の研究者を呼び寄せる場合に、気を

付けるべきことはどのようなことでしょうか。➡６１・６４・８５頁参照 

 

４．特定類型該当者関係 

(Ｑ２５)特定類型とは何でしょうか。どのような人が特定類型に該当しますか。 

➡４０～４３頁参照 

(Ｑ２６)提供先が特定類型に該当するかどのように判断すれば良いでしょうか。 

➡４４～４６頁参照 

(Ｑ２７)他の大学・企業と共同研究をすることを予定しています。共同研究にあたり、共同
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研究先の大学・企業が特定類型該当者を研究に参加させるか確認しなければいけませ

んか。➡４７～４８頁参照 

 

 

５．キャッチオール規制関係 

(Ｑ２８)留学生に教える内容は、最終的に何に使われるかという観点から教えているわけ

ではありません。キャッチオール規制の観点からどのように考えればよいでしょうか。

➡５９・７７頁参照 

（Ｑ２９）外国の機関や企業に懸念があるかを調べようがないのですがどうしたらよいでし

ょうか。➡５９・７９・８０頁参照 

（Ｑ３０）国際共同研究の場合、先方で論文にならずに最終的に大量破壊兵器等の開発等に

利用されてしまうかは大学では判断できません。それを規制されると共同研究ができ

なくなる可能性がありますが、共同研究に際して大学での判断はどうすればいいので

しょうか。➡８４頁参照 

（Ｑ３１）キャッチオール規制等の審査を行う過程で、経済産業省に相談したいのですがど

の部署に相談すれば良いでしょうか。➡１４９頁参照 

 

６．法令違反関係 

（Ｑ３２）リスト規制に該当しないというメーカーからの連絡を受けたので、確認せずに本

来許可が必要な貨物を無許可で輸出してしまった場合は誰の責任になるのでしょう

か。➡５７頁参照 

（Ｑ３３）外為法違反が発覚したとき、輸出手続を通関業者に依頼していた場合は大学が責

任を取らなくても良いのでしょうか。➡５７頁参照 

（Ｑ３４）法令違反が生じた場合で処分を受ける際、その処分は輸出した本人に限定される

のでしょうか。 ➡３０頁参照 

（Ｑ３５）大量破壊兵器キャッチオール規制技術の提供に際し、客観要件審査において「お

それなし」と確認できたにもかかわらず、提供後、最終的に大量破壊兵器等の開発等

に利用されてしまったとき、罰せられるのでしょうか。➡５９頁（脚注）参照 

（Ｑ３６）ＵＳＢメモリに規制技術情報を入れて持ち歩いているとき、紛失してしまった場

合や盗難にあった場合、外為法違反になるのでしょうか。➡８３頁参照 

（Ｑ３７）パソコンを私用で外国出張に持って行くことは許可を取得する必要がないと聞き

ました。しかし規制技術が入っている場合、紛失や盗難等で、他者に使われているこ

とが分かった場合、技術提供に関する外為法上での処分はどうなりますか。➡８３頁

参照 
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Ⅸ．規程・帳票の例 

 

・○○大学／研究機関 安全保障輸出管理規程 

 

・技術の提供・貨物の輸出の事前確認シート 

 

・外国人（留学生・研究者・教員・訪問者等）受入れの事前確認シート 

 

・特定類型該当者（学生・研究者・教員で外国人以外）受入れの事前確認シート 

 

・審査票（技術の提供・貨物の輸出用） 

 

・審査票（外国人（留学生・研究者・教員・訪問者等）又は特定類型該当者受入れ用） 

 

・「用途」チェックシート 

 

・「需要者」チェックシート 

 

・明らかガイドラインシート 

 

・該非判定票 

 

・外国為替令・輸出貿易管理令の関連項目等と技術・貨物の仕様（性能）の対比表 

 

・誓約書 

 

・（参考資料）特定類型 

 

・外国為替及び外国貿易法第２５条第１項及び第２項の遵守のための特定類型該当性に関す

る誓約書 

 

・（参考資料）特定類型該当性確認のための簡易チェックフローチャート 

 

 ※上記の帳票の例は、下記でダウンロードしていただくことが可能です。 

  https://www.meti.go.jp/policy/anpo/law08.html#jishukanri 

 ※各種帳票の例は、一つの参考例を示したものであり、実際の活用に当たっては、組織の特

質・運用に合わせて、各大学・研究機関に委ねられます。 

 



 

106 

※本部集約型管理の例 

○○大学／研究機関 安全保障輸出管理規程 

（目的） 

第１条 本規程は、○○大学／研究機関において、学術研究の健全な発展に配慮しつつ、安全保

障輸出管理（以下「輸出管理」という。）を適切に実施するために必要な事項を定め、もって国際的

な平和及び安全の維持に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 本規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

（１）外為法等 外国為替及び外国貿易法（昭和24年法律第228号、以下「法」という。）及びこれに基

づく輸出管理に関する政令、省令、通達等をいう。 

（２）技術の提供 外国における技術の提供若しくは外国に向けて行う技術の提供又は非居住者若し

くは特定類型該当者への技術の提供又は非居住者若しくは特定類型該当者へ再提供すること

が明らかな居住者への技術の提供をいう。 

（３）貨物の輸出 外国に向けて貨物を送付すること（自ら手荷物として海外に持ち出す場合を含

む。）又は外国へ送付されることが明らかな貨物を国内で送付すること。 

（４）取引 技術の提供又は貨物の輸出をいう。 

（５）リスト規制技術 外国為替令（昭和 55年政令第 260号）（以下「外為令」という。）別表の 1の項か

ら 15の項までに定める技術をいう。 

（６）リスト規制貨物 輸出貿易管理令（昭和 24年政令第 378号）（以下「輸出令」という。）別表第 1の

1の項から 15の項までに定める貨物をいう。 

（７）キャッチオール規制 外為令別表の１６の項に定める技術及び輸出令別表第１の１６の項に定め

る貨物が、大量破壊兵器若しくは通常兵器の開発等に用いられるおそれのある場合には、経済

産業大臣に許可申請を行うことをいう。 

（８）該非判定 提供しようとする技術又は輸出しようとする貨物がリスト規制技術又はリスト規制貨物に

該当するか否かを判定することをいう。 

（９）取引審査 提供しようとする技術又は輸出しようとする貨物の該非判定の内容のほか、用途及び

需要者等（技術を提供しようとする相手方若しくは利用する者又は貨物の輸入者若しくは需要者

又はこれらの代理人をいう。「相手先」ともいう。）を確認し、本学／本機関として当該取引を行う

かを判断することをいう。 

（１０）大量破壊兵器等 核兵器、軍用の化学製剤若しくは細菌製剤、若しくはこれらの散布のための

装置、又はこれらを運搬することができるロケット若しくは無人航空機をいう。 

（１１）通常兵器 大量破壊兵器等以外の輸出令別表第１の１の項に該当する貨物をいう。 

（１２）大量破壊兵器等の開発等 大量破壊兵器等の開発、製造、使用又は貯蔵をいう。 

（１３）通常兵器の開発等 通常兵器の開発、製造又は使用をいう。 

（１４）居住者 外国為替法令の解釈及び運用について（蔵国第4672号昭和55年11月29日）６－１

－５，６（居住性の判定基準）に従い、居住者として取り扱うこととされる自然人及び法人をいう。 

（１５）非居住者 居住者以外の自然人及び法人をいう。 

（１６）特定類型該当者 外国為替及び外国貿易法第25条第１項及び外国為替令第17条第２項の規
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定に基づき許可を要する技術を提供する取引又は行為について（４貿局第 492号）１（３）サ①か

ら③までに掲げる者（自然人である居住者に限る。）をいう。 

（１７）教職員等 本学に雇用される教授、准教授、講師その他の従業員をいい、常勤か非常勤である

かを問わない。 

（１８）子会社 会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第３号に規定する子会社をいう。 

（１９）指導等 子会社に対する指導及び研修並びに当該子会社の業務体制及び業務内容の確認を

いう。 

（適用範囲） 

第３条 本規程は、本学／本機関が行うすべての技術の提供及び貨物の輸出に関する業務に適用

する。 

（基本方針） 

第４条 本学／本機関の輸出管理の基本方針は、次のとおりとする。 

（１）国際的な平和及び安全の維持を妨げるおそれのある技術の提供及び貨物の輸出は行わない。 

（２）外為法等を遵守し、経済産業大臣の許可を受けなければならない場合は、責任を持って、当該

許可を取得する。 

（３）輸出管理を確実に実施するため、輸出管理の責任者を定め、輸出管理体制を適切に整備し、充

実を図る。 

（最高責任者） 

第５条 本学／本機関の輸出管理における最高責任者は、学長／理事長とする。 

２ 最高責任者は本規程の制定・改廃、外為法等又は本規程に違反する事実が発生した場合の再発

防止策を構築することのほか、輸出管理における重要事項に関する最終的な決定を行う。 

（輸出管理統括責任者） 

第６条 最高責任者は輸出管理業務を統括する輸出管理統括責任者（以下「統括責任者」という。）を

置き、副学長／副理事長１名をもって充てる。 

２ 統括責任者は、最高責任者の指示に基づき、本学／本機関における輸出管理に関する業務を統

括し、本規程の改廃案の作成、運用手続（細則）の制定・改廃、特定類型該当者の把握、該非判定

及び取引審査の最終的な承認、輸出管理に係る経済産業大臣への許可申請手続、文書管理、監

査、指導、教育のほか、本規程に定められた業務を行う。 

（輸出管理責任者） 

第７条 統括責任者の下に、輸出管理に関する事務を行うため、輸出管理責任者（以下「管理責任

者」という。）を置き、統括責任者の指名する者をもってその任に充てる。 

２ 管理責任者は統括責任者を補佐し、事前確認シートの確認、相談窓口のほか、本規程に定めら

れた業務を行う。 

（輸出管理委員会） 

第８条 本学／本機関の輸出管理に関する重要事項を審議するため、統括責任者の下に輸出管理

委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

２ 委員会は、輸出管理に関する次の事項を審議する。 

（１）本規程等の改廃案の作成に関する事項 

（２）該非判定、例外適用及び取引審査の審議に関する事項 

（３）教職員等に対する研修・啓発活動に関する事項 

（４）監査に関する事項 
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（５）その他輸出管理に関する重要事項 

３ 委員会は、次の各号の委員をもって構成し、委員長は統括責任者とする。 

（１）統括責任者 

（２）学部長／研究科長 

（３）管理責任者 

（４）その他委員長が必要と認めた者 

(事前確認) 

第９条 教職員等は、技術の提供又は貨物の輸出を行おうとする場合は、別途定める「事前確認シ

ート」に基づき、相手先に関する懸念情報、非居住者又は特定類型該当者への該当性及び例外

規定（公知の技術、基礎科学分野の研究活動における技術）の適用判定等について確認を行い、

取引審査の手続の要否について、管理責任者の承認を得なければならない。ただし、取引審査

を行う必要があることが明らかな場合は、「事前確認シート」による事前確認を省略することができ

る。 

２ 前項の事前確認により、取引審査の手続が必要と判断された場合又は取引審査を行うことが明ら

かな場合には、教職員等は第１０条（該非判定）、第１１条（用途確認）及び第１２条（需要者等確認）

の起票・確認を行い、第１３条の取引審査の手続を行わなければならない。 

３ 第１項の事前確認により取引審査の手続が不要と承認された場合には、教職員等は当該取引を

行うことができる。 

（該非判定） 

第１０条 教職員等は、取引審査の手続が必要とされた場合は、当該技術又は貨物がリスト規制技術

又はリスト規制貨物に該当するかについて該非判定を行い、「該非判定票」を起票するものとす

る。 

２ 該非判定は、以下のとおり行う。 

（１）本学／本機関で研究・開発した技術の提供又は貨物の輸出を行おうとする教職員等は、必要な

技術資料を整備し、最新の外為法等に基づいてリスト規制技術又はリスト規制貨物に該当する

かを該非判定する。 

（２）本学／本機関外から入手した技術の提供又は貨物の輸出を行おうとする教職員等は、入手先か

らの該非判定書等を入手し、前号同様、適切に該非判定を行う。ただし、入手先から該非判定

書等を入手しなくても本学／本機関として前号の手続により該非判定できる場合には、入手先

から該非判定書等の入手を省略しても良い。 

（用途確認） 

第１１条 教職員等は、取引審査の手続が必要とされた場合は、当該技術又は貨物の用途について、

大量破壊兵器等又は通常兵器の開発等に用いられるおそれがないかを、別途定める「「用途」

チェックシート」を用いて確認するものとする。なお、需要者以外から間接的に得ている情報に

ついては、当該情報の信頼性を高める手続を定め、当該手続に沿って確認を行う。 

（需要者等確認） 

第１２条 教職員等は、取引審査の手続が必要とされた場合は、当該技術又は貨物の需要者等につ

いて以下の項目に該当するかを、別途定める「「需要者」チェックシート」等および「明らかガイド

ラインシート」を用いて確認するものとする。なお、需要者以外から間接的に得ている情報につ

いては、当該情報の信頼性を高める手続を定め、当該手続に沿って確認を行う。 

（１）提供ルート内関係者の存在・身元に不審な点がある。 
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（２）経済産業省作成の「外国ユーザーリスト」に掲載されている。 

（３）大量破壊兵器等又は通常兵器の開発等を行う又は行ったことが入手した資料等に記載されてい

る又はその情報がある。 

（４）軍若しくは軍関係機関又はこれらに類する機関、又はこれらの機関から委託を受けた者である。 

（取引審査） 

第１３条 教職員等は、技術の提供又は貨物の輸出を行おうとするとき、取引審査の手続が必要とさ

れた場合は、リスト規制及びキャッチオール規制の観点から別途定める｢審査票｣を起票して管理

責任者の一次審査及び統括責任者の二次審査による承認を受けなければならない。 

２ 「審査票」には、仕向地、技術・貨物の名称、需要者、用途等を記載し、審査に必要な書類を添付

するものとする。 

（許可申請） 

第１４条 前条第１項における承認により外為法等に基づく経済産業大臣の許可を受けなければなら

ない場合、統括責任者は、経済産業大臣に対して許可申請を行うものとする。 

２ 許可申請の際に提出する書類は、事実に基づき正確に記載しなければならない。 

３ 技術の提供又は貨物の輸出を行おうとしている教職員等は、外為法等に基づく許可が必要な技

術の提供又は貨物の輸出については、経済産業大臣の許可を得ている確認を行わない限り当該

技術の提供又は貨物の輸出を行ってはならない。 

（技術の提供管理） 

第１５条 教職員等は、技術を提供する場合、第９条の事前確認及び第１３条の取引審査の手続が行

われたこと、並びに外為法等に基づく許可を受けなければならない取引の場合には、経済産業大

臣の許可が取得されていることを確認しなければならない。ただし、第９条第１項の事前確認によ

り取引審査の手続が不要と承認された場合には、第１３条の取引審査の手続の確認は要さない。 

２ 教職員等は、前項の確認ができない場合は、当該技術の提供を行ってはならない。 

（貨物の出荷管理） 

第１６条 教職員等は、貨物を輸出する場合、第９条の事前確認及び第１３条の取引審査手続が行わ

れたこと、並びに貨物が出荷書類の記載内容と同一のものであることを確認し、また、外為法等の

許可が必要な貨物の輸出の場合には、経済産業大臣の許可が取得されていることを確認しなけ

ればならない。ただし、第９条第１項の事前確認により取引審査の手続が不要と承認された場合に

は、第１３条の取引審査の手続の確認は要さない。 

２ 教職員等は、前項の確認ができない場合は、当該貨物の輸出を行ってはならない。 

３ 教職員等は、通関時に事故が発生した場合は、直ちに当該輸出手続を取り止めて管理責任者へ

報告する。管理責任者は、統括責任者と協議して適切な措置を講じる。 

（特定類型該当者の確認等） 

第１７条 新たに採用された教職員等は、特定類型該当性に関する誓約書を統括責任者に提出しな

ければならない。 

２ 前項の誓約書の提出後に誓約内容に変更が生じたときは、速やかに統括責任者に誓約書を再

提出しなければならない。 

（文書管理又は記録媒体の保存） 

第１８条 教職員等は、統括責任者及び管理責任者の指示の下、輸出管理に係る文書、図面又は電

磁的記録を、技術が提供された日又は貨物が輸出された日から起算して、少なくとも７年間は保管

しなければならない。 
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（監査） 

第１９条 管理責任者は、統括責任者の指示の下、本学／本機関の輸出管理が本規程に基づき適

正に実施されていることを確認するため、監査を定期的に行うものとする。 

（調査） 

第２０条 統括責任者は、輸出管理を適正かつ効果的に実施するため、毎年、リスト規制技術の保有

状況について調査を行うものとする。 

（指導） 

第２１条 統括責任者は教職員等に対し、最新の外為法等の周知その他関係法令の規定を遵守する

ために必要な指導を行うものとする。 

（教育） 

第２２条 管理責任者は、統括責任者の指示の下、外為法等及び本規程の遵守の重要性を理解させ、

確実な実施を図るため、教職員等に対し、計画的に教育を行うものとする。 

（子会社への指導等） 

第２３条 統括責任者は、自らのリスト規制技術又はリスト規制貨物の取引の管理の業務に関わる子

会社に対し、当該業務を適正に実施させるため必要な指導等を定期的に行うものとする。 

（報告） 

第２４条 教職員等は、外為法等又は本規程に違反する又は違反のおそれがある事実を知った場合

は、その旨を管理責任者に速やかに通報しなければならない。 

２ 管理責任者は、前項の通報があった場合、直ちに統括責任者に報告するとともに、当該報告の内

容を調査し、その結果を統括責任者に報告しなければならない。 

３ 統括責任者は、前項の報告により、外為法等に違反している事実が明らかになったとき又は違反

したおそれのあることが判明したときには、最高責任者に報告するとともに、関係部署に対応措置を

指示するとともに、遅滞なく関係行政機関に報告する。また、最高責任者は、その再発防止のために

必要な措置を講じる。 

（懲戒） 

第２５条 教職員が故意又は重大な過失により外為法等及び本規程に違反した場合には、本学／本

機関の定める就業規則に基づき懲戒処分の対象とする。 

（事務の所管） 

第２６条 この規程に関する事務処理は、○○○○室が行う。 

（雑則） 

第２７条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は、別途細則等を定める。 

 

附 則 

この規程は、○○年○月○日から施行する。 

 

 

※上記は、一つの参考例を示したものであり、実際の活用に当たっては、各大学・研究機関に委ねられるものである。 
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※部局分散-本部統括型管理の例 

○○大学／研究機関 安全保障輸出管理規程 

（目的） 

第１条 本規程は、○○大学／研究機関において、学術研究の健全な発展に配慮しつつ、安全保

障輸出管理（以下「輸出管理」という。）を適切に実施するために必要な事項を定め、もって国際的

な平和及び安全の維持に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 本規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

（１）外為法等 外国為替及び外国貿易法（昭和24年法律第228号、以下「法」という。）及びこれに基

づく輸出管理に関する政令、省令、通達等をいう。 

（２）技術の提供 外国における技術の提供若しくは外国に向けて行う技術の提供又は非居住者若し

くは特定類型該当者への技術の提供又は非居住者若しくは特定類型該当者へ再提供すること

が明らかな居住者への技術の提供をいう。 

（３）貨物の輸出 外国に向けて貨物を送付すること（自ら手荷物として海外に持ち出す場合を含

む。）又は外国へ送付されることが明らかな貨物を国内で送付すること。 

（４）取引 技術の提供又は貨物の輸出をいう。 

（５）リスト規制技術 外国為替令（昭和 55年政令第 260号）（以下「外為令」という。）別表の 1の項か

ら 15の項までに定める技術をいう。 

（６）リスト規制貨物 輸出貿易管理令（昭和 24年政令第 378号）（以下「輸出令」という。）別表第 1の

1の項から 15の項までに定める貨物をいう。 

（７）キャッチオール規制 外為令別表の１６の項に定める技術及び輸出令別表第１の１６の項に定め

る貨物が、大量破壊兵器若しくは通常兵器の開発等に用いられるおそれのある場合には、経済

産業大臣に許可申請を行うことをいう。 

（８）該非判定 提供しようとする技術又は輸出しようとする貨物がリスト規制技術又はリスト規制貨物に

該当するか否かを判定することをいう。 

（９）取引審査 提供しようとする技術又は輸出しようとする貨物の該非判定の内容のほか、用途及び

需要者等（技術を提供しようとする相手方若しくは利用する者又は貨物の輸入者若しくは需要者

又はこれらの代理人をいう。「相手先」ともいう。）を確認し、本学／本機関として当該取引を行う

かを判断することをいう。 

（１０）大量破壊兵器等 核兵器、軍用の化学製剤若しくは細菌製剤、若しくはこれらの散布のための

装置、又はこれらを運搬することができるロケット若しくは無人航空機をいう。 

（１１）通常兵器 大量破壊兵器等以外の輸出令別表第１の１の項に該当する貨物をいう。 

（１２）大量破壊兵器等の開発等 大量破壊兵器等の開発、製造、使用又は貯蔵をいう。 

（１３）通常兵器の開発等 通常兵器の開発、製造又は使用をいう。 

（１４）居住者 外国為替法令の解釈及び運用について（蔵国第4672号昭和55年11月29日）６－１

－５，６（居住性の判定基準）に従い、居住者として取り扱うこととされる自然人及び法人をいう。 

（１５）非居住者 居住者以外の自然人及び法人をいう。 

（１６）特定類型該当者 外国為替及び外国貿易法第25条第１項及び外国為替令第17条第２項の規
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定に基づき許可を要する技術を提供する取引又は行為について（４貿局第 492号）１（３）サ①か

ら③までに掲げる者（自然人である居住者に限る。）をいう。 

（１７）教職員等 本学に雇用される教授、准教授、講師その他の従業員をいい、常勤か非常勤である

かを問わない。 

（１８）子会社 会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第３号に規定する子会社をいう。 

（１９）指導等 子会社に対する指導及び研修並びに当該子会社の業務体制及び業務内容の確認を

いう。 

（適用範囲） 

第３条 本規程は、本学／本機関が行うすべての技術の提供及び貨物の輸出に関する業務に適用

する。 

（基本方針） 

第４条 本学／本機関の輸出管理の基本方針は、次のとおりとする。 

（１）国際的な平和及び安全の維持を妨げるおそれのある技術提供及び貨物の輸出は行わない。 

（２）外為法等を遵守し、経済産業大臣の許可を受けなければならない場合は、責任を持って、当該

許可を取得する。 

（３）輸出管理を確実に実施するため、輸出管理の責任者を定め、輸出管理体制を適切に整備し、充

実を図る。 

（最高責任者） 

第５条 本学／本機関の輸出管理における最高責任者は、学長／理事長とする。 

２ 最高責任者は本規程の制定・改廃、外為法等又は本規程に違反する事実が発生した場合の再発

防止策を構築することのほか、輸出管理における重要事項に関する最終的な決定を行う。 

（輸出管理統括責任者） 

第６条 最高責任者は輸出管理業務を統括する輸出管理統括責任者（以下「統括責任者」という。）を

置き、副学長／副理事長１名をもって充てる。 

２ 統括責任者は、最高責任者の指示に基づき、本学／本機関における輸出管理に関する業務を統

括し、本規程の改廃案の作成、運用手続（細則）の制定・改廃、特定類型該当者の把握、該非判定

及び取引審査の最終的な承認、輸出管理に係る経済産業大臣への許可申請手続、文書管理、監

査、指導、教育のほか、本規程に定められた業務を行う。 

（輸出管理責任者） 

第７条 統括責任者の下に、輸出管理に関する事務を行うため、輸出管理責任者（以下「管理責任

者」という。）を置き、統括責任者の指名する者をもってその任に充てる。 

２ 管理責任者は統括責任者を補佐し、事前確認シートの確認、相談窓口のほか、本規程に定めら

れた業務を行う。 

（部局輸出管理責任者） 

第８条 部局における輸出管理に関する事務を行うため、部局輸出管理責任者（以下「部局管理責任

者」という。）を置き、当該部局の長をもってその任に当てる。 

２ 部局管理責任者は、当該部局における事前確認シートの承認、該非判定及び取引審査の承認

のほか、本規程に定められた業務を行う。 

（輸出管理委員会） 

第９条 本学／本機関の輸出管理に関する重要事項を審議するため、統括責任者の下に輸出管理

委員会（以下「委員会」という。）を置く。 
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２ 委員会は、輸出管理に関する次の事項を審議する。 

（１）本規程等の改廃案の作成に関する事項 

（２）該非判定、例外適用及び取引審査の審議に関する事項 

（３）教職員等に対する研修・啓発活動に関する事項 

（４）監査に関する事項 

（５）その他輸出管理に関する重要事項 

３ 委員会は、次の各号の委員をもって構成し、委員長は統括責任者とする。 

（１）統括責任者 

（２）部局管理責任者 

（３）管理責任者 

（４）その他委員長が必要と認めた者 

(事前確認) 

第１０条 教職員等は、技術の提供又は貨物の輸出を行おうとする場合は、別途定める「事前確認シ

ート」に基づき、相手先に関する懸念情報、非居住者又は特定類型該当者への該当性及び例外

規定（公知の技術、基礎科学分野の研究活動における技術）の適用判定等について確認を行い、

取引審査の手続の要否について、部局管理責任者の承認を得なければならない。ただし、取引

審査を行う必要があることが明らかな場合は、「事前確認シート」による事前確認を省略することが

できる。 

２ 部局管理責任者の承認を受けた「事前確認シート」は、管理責任者に送付し、確認を受けるものと

する。 

３ 第１項の事前確認により、取引審査の手続が必要と判断された場合又は取引審査を行うことが明

らかな場合には、教職員等は第１１条（該非判定）、第１２条（用途確認）及び第１３条（需要者等確

認）の起票・確認を行い、第１４条の取引審査の手続を行わなければならない。 

４ 第１項の事前確認により取引審査の手続が不要と承認された場合には、教職員等は当該取引を

行うことができる。 

（該非判定） 

第１１条 教職員等は、取引審査の手続が必要とされた場合は、当該技術又は貨物がリスト規制技術

又はリスト規制貨物に該当するかについて該非判定を行い、「該非判定票」を起票するものとす

る。 

２ 該非判定は、以下のとおり行う。 

（１）本学／本機関で研究・開発した技術の提供又は貨物の輸出を行おうとする教職員等は、必要な

技術資料を整備し、最新の外為法等に基づいてリスト規制技術又はリスト規制貨物に該当する

かを該非判定する。 

（２）本学／本機関外から入手した技術の提供又は貨物の輸出を行おうとする教職員等は、入手先か

らの該非判定書等を入手し、前号同様、適切に該非判定を行う。ただし、入手先から該非判定

書等を入手しなくても本学／本機関として前号の手続により該非判定できる場合には、入手先

から該非判定書等の入手を省略しても良い。 

（用途確認） 

第１２条 教職員等は、取引審査の手続が必要とされた場合は、当該技術又は貨物の用途について、

大量破壊兵器等又は通常兵器の開発等に用いられるおそれがないかを、別途定める「「用途」

チェックシート」を用いて確認するものとする。なお、需要者以外から間接的に得ている情報に
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ついては、当該情報の信頼性を高める手続を定め、当該手続に沿って確認を行う。 

（需要者等確認） 

第１３条 教職員等は、取引審査の手続が必要とされた場合は、当該技術又は貨物の需要者等につ

いて以下の項目に該当するかを、別途定める「「需要者」チェックシート」及び「明らかガイドライ

ンシート」等を用いて確認するものとする。なお、需要者以外から間接的に得ている情報につい

ては、当該情報の信頼性を高める手続を定め、当該手続に沿って確認を行う。 

（１）提供ルート内関係者の存在・身元に不審な点がある。 

（２）経済産業省作成の「外国ユーザーリスト」に掲載されている。 

（３）大量破壊兵器等又は通常兵器の開発等を行う又は行ったことが入手した資料等に記載されてい

る又はその情報がある。 

（４）軍若しくは軍関係機関又はこれらに類する機関、又はこれらの機関から委託を受けた者である。 

（取引審査） 

第１４条 教職員等は、技術の提供又は貨物の輸出を行おうとするとき、取引審査の手続が必要とさ

れた場合は、リスト規制及びキャッチオール規制の観点から別途定める｢審査票｣を起票して部局

管理責任者による一次審査及び統括責任者による二次審査による承認を受けなければならな

い。 

２ 「審査票」には、仕向地、技術・貨物の名称、需要者、用途等を記載し、審査に必要な書類を添付

するものとする。 

（許可申請） 

第１５条 前条第１項における承認により外為法等に基づく経済産業大臣の許可を受けなければなら

ない場合、統括責任者は、経済産業大臣に対して許可申請を行うものとする。 

２ 許可申請の際に提出する書類は、事実に基づき正確に記載しなければならない。 

３ 技術の提供又は貨物の輸出を行おうとしている教職員等は、外為法等に基づく許可が必要な技

術の提供又は貨物の輸出については、経済産業大臣の許可を得ている確認を行わない限り当該

技術の提供又は貨物の輸出を行ってはならない。 

（技術の提供管理） 

第１６条 教職員等は、技術を提供する場合、第１０条の事前確認及び第１４条の取引審査の手続が

行われたこと、並びに外為法等に基づく許可を受けなければならない取引の場合には、経済産業

大臣の許可が取得されていることを確認しなければならない。ただし、第１０条第１項の事前確認

により取引審査の手続が不要と承認された場合には、第１４条の取引審査の手続の確認は要さな

い。 

２ 教職員等は、前項の確認ができない場合は、当該技術の提供を行ってはならない。 

（貨物の出荷管理） 

第１７条 教職員等は、貨物を輸出する場合、第１０条の事前確認及び第１４条の取引審査手続が行

われたこと、並びに貨物が出荷書類の記載内容と同一のものであることを確認し、また、外為法等

の許可が必要な貨物の輸出の場合には、経済産業大臣の許可が取得されていることを確認しな

ければならない。ただし、第１０条第１項の事前確認により取引審査の手続が不要と承認された場

合には、第１４条の取引審査の手続の確認は要さない。 

２ 教職員等は、前項の確認ができない場合は、当該貨物の輸出を行ってはならない。 

３ 教職員等は、通関時に事故が発生した場合は、直ちに当該輸出手続を取り止めて部局管理責任

者へ報告する。部局管理責任者は、統括責任者と協議して適切な措置を講じる。 
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（特定類型該当者の確認等） 

第１８条 新たに採用された教職員等は、特定類型該当性に関する誓約書を統括責任者に提出しな

ければならない。 

２ 前項の誓約書の提出後に誓約内容に変更が生じたときは、速やかに統括責任者に誓約書を再

提出しなければならない。 

（文書管理又は記録媒体の保存） 

第１９条 教職員等は、統括責任者及び管理責任者の指示の下、輸出管理に係る文書、図面又は電

磁的記録を、技術が提供された日又は貨物が輸出された日から起算して、少なくとも７年間は保管

しなければならない。 

（監査） 

第２０条 管理責任者及び部局管理責任者は、統括責任者の指示の下、本学／本機関の輸出管理

が本規程に基づき適正に実施されていることを確認するため、監査を定期的に行うものとする。 

（調査） 

第２１条 統括責任者は、輸出管理を適正かつ効果的に実施するため、毎年、リスト規制技術の保有

状況について調査を行うものとする。 

（指導） 

第２２条 統括責任者は教職員等に対し、最新の外為法等の周知その他関係法令の規定を遵守する

ために必要な指導を行うものとする。 

（教育） 

第２３条 管理責任者及び部局管理責任者は、統括責任者の指示の下、外為法等及び本規程の遵

守の重要性を理解させ、確実な実施を図るため、教職員等に対し、計画的に教育を行うものとす

る。 

（子会社への指導等） 

第２４条 統括責任者は、自らのリスト規制技術又はリスト規制貨物の取引の管理の業務に関わる子

会社に対し、当該業務を適正に実施させるため必要な指導等を定期的に行うものとする。 

（報告） 

第２５条 教職員等は、外為法等又は本規程に違反する又は違反のおそれがある事実を知った場合

は、その旨を部局管理責任者を通じて管理責任者に速やかに通報しなければならない。 

２ 管理責任者は、前項の通報があった場合、直ちに統括責任者に報告するとともに、当該報告の内

容を調査し、その結果を統括責任者に報告しなければならない。 

３ 統括責任者は、前項の報告により、外為法等に違反している事実が明らかになったとき又は違反

したおそれのあることが判明したときには、最高責任者に報告するとともに、関係部署に対応措置

を指示するとともに、遅滞なく関係行政機関に報告する。また、最高責任者は、その再発防止のた

めに必要な措置を講じる。 

（懲戒） 

第２６条 教職員が故意又は重大な過失により外為法等及び本規程に違反した場合には、本学／本

機関の定める就業規則に基づき懲戒処分の対象とする。 

（事務の所管） 

第２７条 この規程に関する事務処理は、○○○○室が行う。 

（雑則） 

第２８条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は、別途細則等を定める。 
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附 則 

この規程は、○○年○月○日から施行する。 

 

※上記は、一つの参考例を示したものであり、活用の要否は各大学・研究機関に委ねられるものである。 
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技術の提供・貨物の輸出の事前確認シート 

申請年月日：    年    月    日 

申 請 者： 氏名             所属・職名 

連 絡 先： Tel              E-mail 

 

※技術の提供・貨物の輸出を検討する際には、必ず事前に本シートの作成・提出が必要になります。 

※本シートは、技術の提供・貨物の輸出の○日前までに【各大学の手続に沿って設定】、○○担当【各大学の輸出管理体制に沿って設定】に提出し

てください。 

１．取引区分・類型 

取引区分 □共同研究   □受託研究   □研究成果提供   □学術交流協定   〔秘密保持契約（□あり □なし）〕 

□会議等の出席・参加・主催   □外国出張   □その他（                    ） 

取引類型 □技術の提供 ※該当する提供方法全てにチェック 

〔□指導・発表  □意見交換  □電話  □電子メールの送信  □インターネット経由のファイル交換 

 □共用データベースへの掲載  □書面の送付  □記録媒体の送付  □マニュアル・図面・データ等の供与 

 □装置等の供与に伴う技術・プログラムの提供  □その他（                     ）〕 

□貨物の輸出 ※該当する輸出内容にチェック 

 〔□試料・サンプルの送付  □装置等の送付〔□自作品 □改造品 □購入品〕  □その他（        ）〕 

２．相手先の情報 

契約先 

名称（英字）： 

所在地： 

※ □非居住者    □特定類型該当者（□類型① □類型② □類型③） 

          該当性の根拠〔                          〕 

需要者・利用者 

名称（英字）： 

所在地： 

※ □非居住者    □特定類型該当者（□類型① □類型② □類型③） 

          該当性の根拠〔                          〕 

仕向地（国名）  

取引経路                →                   → 

契約予定 年    月    日 取引予定期間 年  月  日 ～   年  月  日 

※ 技術の提供かつ相手先が国内にいる場合のみ○○担当に確認の上、記入してください。また、特定類型該当者の確認については、相手先が自然

人である場合のみとなります。「該当性の根拠」には、関係する外国政府等又は外国法人等（その属する国・地域名含む。）も記入してください。 

３．技術・貨物の情報 

研究科・学科・研究室  

技術提供者・貨物輸出者  

提供技術・輸出貨物の名称

及び仕様 

 

 

 

 

 

 

相手方の使用目的 

 

 

 

 ※技術提供者・貨物輸出者が複数予定されている場合は、「技術提供者・貨物輸出者」の欄に複数の氏名・役職を列記してください。 

 ※「提供技術・輸出貨物の名称及び仕様」及び「相手方の使用目的」は、なるべく詳しく、具体的に記入してください。記入欄に収まらない場合、

別紙を添付しても構いません。 
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４．相手先に関する懸念情報 

相手先が、外国ユーザーリスト（※）に掲載されている。 □はい  □いいえ 

仕向地が、イラン又は国連武器禁輸国・地域（アフガニスタン、中央アフリカ、コンゴ民主共和国、イラク、レバノ

ン、リビア、北朝鮮、ソマリア、南スーダン、スーダン）である。 
□はい  □いいえ 

相手先が、ＨＰ等の公表情報及び入手した情報から、大量破壊兵器等（核兵器・化学兵器・生物兵器・ロケット・無

人航空機）若しくは通常兵器、又はこれらに使用される技術的に高度な材料・部品・製品の開発等（開発、製造、使

用又は貯蔵をいう。以下同じ。）に関与している、又は過去関与していた疑いがある。 

□はい  □いいえ 

提供する技術又は輸出する貨物が、ＨＰ等の公表情報及び入手した情報から、大量破壊兵器等若しくは通常兵器、又

はこれらに使用される技術的に高度な材料・部品・製品の開発等に用いられる疑いがある。 
□はい  □いいえ 

提供する技術又は輸出する貨物が、ＨＰ等の公表情報及び入手した情報から、核融合に関する研究、核燃料物質や原

子炉等の開発等に用いられる疑いがある。 
□はい  □いいえ 

提供する技術又は輸出する貨物が、ＨＰ等の公表情報及び入手した情報から、外国の軍若しくは警察又はこれらの者

から委託を受けた者により、化学物質・微生物・毒素の開発等又は宇宙に関する研究に用いられる疑いがある。 
□はい  □いいえ 

その他、相手先や用途について、安全保障輸出管理上の懸念情報を有している。（「はい」の場合下欄記載） □はい  □いいえ 

 ※外国ユーザーリストは、経済産業省HPの「外国ユーザーリスト」（https://www.meti.go.jp/policy/anpo/law05.html#user-list）を参照して

下さい。 

上記のその他の懸念情報を「はい」とした場合、本欄にその理由を記入してください。 

※いずれかが「はい」の場合、原則として慎重な審査が必要となりますので、懸念情報の内容について○○担当【各大学の輸出管理体制に沿って

せ設定】に相談してください。 

 

５．＜技術の提供の場合＞外為法の例外規定（公知・基礎科学）の適用判定 

公知の技術の提供である。 □はい  □いいえ 

基礎科学分野の研究活動における技術の提供である。 □はい  □いいえ 

 ※「公知の技術の提供」とは、◆新聞、書籍、雑誌、カタログ、電気通信ネットワーク上のファイル等により、既に不特定多数の者に対して公開

されている技術の提供、◆学会誌、公開特許情報、公開シンポジウムの議事録等不特定多数の者が入手可能な技術の提供、◆工場の見学コース、

講演会、展示会等において不特定多数の者が入手又は聴講可能な技術の提供、◆ソースコードが公開されているプログラムの提供を指します。

提供する技術に一部でも「公知の技術」以外のものが含まれる場合には、「はい」にチェックすることはできません。 

※「基礎科学分野の研究活動」とは、◆自然科学の分野における現象に関する原理の究明を主目的とした研究活動であって、◆理論的又は実験的

方法により行うものであり、◆特定の製品の設計又は製造を目的としないものを指します。例えば宇宙の生成過程の研究のような自然科学の分

野における現象に関する原理の究明を主目的とした研究活動であっても、提供する技術に特定の製品（例えば実験装置や観測装置）の設計又は

製造を目的とする研究活動における技術等が含まれる場合には、「はい」にチェックすることはできません。 

上記のいずれか又は両方に「はい」をチェックする場合、本欄にその根拠等を記入してください。 

※疑義等がある場合は、○○担当【各大学の輸出管理体制に沿って設定】に相談してください。 

 

６．自己判定 

＜技術の提供の場合＞「５．外為法の例外規定（公知・基礎科学）の適用判定」の両方又はいずれかが「はい」である  □はい  □いいえ 

◆「はい」の場合、原則として、これ以下の欄の記入は不要です。ただし、「公知・基礎科学」の判定が容易では無い場合もあります

ので、記入済みの本シートを○○担当【各大学の輸出管理体制に沿って設定】に提出し、チェックを受けてください。○○担当から

の問合せや、更に詳しい情報提供の依頼を受けて、本欄が「いいえ」に変更される場合もあります。 

◆また、本欄を「はい」（「公知・基礎科学」に該当する）とした場合であっても、特に４．のチェック欄に「はい」がある（懸念情報

がある）場合には、○○担当における、問合せ等を含む慎重な審査の結果、「審査票」の起票が必要になる場合もありますので、注

意して下さい。 

https://www.meti.go.jp/policy/anpo/law05.html#user-list
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３．に記載した技術／貨物は明らかにリスト規制対象品目でない。（※） □はい  □いいえ 

「４．相手先に関する懸念情報」のいずれも「はい」がない □はい  □いいえ 

※リスト規制対象品目は、貨物等省令に定めるスペックを満たし、許可申請の対象となる貨物・技術を指します。経済産業省HPの「貨物・技術の

マトリクス表」（https://www.meti.go. p/policy/anpo/matrix_intro.html）を参照して下さい。 

 

◆両方とも「はい」の場合、記入済みの本シートを○○担当【各大学の輸出管理体制に沿って設定】に提出してください。 

 （○○担当でチェックの上、提出者に問合せや、更に詳しい情報提供の依頼等を行う場合があります。問合せ等の結果、「審査票」の起票が必

要になる場合もあります。） 

◆いずれか又は両方が「いいえ」の場合、「審査票」の起票が必要になります。○○担当で書式や記入例を用意しており、また、作成を支援しま

すので、ご相談ください。 

 

（担当者確認欄） 

 

 

 

 

 

 

 

※上記は、一つの参考例を示したものであり、活用の要否は各大学・研究機関に委ねられるものである。 

 管理責任者 担当部門 

 

 

 

 

上記の事前確認内容を確認し、以下のとおり判定します。 

 

□ 取引可      □「審査票」の起票を要する 
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外国人（留学生・研究者・教員・訪問者等）受入れの事前確認シート 

申請年月日：    年    月    日 

申 請 者： 氏名             所属・職名 

連 絡 先： Tel              E-mail 

 

※外国人の留学生、研究者・教員、訪問者等の受入れを検討する際には、必ず事前に本シートの作成・提出が必要になります。 

※本シートは、外国人受入れの○日前までに【各大学の手続に沿って設定】、○○担当【各大学の輸出管理体制に沿って設定】に提出してください。 

 

１．受入予定者 

受入カテゴリ 

（該当欄にチェック） 

□留学生〔 □大学院生 □学部学生 □研究生 □聴講生 □科目等履修生 □その他（         ）〕 

□研究者・教員〔 □雇用関係あり（職名：            ） □その他（             ）〕 

□訪問者  □その他（                                         ） 

氏名  

出身国（国籍）  

出身組織  

特定類型該当性 □類型①   □類型②   □類型③  類型該当性の根拠〔                    〕 

受入予定期間       年    月    日  ～       年    月    日 

※同一組織の同一部署から同時に複数名を受け入れる場合は、「氏名」の欄に複数名を列記してください。 

※「出身組織」の欄は、受入予定者がこれまで所属したことのある組織を全て記入してください。 

※「特定類型該当性」の欄は、居住者となった場合の該当性についても記入してください。「該当性の根拠」には、関係する外国政府等又は外国 

法人等（その属する国・地域名含む。）も記入してください。 

       ◆受入予定者を、学部や講義のみの課程、人文・社会科学系の課程で受け入れる場合には、これ以下の欄の記入は不要です。記入済

みの本シートを○○担当【各大学の輸出管理体制に沿って設定】に提出してください。 

※ただし、研究室において学部生等に公知ではない研究を手伝わせる場合や、考古学等で地中探査を行うための合成開口レーダー

を外国に持ち出す場合等、許可が必要となるケースがあり得ることに引き続き注意してください。 

２．受入予定研究室・提供予定技術等 

研究科・学科・研究室  

指導教員・技術提供者  

研究分野名  

受入予定者の研究計画 

 

 

 

提供予定技術の概要 

 
 

 ※指導教員又は技術提供者が複数予定されている場合は、「指導教員・技術提供者」の欄に複数の氏名・役職を列記してください。 

※「研究分野名」の欄は、受入予定研究室、指導教員又は技術提供者が対象とする研究分野について、「【別表】○○大学／研究機関 慎重な審

査が必要となる研究分野一覧」との比較が可能となるよう、当該一覧で使用した分類方法を用いて、その研究分野名を記載してください。 

 ※「受入予定者の研究計画」「提供予定技術の概要」は、なるべく詳しく、具体的に記入してください。記入欄に収まらない場合、別紙を添付し

ても構いません。 
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３．受入予定者の懸念情報 

受入予定者の出身組織が、外国ユーザーリスト（※）に掲載されている。 □はい  □いいえ 

受入予定者の出身国が、イラン又は国連武器禁輸国・地域（アフガニスタン、中央アフリカ、コンゴ民主共和国、イ

ラク、レバノン、リビア、北朝鮮、ソマリア、南スーダン、スーダン）である。 
□はい  □いいえ 

受入予定者の出身組織（留学生である場合の出身大学・学科・研究室等を含む。）が、ＨＰ等の公表情報及び入手し

た情報から、大量破壊兵器等（核兵器・化学兵器・生物兵器・ロケット・無人航空機）若しくは通常兵器、又はこれ

らに使用される技術的に高度な材料・部品・製品の開発等に関与している疑いがある。 

□はい  □いいえ 

受入予定者が、受入予定期間中に、外国機関・組織（民間企業・組織を含む）による財政的支援を受けている、又は

受ける予定がある。 
□はい  □いいえ 

受入予定者が将来、軍事関連部門や軍需企業に就職する予定がある、又は就職する希望を持っていることを、今まで

の連絡から知っている。 
□はい  □いいえ 

受入予定者の過去の研究内容等が、大量破壊兵器等又は通常兵器の開発等である疑いがある。 □はい  □いいえ 

その他、相手先や用途について、安全保障輸出管理上の懸念情報を有している。（「はい」の場合下欄記載） □はい  □いいえ 

 ※外国ユーザーリストは、経済産業省HPの「外国ユーザーリスト」（https://www.meti.go.jp/policy/anpo/law05.html#user-list）を参照して

下さい。 

上記のその他の懸念情報を「はい」とした場合、本欄にその理由を記入してください。 

※いずれかが「はい」の場合、原則として慎重な審査が必要となりますので、懸念情報の内容について○○担当【各大学の輸出管理体制に沿って

せ設定】に相談してください。 

 

４．外為法の例外規定（公知・基礎科学）の適用判定 

公知の技術の提供である。 □はい  □いいえ 

基礎科学分野の研究活動における技術の提供である。 □はい  □いいえ 

 ※「公知の技術の提供」とは、◆新聞、書籍、雑誌、カタログ、電気通信ネットワーク上のファイル等により、既に不特定多数の者に対して公開

されている技術の提供、◆学会誌、公開特許情報、公開シンポジウムの議事録等不特定多数の者が入手可能な技術の提供、◆工場の見学コース、

講演会、展示会等において不特定多数の者が入手又は聴講可能な技術の提供、◆ソースコードが公開されているプログラムの提供を指します。

受入予定者の受入期間中の全てにわたって、教育又は提供する技術に「公知の技術」以外のものが含まれ得る場合（意図的に教育又は提供する

場合のほか、研究室の情報アクセス管理等の事情から、受入者が研究室にある公知の技術以外のもの（例えば、未発表の研究データや草稿など）

を入手又は閲覧する可能性がある場合も含みます。）には、「はい」にチェックすることはできません。 

※「基礎科学分野の研究活動」とは、◆自然科学の分野における現象に関する原理の究明を主目的とした研究活動であって、◆理論的又は実験的

方法により行うものであり、◆特定の製品の設計又は製造を目的としないものを指します。例えば宇宙の生成過程の研究のような自然科学の分

野における現象に関する原理の究明を主目的とした研究活動であっても、受入予定者の受入期間中の全てにわたって、教育又は提供する技術に

特定の製品（例えば実験装置や観測装置）の設計又は製造を目的とする研究活動における技術等が含まれ得る場合には、「はい」にチェックす

ることはできません。 

上記のいずれか又は両方に「はい」をチェックする場合、本欄にその根拠等を記入してください。 

※疑義等がある場合は、○○担当【各大学の輸出管理体制に沿って設定】に相談してください。 

 

https://www.meti.go.jp/policy/anpo/law05.html#user-list
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５．自己判定 

「４．外為法の例外規定（公知・基礎科学）の適用判定」の両方又はいずれかが「はい」である。 □はい  □いいえ 

◆「はい」の場合、原則として、これ以下の欄の記入は不要です。ただし、「公知・基礎科学」の判定が容易では無い場合もありますので、

記入済みの本シートを○○担当【各大学の輸出管理体制に沿って設定】に提出し、チェックを受けてください。○○担当からの問合せや、

更に詳しい情報提供の依頼を受けて、本欄が「いいえ」に変更される場合もあります。 

◆また、本欄を「はい」（「公知・基礎科学」に該当する）とした場合であっても、特に３．のチェック欄に「はい」がある（懸念情報がある）

場合には、○○担当における、問合せ等を含む慎重な審査の結果、「審査票」の起票が必要になる場合もありますので、注意して下さい。 

 

２．の「研究分野名」に記入した研究分野名の中に、「【別表】○○大学／研究機関 慎重な審査が必要となる研

究分野一覧」（各大学・研究機関において精査したもの）に該当するものがない。 
□はい  □いいえ 

「３．受入予定者の懸念情報」のいずれもが「はい」でない □はい  □いいえ 

 

◆両方とも「はい」の場合、記入済みの本シートを○○担当【各大学の輸出管理体制に沿って設定】に提出してください。 

 （○○担当でチェックの上、提出者に問合せや、更に詳しい情報提供の依頼等を行う場合があります。問合せ等の結果、「審査票」の起票が必

要になる場合もあります。） 

◆いずれか又は両方が「いいえ」の場合、「審査票」の起票が必要になります。○○担当で書式や記入例を用意しており、また、作成を支援しま

すので、ご相談ください。 

 

 

（担当者確認欄） 

 

 

 

 

 

 

 

※上記は、一つの参考例を示したものであり、活用の要否は各大学・研究機関に委ねられるものである。 

 

 管理責任者 担当部門 

 

 

 

 

上記の事前確認内容を確認し、以下のとおり判定します。 

 

□ 受入可      □「審査票」の起票を要する 
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【別表】○○大学／研究機関 慎重な審査が必要となる研究分野一覧 

大区分 中区分 小区分 
 

大区分 中区分 小区分 

Ｂ 物性物理学 磁性、超伝導および強相関系関連 
 

Ｅ 物理化学、機能物性化
学 

基礎物理化学関連 

プラズマ学 核融合学関連 
 

機能物性化学関連 

素粒子、原子核、宇宙

物理学 

素粒子、原子核、宇宙線および宇宙

物理に関連する理論 

 
有機化学 構造有機化学および物理有機化学

関連 

素粒子、原子核、宇宙線および宇宙
物理に関連する実験 

 
有機合成化学関連 

Ｃ 材料力学、生産工学、
設計工学 

材料力学および機械材料関連 
 

無機・錯体化学、分析
化学 

無機・錯体化学関連 

流体工学、熱工学 流体工学関連 
 

分析化学関連 

機械力学、ロボティク
ス 

機械力学およびメカトロニクス関
連 

 
グリーンサステイナブルケミスト
リーおよび環境化学関連 

ロボティクスおよび知能機械シス
テム関連 

 
高分子、有機材料 高分子化学関連 

電気電子工学 電力工学関連 
 

高分子材料関連 

通信工学関連 
 

有機機能材料関連 

計測工学関連 
 

無機材料化学、エネル

ギー関連化学 

エネルギー関連化学 

制御およびシステム工学関連 
 

生体分子化学 生体関連化学 

電気電子材料工学関連 
 

Ｇ 分子レベルから細胞
レベルの生物学 

分子生物学関連 

電子デバイスおよび電子機器関連  
 

構造生物化学関連 

航空宇宙工学、船舶海

洋工学 

航空宇宙工学関連 
 

機能生物化学関連 

船舶海洋工学関連 
 

生物物理学関連 

Ｄ 材料工学 金属材料物性関連 
 

細胞レベルから個体
レベルの生物学 

細胞生物学関連 

無機材料および物性関連 
 

発生生物学関連 

構造材料および機能材料関連 
 

Ｈ 病理病態学、感染免疫

学 

ウイルス学関連 

材料加工および組織制御関連 
 

免疫学関連 

ナノマイクロ科学 ナノ構造化学関連 
 

Ｊ 情報科学、情報工学 計算機システム関連 

ナノ構造物理関連 
 

ソフトウェア関連 

ナノ材料科学関連 
 

情報ネットワーク関連 

ナノバイオサイエンス関連 
 

情報セキュリティ関連 

ナノマイクロシステム関連 
 

高性能計算関連 

応用物理物性 応用物理一般関連 
 

Ｋ 環境解析評価 放射線影響関連 

原子力工学、地球資源
工学、エネルギー学 

原子力工学関連 
 

化学物質影響関連 

 

※上記表における研究分野の分類は、リスト規制対象品目と関連が相対的に高いと思われる研究分野を、「科学研究費助成事業 審査区分表」を参

照し便宜的に作成したものです。各大学・研究機関において最も利用しやすい分類で作成いただいて差し支えありません。 

※上記表は、リスト規制対象品目と関連が相対的に高いと思われる研究分野の一例を示したものですが、この表に記載されていない研究分野におけ

る研究であっても、リスト規制対象品目に該当する場合があります。また、記載されている研究分野における研究であっても、リスト規制対象品

目に該当しない場合もあります。 

※本表は、今後も随時の見直しを行なっていく予定です。 
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特定類型該当者（学生・研究者・教員・訪問者等で外国人以外） 

受入れの事前確認シート 

申請年月日：    年    月    日 

申 請 者： 氏名             所属・職名 

連 絡 先： Tel              E-mail 

 

※外国人以外の学生、研究者・教員、訪問者等で特定類型に該当する者の受入れを検討する際には、必ず事前に本シートの作成・提出が

必要になります。 

※本シートは、受入れの○日前までに【各大学の手続に沿って設定】、○○担当【各大学の輸出管理体制に沿って設定】に提出してください。 

 

１．受入予定者 

受入カテゴリ 

（該当欄にチェック） 

□学生〔 □大学院生 □学部学生 □研究生 □聴講生 □科目等履修生 □その他（         ）〕 

□研究者・教員〔 □雇用関係あり（職名：            ） □その他（             ）〕 

□訪問者  □その他（                                         ） 

氏名  

出身組織  

特定類型該当性 □類型①   □類型②   □類型③  該当性の根拠〔                      〕 

受入予定期間       年    月    日  ～       年    月    日 

※同一組織の同一部署から同時に複数名を受け入れる場合は、「氏名」の欄に複数名を列記してください。 

※「出身組織」の欄は、受入予定者がこれまで所属したことのある組織を全て記入してください。 

※「該当性の根拠」には、関係する外国政府等又は外国法人等（その属する国・地域名含む。）も記入してください。 

       ◆受入予定者を、学部や講義のみの課程、人文・社会科学系の課程で受け入れる場合には、これ以下の欄の記入は不要です。記入済

みの本シートを○○担当【各大学の輸出管理体制に沿って設定】に提出してください。 

※ただし、研究室において学部生等に公知ではない研究を手伝わせる場合や、考古学等で地中探査を行うための合成開口レーダー

を外国に持ち出す場合等、許可が必要となるケースがあり得ることに引き続き注意してください。 

２．受入予定研究室・提供予定技術等 

研究科・学科・研究室  

指導教員・技術提供者  

研究分野名  

受入予定者の研究計画 

 

 

 

提供予定技術の概要 

 
 

 ※指導教員又は技術提供者が複数予定されている場合は、「指導教員・技術提供者」の欄に複数の氏名・役職を列記してください。 

※「研究分野名」の欄は、受入予定研究室、指導教員又は技術提供者が対象とする研究分野について、「【別表】○○大学／研究機関 慎重な審

査が必要となる研究分野一覧」との比較が可能となるよう、当該一覧で使用した分類方法を用いて、その研究分野名を記載してください。 

 ※「受入予定者の研究計画」「提供予定技術の概要」は、なるべく詳しく、具体的に記入してください。記入欄に収まらない場合、別紙を添付し

ても構いません。 
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３．受入予定者の懸念情報 

受入予定者の出身組織が、外国ユーザーリスト（※）に掲載されている。 □はい  □いいえ 

受入予定者の出身組織の所在国が、イラン又は国連武器禁輸国・地域（アフガニスタン、中央アフリカ、コンゴ民主

共和国、イラク、レバノン、リビア、北朝鮮、ソマリア、南スーダン、スーダン）である。 
□はい  □いいえ 

受入予定者の出身組織（出身大学・学科・研究室等を含む。）が、ＨＰ等の公表情報及び入手した情報から、大量破

壊兵器等（核兵器・化学兵器・生物兵器・ロケット・無人航空機）若しくは通常兵器、又はこれらに使用される技術

的に高度な材料・部品・製品の開発等に関与している疑いがある。 

□はい  □いいえ 

受入予定者が海外の政府機関・組織（民間企業・組織を含む）による財政的支援を受けている、又は受ける予定があ

る。 
□はい  □いいえ 

受入予定者が将来、海外の軍事関連部門や軍需企業に就職する予定がある、又は就職する希望を持っていることを、

今までの連絡から知っている。 
□はい  □いいえ 

受入予定者の過去の研究内容等が、大量破壊兵器等又は通常兵器の開発等である疑いがある。 □はい  □いいえ 

その他、相手先や用途について、安全保障輸出管理上の懸念情報を有している。（「はい」の場合下欄記載） □はい  □いいえ 

 ※外国ユーザーリストは、経済産業省HPの「外国ユーザーリスト」（https://www.meti.go.jp/policy/anpo/law05.html#user-list）を参照して

下さい。 

上記のその他の懸念情報を「はい」とした場合、本欄にその理由を記入してください。 

※いずれかが「はい」の場合、原則として慎重な審査が必要となりますので、懸念情報の内容について○○担当【各大学の輸出管理体制に沿って

せ設定】に相談してください。 

 

４．外為法の例外規定（公知・基礎科学）の適用判定 

公知の技術の提供である。 □はい  □いいえ 

基礎科学分野の研究活動における技術の提供である。 □はい  □いいえ 

 ※「公知の技術の提供」とは、◆新聞、書籍、雑誌、カタログ、電気通信ネットワーク上のファイル等により、既に不特定多数の者に対して公開

されている技術の提供、◆学会誌、公開特許情報、公開シンポジウムの議事録等不特定多数の者が入手可能な技術の提供、◆工場の見学コース、

講演会、展示会等において不特定多数の者が入手又は聴講可能な技術の提供、◆ソースコードが公開されているプログラムの提供を指します。

受入予定者の受入期間中の全てにわたって、教育又は提供する技術に「公知の技術」以外のものが含まれ得る場合（意図的に教育又は提供する

場合のほか、研究室の情報アクセス管理等の事情から、受入者が研究室にある公知の技術以外のもの（例えば、未発表の研究データや草稿など）

を入手又は閲覧する可能性がある場合も含みます。）には、「はい」にチェックすることはできません。 

※「基礎科学分野の研究活動」とは、◆自然科学の分野における現象に関する原理の究明を主目的とした研究活動であって、◆理論的又は実験的

方法により行うものであり、◆特定の製品の設計又は製造を目的としないものを指します。例えば宇宙の生成過程の研究のような自然科学の分

野における現象に関する原理の究明を主目的とした研究活動であっても、受入予定者の受入期間中の全てにわたって、教育又は提供する技術に

特定の製品（例えば実験装置や観測装置）の設計又は製造を目的とする研究活動における技術等が含まれ得る場合には、「はい」にチェックす

ることはできません。 

上記のいずれか又は両方に「はい」をチェックする場合、本欄にその根拠等を記入してください。 

※疑義等がある場合は、○○担当【各大学の輸出管理体制に沿って設定】に相談してください。 

https://www.meti.go.jp/policy/anpo/law05.html#user-list
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５．自己判定 

「４．外為法の例外規定（公知・基礎科学）の適用判定」の両方又はいずれかが「はい」である。 □はい  □いいえ 

◆「はい」の場合、原則として、これ以下の欄の記入は不要です。ただし、「公知・基礎科学」の判定が容易では無い場合もありますので、

記入済みの本シートを○○担当【各大学の輸出管理体制に沿って設定】に提出し、チェックを受けてください。○○担当からの問合せや、

更に詳しい情報提供の依頼を受けて、本欄が「いいえ」に変更される場合もあります。 

◆また、本欄を「はい」（「公知・基礎科学」に該当する）とした場合であっても、特に３．のチェック欄に「はい」がある（懸念情報がある）

場合には、○○担当における、問合せ等を含む慎重な審査の結果、「審査票」の起票が必要になる場合もありますので、注意して下さい。 

 

２．の「研究分野名」に記入した研究分野名の中に、「【別表】○○大学／研究機関 慎重な審査が必要となる研

究分野一覧」（各大学・研究機関において精査したもの）に該当するものがない。 
□はい  □いいえ 

「３．受入予定者の懸念情報」のいずれもが「はい」でない □はい  □いいえ 

 

◆両方とも「はい」の場合、記入済みの本シートを○○担当【各大学の輸出管理体制に沿って設定】に提出してください。 

 （○○担当でチェックの上、提出者に問合せや、更に詳しい情報提供の依頼等を行う場合があります。問合せ等の結果、「審査票」の起票が必

要になる場合もあります。） 

◆いずれか又は両方が「いいえ」の場合、「審査票」の起票が必要になります。○○担当で書式や記入例を用意しており、また、作成を支援しま

すので、ご相談ください。 

 

 

（担当者確認欄） 

 

 

 

 

 

 

 

※上記は、一つの参考例を示したものであり、活用の要否は各大学・研究機関に委ねられるものである。 

 

別表【省略】（１２３頁と同じ。） 

 

 管理責任者 担当部門 

 

 

 

 

上記の事前確認内容を確認し、以下のとおり判定します。 

 

□ 受入可      □「審査票」の起票を要する 
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 審査票（技術の提供・貨物の輸出用） 
作成年月日：     年    月   日 

統括責任者   管理責任者  担当部門  作成者  

１．技術の提供・貨物の輸出の概要 

件名（内容）  

技術･貨物の名称                        （金額）：           

該非判定 

 （１～１５項） 

＜技術＞ 外為令別表：       項       号     □該当    □非該当     □不明･疑義 

（貨物等省令：    条    項    号）    □公知    □基礎科学    □規制対象外 

＜貨物＞ 輸出令別表第１：     項       号     □該当    □非該当     □不明･疑義 

（貨物等省令：    条    項    号）    □少額特例           □規制対象外 

上記判断の根拠 ※特に「該当」以外の欄にチェックする場合には、提供予定技術・貨物の具体的内容に照らして、なるべく詳しく、具体的に記入すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 仕向地（国名） □輸出令別表第３の地域 □国連武器禁輸国・地域 □輸出令別表第４の地域 □その他  

契約先 

名称（英字） 
                                        □新規  □継続  □軍関連 

※ＨＰアドレスを記載（                       ）及び／又は資料を添付すること。 

所在地  

該当性   □非居住者 □特定類型該当者（□類型①  □類型②  □類型③） 該当性の根拠〔           〕 

  需要者 

又は 

  利用者 

名称（英字） 
                                        □新規  □継続  □軍関連  

※ＨＰアドレスを記載（                       ）及び／又は資料を添付すること。 

所在地              

該当性 □非居住者 □特定類型該当者（□類型①  □類型②  □類型③） 該当性の根拠〔           〕 

用 途 

内容（                                                 ） 

□大量破壊兵器等関連   □通常兵器関連   □軍関連   □不明・疑義   □その他 

資料： □有（                                     ）   □無 

客観要件 

Ⅰ．大量破壊兵器キャッチオール規制 

 輸出令別表第３の地域を除く地域向けの場合、大量破壊兵器キャッチオール規制に係る、 

①「用途」チェックシートに「はい」が一つでもあるか               □はい  □いいえ 

②「需要者」チェックシートに「はい」が一つでもあるか              □はい  □いいえ 

③明らかガイドラインに関するチェックシートに「いいえ」が一つでもあるか     □はい  □いいえ 

   

Ⅱ．通常兵器キャッチオール規制 

一般国向けかつ特定品目の場合、通常兵器キャッチオール規制に係る、 

①「用途」チェックシートに「はい」が一つでもあるか               □はい  □いいえ 

②「需要者」チェックシートに「はい」が一つでもあるか              □はい  □いいえ 

③（②が「はい」の場合、）明らかガイドラインに関するチェックシートに「いいえ」が一つでもあるか 

□はい  □いいえ 

 国連武器禁輸国・地域向けの場合、通常兵器キャッチオール規制に係る、 

①「用途」チェックシートに「はい」が一つでもあるか               □はい  □いいえ 

②「需要者」チェックシートに「はい」が一つでもあるか              □はい  □いいえ 

③（②が「はい」の場合、）明らかガイドラインに関するチェックシートに「いいえ」が一つでもあるか 

□はい  □いいえ 

Ⅲ．客観要件の確認に、不明点又は疑義があるか                   □はい  □いいえ 

インフォーム要件 経済産業大臣から許可の申請をすべき旨の通知を受けたか               □はい  □いいえ 

取引経路 →                 → 

契約予定 年     月    日 取引予定期間 年  月  日 ～  年  月  日 
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※上記は、一つの参考例を示したものであり、実際の活用に当たっては、各大学・研究機関に委ねられるものである。 

２．総合取引判定結果 (判定年月日：    年   月   日） 

取引審査判定 

□承認 

□条件付承認 

□規制対象外     □非該当      □特例（少額、その他） 

□包括許可      □個別許可     □許可例外 

□経済産業省へ届出／相談      □不承認 

取引承認条件  

上記判定理由  
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 審査票（外国人（留学生・研究者・教員・訪問者等）又は特定類型該当者受入れ用） 
作成年月日：     年    月   日 

 統括責任者   管理責任者  担当部門  作成者  

１．受入予定者に教育・提供する技術の概要 

受入予定者 

氏名（英字） 

 

 

 出身国（国名） □輸出令別表第３の地域 □国連武器禁輸国・地域 □輸出令別表第４の地域 □その他 

出身組織 
 

※ＨＰアドレスを記載（                   ）及び／又は資料を添付すること。 

特定類型該当性 □類型①  □類型②  □類型③ 該当性の根拠〔                   〕 

教育・提供予定技術 

の該非判定 

 （１～１５項） 

外為令別表：   項   号 （貨物等省令：  条  項  号）※該当するおそれのある項番が複数あるときは、その全てを列挙。 

        □該当   □非該当   □不明･疑義   □公知   □基礎科学   □その他規制対象外 

 上記判断の根拠 ※特に「該当」以外の欄にチェックする場合には、受入予定者の研究計画・提供予定技術等に照らして、なるべく詳しく、具体的に記入すること。 

 

 

 

 

  受入予定者の卒業後の 

予定／希望勤務先 

（知っていれば記入） 

名称（英字） 
 

※ＨＰアドレスを記載（                   ）及び／又は資料を添付すること。 

所在地              

提供予定技術の用途 

〔留学生等の場合、卒業後の

予定／希望進路での用途〕

（知っていれば記入） 

内容（                                                 ） 

□大量破壊兵器等関連   □通常兵器関連   □軍関連   □不明・疑義   □その他 

資料： □有（                                     ）   □無 

客観要件 

Ⅰ．大量破壊兵器キャッチオール規制 

受入予定者の出身国・出身組織・卒業後の予定／希望勤務先が、輸出令別表第３の地域を除く地域の場合、大量破壊

兵器キャッチオール規制に係る、 

①「用途」チェックシートに「はい」が一つでもあるか               □はい  □いいえ 

②「需要者」チェックシートに「はい」が一つでもあるか              □はい  □いいえ 

③（②が「はい」の場合、）明らかガイドラインに関するチェックシートに「いいえ」が一つでもあるか 

□はい  □いいえ 

Ⅱ．通常兵器キャッチオール規制 

受入予定者の出身国・出身組織・卒業後の予定／希望勤務先が一般国かつ、提供予定技術が特定品目に該当する場合、

通常兵器キャッチオール規制に係る、 

①「用途」チェックシートに「はい」が一つでもあるか               □はい  □いいえ 

②「需要者」チェックシートに「はい」が一つでもあるか              □はい  □いいえ 

③（②が「はい」の場合、）明らかガイドラインに関するチェックシートに「いいえ」が一つでもあるか 

□はい  □いいえ 

受入予定者の出身国・出身組織・卒業後の予定／希望勤務先が、国連武器禁輸国・地域の場合、通常兵器キャッチオ

ール規制に係る、 

①「用途」チェックシートに「はい」が一つでもあるか               □はい  □いいえ 

②「需要者」チェックシートに「はい」が一つでもあるか              □はい  □いいえ 

③（②が「はい」の場合、）明らかガイドラインに関するチェックシートに「いいえ」が一つでもあるか 

□はい  □いいえ 

Ⅲ．客観要件の確認に、不明点又は疑義があるか                   □はい  □いいえ 
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※上記は、一つの参考例を示したものであり、実際の活用に当たっては、各大学・研究機関に委ねられるものである。 

インフォーム要件 
受入予定者の出身組織・卒業後の予定／希望勤務先につき、経済産業大臣から許可の申請をすべき旨の通知を受けたか                

□はい  □いいえ 

受入予定期間       年    月    日  ～       年    月    日 

 

      
２．総合受入判定結果 (判定年月日：    年   月   日） 

受入審査判定 

□承認 

□条件付承認 
□規制対象外     □非該当     □特例（公知・基礎科学、その他） 

□経済産業省へ届出／相談      □不承認 

受入承認条件  

上記判定理由  
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「用途」チェックシート 
 以下の用途に用いられる又は用いられるおそれがあるかを契約書、ホームページ等ＷＥＢ、カタログなどで確認すること。（どちらかに○をつけること。） 

核兵器の開発、製造、使用又は貯蔵 はい・いいえ 

軍用の化学製剤の開発、製造、使用又は貯蔵 はい・いいえ 

軍用の細菌製剤の開発、製造、使用又は貯蔵 はい・いいえ 

軍用の化学製剤若しくは細菌製剤の散布のための装置の開発、製造、使用又は貯蔵 はい・いいえ 

300ｋｍ以上運搬することができるロケットの開発、製造、使用又は貯蔵 はい・いいえ 

300ｋｍ以上運搬することができる無人航空機の開発、製造、使用又は貯蔵 はい・いいえ 

別 

 

表 

 

行 

 

為 

①核燃料物質若しくは核原料物質の開発、製造、使用又は貯蔵 はい・いいえ 

②核融合に関する研究 はい・いいえ 

③原子炉又はその部分品又は附属装置の開発、製造、使用若しくは貯蔵 はい・いいえ 

④重水の製造 はい・いいえ 

⑤核燃料物質の加工 はい・いいえ 

⑥核燃料物質の再処理 はい・いいえ 

⑦以下の行為であって、軍若しくは国防に関する事務をつかさどる行政機関が行うもの又はこれらの者から委託を受けて行

うことが明らかなもの 

ａ 化学物質の開発又は製造 

ｂ 微生物若しくは毒素の開発、製造、使用又は貯蔵 

ｃ ロケット若しくは無人航空機の開発、製造、使用又は貯蔵 

ｄ 宇宙に関する研究 

はい・いいえ 

輸出令別表第３の２地域向けの場合で通常兵器（輸出令別表第一の一の項の中欄に掲げる貨物（核兵器等に該当するものを除

く。））又は一般国向けの場合で特定品目（輸出令１６項（１）の開発、製造又は使用 
はい・いいえ 

上表の最終項目が「はい」の回答結果となった場合は以下の各項目についても確認すること。 

用 

 

途 

 

要 

 

件 

 

の 

 

除 

 

外 

①当該輸出貨物又は技術を用いて開発等される次（※）に掲げる貨物が産業、娯楽、スポーツ、狩猟又は救命の用に供され

る旨が文書等に記載され又は記録されている場合であり、かつ、輸出者等が同表に掲げる貨物又は技術がこれらの用に供さ

れる旨輸入者等から連絡を受けている。 

はい・いいえ 

②自衛隊法に基づく在外邦人等の保護措置の用に供するために貨物又は役務の輸出又は提供を行う。 はい・いいえ 

③自衛隊法に基づく在外邦人等の輸送の用に供するために貨物又は役務の輸出又は提供を行う。 はい・いいえ 

④自衛隊法に基づく国賓等の輸送の用に供するために貨物又は役務の輸出又は提供を行う。 はい・いいえ 

⑤自衛隊法に基づく自衛隊がアメリカ合衆国軍隊、オーストラリア軍隊、英国軍隊、フランス軍隊、カナダ軍隊、インド軍

隊、ドイツ軍隊又はイタリア軍隊に対して貨物又は役務の輸出又は提供を行う。 
はい・いいえ 

⑥国際緊急援助隊の派遣に関する法律に基づく国際緊急援助活動の用に供するために貨物又は役務の輸出又は提供を行う。 はい・いいえ 

⑦国際連合平和維持活動等に対する協力に関する法律に基づく国際平和協力業務の用に供するために貨物又は役務の輸出又

は提供を行う。 
はい・いいえ 

⑧重要影響事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措置に関する法律に基づく後方支援活動及び捜索救助活動

の用に供するために貨物又は役務の輸出又は提供を行う。 
はい・いいえ 

⑨重要影響事態等に際して実施する船舶検査活動に関する法律に基づく船舶検査活動並びにその実施に伴う後方支援活動及

び協力支援活動の用に供するために貨物又は役務の輸出又は提供を行う。 
はい・いいえ 

⑩武力攻撃事態等及び存立危機事態におけるアメリカ合衆国等の軍隊の行動に伴い我が国が実施する措置に関する法律に基

づく自衛隊による行動関連措置として貨物又は役務の輸出又は提供を行う。 
はい・いいえ 

⑪武力攻撃事態及び存立危機事態における外国軍用品等の海上輸送の規制に関する法律に基づく停船検査又は回航措置の用

に供するために貨物又は役務の輸出又は提供を行う。 
はい・いいえ 

⑫海賊行為の処罰及び海賊行為への対処に関する法律に基づく海上保安庁による海賊行為への対処及び自衛隊の部隊による

海賊対処行動の用に供するために貨物又は役務の輸出又は提供を行う。 
はい・いいえ 

⑬国際平和共同対処事態に際して我が国が実施する諸外国の軍隊等に対する協力支援活動等に関する法律に基づく協力支援

活動及び捜索救助活動の用に供するために貨物又は役務の輸出又は提供を行う。 
はい・いいえ 

⑭令和元年十二月二十七日の閣議決定「中東地域における日本関係船舶の安全確保に関する政府の取組について」に基づき

自衛隊による情報収集活動及び不測の事態の発生など状況が変化する場合への対応の用に供するために貨物又は役務の輸

出又は提供を行う。 

はい・いいえ 

※  イ 銃砲若しくはこれに用いる銃砲弾（発光又は発煙のために用いるもの を含む。）のうち次に掲げるもの又はこれらの部分品 

(１) 空気銃、散弾銃、ライフル銃若しくは火縄式鉄砲又はこれらのものに用いる銃砲弾 

(２) 救命銃、もり銃若しくはリベット銃その他これらに類する産業用銃又はこれらのものに用いる銃砲弾 

ロ 産業用の発破器 

ハ 産業用の火薬若しくは爆薬又はこれらの火工品 

※※ 上記は、一つの参考例を示したものであり、実際の活用に当たっては、各大学・研究機関に委ねられるものである。 
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「需要者」チェックシート 

 

①外国ユーザーリストのチェック 

 （どちらかに○を付けること） 

需要者は外国ユーザーリストに掲載されているか。 はい・いいえ 

 

②需要者要件のチェック 

需要者が以下に掲げる行為を行っている又は過去に行っていたことについて契約書、ホー

ムページ等ＷＥＢ、カタログ若しくは入手した文書・記録媒体に記載・記録されているか、

又は相手先から連絡を受けたかについて確認すること。 

（どちらかに○をつけること） 

核兵器の開発、製造、使用又は貯蔵 はい・いいえ 

軍用の化学製剤の開発、製造、使用又は貯蔵 はい・いいえ 

軍用の細菌製剤の開発、製造、使用又は貯蔵 はい・いいえ 

軍用の化学製剤又は細菌製剤の散布のための装置の開発、製造、使用

又は貯蔵 
はい・いいえ 

300ｋｍ以上運搬することができるロケットの開発、製造、使用又は

貯蔵 
はい・いいえ 

300ｋｍ以上運搬することができる無人航空機の開発、製造、使用又

は貯蔵 
はい・いいえ 

輸出令別表第３の２地域向けの場合で通常兵器（輸出令別表第一の一

の項の中欄に掲げる貨物（核兵器等に該当するものを除く。））又は

一般国向けの場合で特定品目（輸出令１６項（１）の開発、製造又は

使用 

はい・いいえ 

 

 

※上記は、一つの参考例を示したものであり、実際の活用に当たっては、各大学・研究機関に委ねられるものである。 
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明らかガイドラインシート 

 
以下の各項目について、確認すること。 
なお、取引の形態等からみて問いが当てはまらない場合には、「－」に○を付ける。 

 

貨物等の用途・
仕様 

① 輸入者、需要者又はこれらの代理人から当該貨物等の用途に関する明確
な説明がある。 
例えば、当該貨物等の最終用途に関する情報を提供したがらない場合に
は、明確な説明はないものと推定する。  

はい・いいえ・－ 

② 需要者の事業内容、技術レベルからみて、当該貨物等を必要とする合理
的理由がある。 
例えば、次のような場合は、合理的な理由はないものと推定する。 
・小さなパン屋が高性能のレーザーを数台注文する等、当該貨物等の性
能が取引相手の業務内容に合っていない 
・当該貨物等に関係する事業経験がほとんどない又は全くない。 
・当該貨物等の最終需要者が貨物運送会社となっている。 

はい・いいえ・－ 

貨物等の設置場
所等の態様・据
付等の条件 

③ 当該貨物等の設置場所又は使用場所が明確である。 
例えば、設置場所又は使用場所に関する情報を提供したがらない場合
は、明確ではないものと推定する。 

はい・いいえ・－ 

④ 当該貨物等の設置場所又は使用場所が軍事施設内若しくは軍事施設に
隣接している地域又は立ち入りが制限されている等の高度の機密が要
求されている地域である場合は、その用途に疑わしい点があるとの情報
を有していない。 
例えば、当該貨物等の最終用途に関する情報を提供したがらない場合に
は、用途に疑わしい点があるとの情報を有しているものと推定する。 

はい・いいえ・－ 

⑤ 当該貨物等の輸送、設置等について過剰な安全装置・処置が要求されて
いない。 

はい・いいえ・－ 

貨物等の関連設
備・装置等の条
件・態様 

⑥ 当該貨物等が使用される設備や同時に扱う原材料についての説明があ
る。 

はい・いいえ・－ 

⑦ 当該貨物等及び当該貨物等が使用される設備や同時に扱う原材料の組
み合わせが、当該貨物等の用途に照らして合理的、整合的である。 
例えば、設備や原材料の組合せに関する情報を提供したがらない場合に
は、合理的・整合的ではないものと推定する。 

はい・いいえ・－ 

⑧異常に大量のスペアパーツ等の要求がない。 はい・いいえ・－ 

⑨通常必要とされる関連装置の要求がある。 はい・いいえ・－ 

表示、船積み、
輸送ルート、梱
包等における態
様 

⑩輸送時における表示、船積みについての特別の要請がない。 はい・いいえ・－ 

⑪製品及び仕向地からみて、輸送ルートにおいて異常がない。 はい・いいえ・－ 

⑫輸送時における梱包及び梱包における表示が輸送方法や仕向地などから
みて異常がない。 

はい・いいえ・－ 

貨物等の支払対
価等・保証等の
条件 

⑬当該貨物等の支払対価・条件・方法などにおいて異常に好意的な提示が
なされていない。 

はい・いいえ・－ 

⑭通常要求される程度の性能等の保証の要求がある。 はい・いいえ・－ 
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据付等の辞退や
秘密保持等の態
様 

⑮据付、指導等の通常予想される専門家の派遣の要請がある。 はい・いいえ・－ 

⑯最終仕向地、製品等についての過度の秘密保持の要求がない。 はい・いいえ・－ 

外国ユーザーリ
スト掲載企業・
組織等 

⑰外国ユーザーリストに掲載されている企業・組織向けの取引については、
次のいずれの場合にも該当しないこと。 

イ リストに記載されている当該需要者の関与が懸念されている大量破壊
兵器の種別（核兵器、生物兵器、化学兵器、ミサイル）と、輸出する貨
物等の懸念される用途の種別（核兵器等の開発等に用いられるおそれの
強い貨物例等を参考に、輸出しようとする貨物等の特性から判断するこ
と。）が一致する場合。 

ロ リストに記載されている当該需要者の関与が懸念されている種別が
「通常兵器」であり、輸出令別表第１の１６の項（１）に掲げる貨物等
に該当するときには、入手可能なすべての文書その他の情報に基づいて、
本ガイドラインの他の事項（輸出する貨物等の用途並びに取引の条件及
び態様からあてはまらない事項は除く。）の確認において、 通常兵器の
開発等に用いられるという懸念が払拭されない事項がある場合。 

はい・いいえ・－ 

⑱外国ユーザーリストに掲載されている企業・組織向けの取引については、
輸出しようとする貨物又は提供しようとする技術について、軍事用途に
用いられる（利用される）旨が、その輸出（取引）に関する契約書又は
輸出者（取引を行おうとする者）が入手した文書、図画若しくは電磁的
記録において、記載若しくは記録されていないこと、又は輸入者（取引
の相手方）若しくは需要者（当該技術を利用する者）若しくはこれらの
代理人から連絡を受けていないこと。 

はい・いいえ・－ 

⑲輸出令別表第３の２に掲げる地域向け又は当該地域の非居住者を需要者
(外国ユーザーリストに掲載されている企業・組織を含む。)とする輸出
等にあっては、通常兵器の開発等に用いられるおそれの強い貨物例又は
輸出令別表第１の１６の項（１）に掲げる貨物等に該当しないこと。 

はい・いいえ・－ 

その他 
⑳その他、取引の慣行上当然明らかにすべき事項に関する質問に対して需
要者からの明確な説明がないこと等、取引上の不審点がないこと。  

はい・いいえ・－ 

（注）技術の提供や外国人の受入れの場合は、上記各項目の文言につき、例えば「輸入者」を「契約先」や「受
入予定者」と読み替える等、適宜読み替えて適用してください。 

※上記は、一つの参考例を示したものであり、実際の活用に当たっては、各大学・研究機関に委ねられるものである。 
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該非判定票 

作 成 日：      年    月    日 

作成責任者： 氏名             所属・職名               

連 絡 先：  Tel              E-mail                                 

技術の名称、取引概要 

貨物の名称、型及び等級 

 

 

 

 

外国為替令別表（技術を提供する場合） 

又は 

輸出貿易管理令別表第一（貨物を輸出する場合） 

の項番と該非 

１ 

２ 

３ 

３の２ 

４ 

５ 

６ 

７ 

８ 

９ 

１０ 

１１ 

１２ 

１３ 

１４ 

１５ 

該当する 

該当する 

該当する 

該当する 

該当する 

該当する 

該当する 

該当する 

該当する 

該当する 

該当する 

該当する 

該当する 

該当する 

該当する 

該当する 

該当しない 

該当しない 

該当しない 

該当しない 

該当しない 

該当しない 

該当しない 

該当しない 

該当しない 

該当しない 

該当しない 

該当しない 

該当しない 

該当しない 

該当しない 

該当しない 

 「該当する」欄が 

１か所以上ある 

すべて「該当しな

い」欄のみ 

 

 

本件技術又は貨物は、以上のとおり外国為替令別表（第１６項を除く） 

又は輸出貿易管理令別表第一（第１６項を除く）に該当（します・しません）。 

 

外国為替令／輸出貿易管理令の関係項、貨物等省令の関係箇所及び解釈通達の関係箇所と、本件技術・貨物

の仕様（性能）との対応関係は、別紙「対比表」のとおりです。 

 

（注）本様式は、申請を行うに当たって該当非該当の判断を示す様式の一例として提示するものです。既に、

他の様式で申請を行って許可を得た実績を有する方は、従来の様式に従って申請を行って差し支えなく、

特に、新たに本様式に変更する必要はありません。 

※上記は、一つの参考例を示したものであり、活用の要否は各大学・研究機関に委ねられるものである。 

※技術・貨物の内容・性能を法令（外国為替令別表

又は輸出貿易管理令別表第一、貨物等省令、解釈

通達。下記ＨＰ掲載の「貨物・技術のマトリクス

表」を参照）に照合した上で、それぞれの項につ

いて「該当する」「該当しない」のいずれかに○印

を付けてください。 

 https://www.meti.go.jp/policy/anpo/matrix_intro.html 

※「該当する」に○印を付けた項については、貨物

等省令、解釈通達の関係箇所と技術・貨物の仕様

（性能）を比較し、該当すると判断した根拠を、

別紙「対比表」に明記してください。 

※「該当しない」に○印を付けた項でも、技術・貨

物の性質上その項に近いものである場合には、貨

物等省令、解釈通達の関係箇所と技術・貨物の仕

様（性能）を比較し、該当しないと判断した根拠

を、別紙「対比表」に明記してください。 

https://www.meti.go.jp/policy/anpo/matrix_intro.html
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（該非判定票別紙）外国為替令・輸出貿易管理令の関連項目等と 

技術・貨物の仕様（性能）の対比表 

該非判定票に記載した技術／貨物に係る、外国為替令／輸出貿易管理令の関係項、貨物等省令の関係箇所

及び解釈通達の関係箇所と、本件技術／貨物の仕様（性能）との対応関係は、以下のとおりです。 

 

外国為替令別表 

又は 

輸出貿易管理令別表第一 

 

貨物等省令 

 

解釈通達 

  

技術／貨物の 

仕様（性能） 

項 番 項 目 項 番 項 目 

       

 

 

※記述に当たっては、以下の事項を満たしてください。 
・外国為替令別表／輸出貿易管理令別表第一の関係項、貨物等省令の関係箇所及び解釈通達の関係箇所
については、それぞれが明確に分かるよう、該当部分を引用し、技術／貨物の仕様（性能）との対比
を明らかにすること。 

・特に、該当非該当に係る具体的数値については、技術／貨物の有する数値と基準の関係が分かるよう
記載すること。 

・技術／貨物の仕様（性能）などが分かる資料を添付すること。 

 

 

 

※上記は、一つの参考例を示したものであり、活用の要否は各大学・研究機関に委ねられるものである。 

技術／貨物の該非判定結果  □ 該当  □ 非該当 
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（記載例）「熱分解蒸着処理に係る技術」の場合 

 

（該非判定票別紙）外国為替令・輸出貿易管理令の関連項目等と 

技術・貨物の仕様（性能）の対比表 

該非判定票に記載した技術／貨物に係る、外国為替令／輸出貿易管理令の関係項、貨物等省令の関係箇所

及び解釈通達の関係箇所と、本件技術／貨物の仕様（性能）との対応関係は、以下のとおりです。 

 

外国為替令別表 

又は 

輸出貿易管理令別表第一 

 

貨物等省令 

 

解釈通達 

  

技術／貨物の 

仕様（性能） 

項 番 項 目 項 番 項 目 

第４項 

 

（５） 

原料ガスの熱分

解により生成す

る物質を基材に

定着させるため

の装置の使用に

かかる技術であ

つて、経済産業

省令で定めるも

の 

第１６条 

第５項 

外為令別表４

の項（５）の経

済産業省令で

定める技術は、

原料ガスの熱

分解（1,300 度

以上2,900度以

下の温度範囲

において、か

つ、130 パスカ

ル以上 20,000

パスカル以下

の絶対圧力の

範囲において

行うものに限

る。）により生

成する物質を

基材に定着さ

せるための技

術とする。 

  ・2,000～2,500 度の温

度範囲 

・15,000～20,000 パス

カルの絶対圧力 

 

以上の条件の下、原料ガ

スの熱分解により生成

する物質を基材に定着

させるための技術であ

る。 

 

したがって、該当。 

 

 

 

 

 

技術／貨物の該非判定結果  ■ 該当  □ 非該当 
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                                           令和  年  月  日 

 誓 約 書 

 

（受入責任者）        殿 

             氏名             

             （署名）            

 

 

 貴学への入学（採用）等に関し、下記の事項を遵守することを誓約します。 

 

１ 在学（在職）中、無断で大学の所有物の提供及び学外への持ち出しを行いません。日本国

政府が定める外国為替及び外国貿易法及びこれに基づく関係法令で規制された技術の提供また

は貨物の輸出を無許可で行った場合は刑事罰が適用される場合があることを理解し、次のいず

れかに該当する場合には、指導教員（受入教員）に相談するとともに、必要な場合には関係法

令及び貴学の定める内部規程に従い所定の手続を行います。 

 

 

 一 研究上の技術情報を在学（在職）中に外国において提供し、若しくは非居住者若しくは

非居住者の影響を強く受けている居住者（「特定類型」に該当する者という。）に対し

て提供しようとする場合、又はこれを在学（在職）後に提供することが在学（在職）中

に明らかとなった場合 

 

 二 研究上の使用機器若しくは使用材料若しくは研究の結果得られた有体物を在学（在職）

中に外国に輸出（海外へ送付又は持出し等）しようとする場合、又はこれらを在学（在

職）後に輸出することが在学（在職）中に明らかとなった場合 

 

２ 研究上の技術情報を、大量破壊兵器等（核兵器、化学兵器、生物兵器、ロケット、無人航

空機等）、通常兵器又はこれらに使用される材料・部品・製品の開発、製造、使用又は貯蔵

に用いず、当該技術情報の使用は民生用途に限ります。 

 

以上 

 

 

 

 

※ 「特定類型」については、https://www.meti.go.jp/policy/anpo/law_document/minashi/jp_daigaku.pdf 

の４頁を参照してください。 

※ 上記は、一つの参考例を示したものであり、活用の要否は各大学・研究機関に委ねられるものである。              

https://www.meti.go.jp/policy/anpo/law_document/minashi/jp_daigaku.pdf
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                                       Date: Year   Month   Day 

 Pledge 

 

To: 

(Name of person responsible for acceptance）         

          Full name:             

          （Signature）            

 

 

 I hereby pledge to comply with the following items regarding my enrollment to or employed or any as 

such by ●●● University. 

 

1.  During enrollment or employment or any as such at ●●● University, I will neither provide nor carry 

out any property belonging to the University without a permission. I understand criminal penalties can 

be applied for unauthorized tranfer of the technology and export of goods regulated by the Foreign 

Exchange and Foreign Trade Act of Japan and related laws and regulations. In any of the following 

cases, I will consult my supervisor (i.e., the academic staff accepting me as a student or a researcher) 

and, if necessary, take the prescribed procedures based on the Foreign Exchange and Foreign Trade Act, 

related laws and regulations, and the internal regulations of the University. 

 

 (1) In the case that I intend to provide technical information related to a research to a foreign country or 

to a non-resident or a resident under the significant influence of a non-resident (i.e., a person falling 

under the “Specific Categories”.) during this period, or in the case that it becomes clear during this 

period that I will provide such information after leaving the University. 

 

 (2) In the case that I intend to export (send, take abroad, etc.)research equipment, materials used in 

research, or tangible objects by a research during this period, or in the case that it becomes clear 

during this period that I will export these items after leaving the University. 

 

2．  I will not use the technical information obtained by a research for the development, production, use, 

or storage of weapons of mass destruction (WMD) (nuclear weapons, chemical weapons, biological 

weapons, WMD delivery systems such as missiles, and unmanned aerial vehicles), conventional 

weapons, or materials, components, or products used in these weapons. I will use such technical 

information only for civil purposes. 

 

※ Regarding to the “Specific Categories”, please refer to Page 4 of  

  https://www.meti.go.jp/policy/anpo/law_document/minashi/en_daigaku_.pdf. 

※ 上記は、一つの参考例を示したものであり、実際の活用に当たっては、各大学・研究機関に委ねられるものである。 

https://www.meti.go.jp/policy/anpo/law_document/minashi/en_daigaku_.pdf
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                                           令和  年  月  日 

 誓 約 書 

 

（受入責任者）        殿 

             氏名             

             （署名）            

 

 

 日本国政府が定める外国為替及び外国貿易法及びこれに基づく関係法令で規制された技術の

提供または貨物の輸出を無許可で行った場合は刑事罰が適用される場合があることを理解し、

貴学からの卒業（退職）に関し、下記の事項を遵守することを誓約します。 

 

１ 卒業後（退職後）、次のいずれかに該当する場合であって、必要な場合には、日本国政府

が定める外国為替及び外国貿易法及びこれに基づく関係法令に従い所定の手続を行います。 

 

 

 一 貴大学より提供を受けた研究上の技術情報を外国において提供し、又は非居住者若しく

は非居住者の影響を強く受けている居住者（「特定類型」に該当する者という。）に対

して提供しようとする場合 

 

 二 貴大学における研究上の使用機器若しくは使用材料又は貴大学での研究の結果得られた

有体物を外国に輸出（海外へ送付又は持出し等）しようとする場合 

 

２ 貴大学より提供を受けた研究上の技術情報を、大量破壊兵器等（核兵器、化学兵器、生物

兵器、ロケット、無人航空機等）、通常兵器又はこれらに使用される材料・部品・製品の開

発、製造、使用又は貯蔵に用いず、当該技術情報の使用は民生用途に限ります。 

 

以上 

 

 

 

 

 

※ 「特定類型」については、https://www.meti.go.jp/policy/anpo/law_document/minashi/jp_daigaku.pdf 

の４頁を参照してください。 

※上記は、卒業時や退職時の誓約書の一つの参考例を示したものであり、実際の活用に当たっては、各大学・研究機関に委ねられるものである。 

https://www.meti.go.jp/policy/anpo/law_document/minashi/jp_daigaku.pdf
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                                       Date: Year   Month   Day 

 Pledge 

 

To: 

(Name of person responsible for acceptance）         

          Full name:             

          （Signature）            

 

 

 I understand criminal penalties can be applied for unauthorized tranfer of the technology and export of 

goods regulated by the Foreign Exchange and Foreign Trade Act of Japan and related laws and regulations. 

I hereby pledge to comply with the following items regarding my graduation from or leaving ●●● 

University. 

 

1.  After graduation from or leaving ●●● University, in any of the following cases, and if necessary, I 

will take the prescribed procedures based on the Foreign Exchange and Foreign Trade Act, related laws 

and regulations. 

 

 (1) In the case that I intend to provide technical information related to a research provided by the 

University to a foreign country or to a non-resident or a resident under the significant influence of a 

non-resident (i.e., a person falling under the “Specific Categories”.). 

 

 (2) In the case that I intend to export (send, take abroad, etc.)research equipment, materials used in 

research, or tangible objects by a research provided by the University. 

 

2．  I will not use the technical information obtained by a research for the development, production, use, 

or storage of weapons of mass destruction (WMD) (nuclear weapons, chemical weapons, biological 

weapons, WMD delivery systems such as missiles, and unmanned aerial vehicles), conventional 

weapons, or materials, components, or products used in these weapons. I will use such technical 

information only for civil purposes. 

 

 

 

 

※ Regarding to the “Specific Categories”, please refer to Page 4 of  

  https://www.meti.go.jp/policy/anpo/law_document/minashi/en_daigaku_.pdf. 

※上記は、卒業時や退職時の誓約書の一つの参考例を示したものであり、実際の活用に当たっては、各大学・研究機関に委ねられるものである。 

 

 

https://www.meti.go.jp/policy/anpo/law_document/minashi/en_daigaku_.pdf
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参考資料：特定類型 

※ 本資料は、誓約書への署名を求める際に、特定類型に関する説明が必要な際の参考資料としてお使い下さい。 

 

 「特定類型」とは、以下の①から③のような類型をいいます。 

 

①  外国法令に基づいて設立された法人その他の団体（その本邦内の支店、出張所その他の事

務所を除く。以下「外国法人等」という。）又は外国の政府、外国の政府機関、外国の地方

公共団体、外国の中央銀行若しくは外国の政党その他の政治団体（以下「外国政府等」とい

う。）との間で雇用契約、委任契約、請負契約その他の契約を締結しており、当該契約に基

づき当該外国法人等若しくは当該外国政府等の指揮命令に服する又は当該外国法人等若し

くは当該外国政府等に対して善管注意義務を負う者（次に掲げる場合を除く。） 

 

（ｲ）当該者が本邦法人との間で雇用契約、委任契約、請負契約その他の契約を締結しており、

当該契約に基づき当該本邦法人の指揮命令に服する又は当該本邦法人に対して善管注意

義務を負う場合において、当該本邦法人又は当該者が、当該外国法人等又は当該外国政府

等との間で、当該本邦法人による当該者に対する指揮命令又は当該本邦法人に対して当該

者が負う善管注意義務が、当該外国法人等若しくは当該外国政府等による当該者に対する

指揮命令又は当該外国法人等若しくは当該外国政府等に対して当該者が負う善管注意義

務よりも優先すると合意している場合 

 

（ﾛ）当該者が本邦法人との間で雇用契約、委任契約、請負契約その他の契約を締結しており、

当該契約に基づき当該本邦法人の指揮命令に服する又は当該本邦法人に対して善管注意

義務を負う場合において、グループ外国法人等（当該本邦法人の議決権の50%以上を直接

若しくは間接に保有する外国法人等又は当該本邦法人により議決権の50%以上を直接若し

くは間接に保有される外国法人等をいう。以下同じ。）との間で雇用契約、委任契約、請

負契約その他の契約を締結しており、当該契約に基づき当該グループ外国法人等の指揮命

令に服する又は当該グループ外国法人等に対して善管注意義務を負う場合 

 

② 外国政府等から多額の金銭その他の重大な利益（金銭換算する場合に当該者の年間所得の 

うち 25％以上を占める金銭その他の利益をいう。）を得ている者又は得ることを約している 

者 

 

③ 本邦における行動に関し外国政府等の指示又は依頼を受ける者 
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Reference: Specific Categories 

 

The “Specific Categories” stands for the following categories (1) to (3).  

 

(1) A Person who has entered into an employment contract, a delegation contract, a service contract, or 

any other contract with a corporation or any other organization established under the foreign laws and 

regulations (except for its branch offices, local offices or other offices in Japan, hereinafter referred to as a 

"Foreign Corporation"), or a foreign government, a foreign governmental agency, a foreign local 

government, a foreign central bank, a foreign political party or any other political organization 

(hereinafter referred to as a "Foreign Government") and is subject to the direction and order of the 

Foreign Corporation or the Foreign Government, or owes the duty of care of a good manager to the 

Foreign Corporation or the Foreign Government, according to the contract, except for either of the 

following cases. 

 

(a) In the case where the Person has entered into an employment contract, a delegation contract, a 

service contract, or any other contract with a Japanese corporation and is subject to the direction and 

order of the Japanese corporation or owes the duty of care of a good manager to the Japanese 

corporation, according to the contract, the Japanese corporation or the Person has agreed with the 

Foreign Corporation or the Foreign Government that the direction and order of the Japanese 

corporation or the duty of care of a good manager to the Japanese corporation shall prevail over the 

direction and order of the Foreign Corporation or the Foreign Government, or the duty of care of a 

good manager to the Foreign Corporation or the Foreign Government.  

 

(b) In the case where the Person has entered into an employment contract, a delegation contract, a 

service contract, or any other contract with a Japanese corporation and is subject to the direction and 

order of the Japanese corporation or owes the duty of care of a good manager to the Japanese 

corporation, according to the contract, the Person has entered into an employment contract, a 

delegation contract, a service contract or any other contract with a Group Foreign Corporation (a 

Foreign Corporation that directly or indirectly holds 50% or more of the voting rights of the Japanese 

corporation or a Foreign Corporation of which 50% or more of the voting rights are held by the 

Japanese corporation. The same shall apply hereinafter.) and is subject to the direction and order of 

the Group Foreign Corporation or owes the duty of care a good manager to the Group Foreign 

Corporation, according to the contract.  

 

(2) A Person who earns or agrees to earn a large amount of money or other significant profit (money or 

other profit that accounts for 25% or more of the Person’s annual income when converted into money) 

from a Foreign Government. 

 

(3) A Person who acts in Japan under instructions or requests of a foreign government.
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外国為替及び外国貿易法第２５条第１項及び第２項の 

遵守のための特定類型該当性に関する誓約書 

 

           御中 

  年  月  日 

住所               

氏名               

 

 私は、【貴社／貴法人】が「外国為替及び外国貿易法第２５条第１項及び外国為替令第１７

条第２項から第４項までの規定に基づき許可を要する技術を提供する取引又は行為について」

（平成４年１２月２１日付け４貿局第４９２号。以下「役務通達」という。）の１（３）サ①又

は②に該当する居住者に対して技術の提供を行う場合は、外国為替及び外国貿易法第２５条第

１項及び第２項に基づき経済産業大臣の許可が必要になる可能性があることを理解し、【貴社／

貴法人】の法令遵守のため、役務通達の１（３）サ①又は②に該当するか否かについて、下記

のとおり誓約いたします。 

記 

私は、 

□ 以下の①に該当します。 

□ 以下の②に該当します。 

□ 以下の①及び②に該当します。 

□ 以下のいずれにも該当しませんので、誓約は不要です。 

 

① 外国法令に基づいて設立された法人その他の団体（その本邦内の支店、出張所その他の事

務所を除く。以下「外国法人等」という。）又は外国の政府、外国の政府機関、外国の地方公

共団体、外国の中央銀行若しくは外国の政党その他の政治団体（以下「外国政府等」という。）

との間で雇用契約、委任契約、請負契約その他の契約を締結しており、当該契約に基づき当

該外国法人等若しくは当該外国政府等の指揮命令に服する又は当該外国法人等若しくは当該

外国政府等に対して善管注意義務を負う者（次に掲げる場合を除く。） 

（イ）  当該者が本邦法人との間で雇用契約、委任契約、請負契約その他の契約を締結し

ており、当該契約に基づき当該本邦法人の指揮命令に服する又は当該本邦法人に対して

善管注意義務を負う場合において、当該本邦法人又は当該者が、当該外国法人等又は当

該外国政府等との間で、当該本邦法人による当該者に対する指揮命令又は当該本邦法人

に対して当該者が負う善管注意義務が、当該外国法人等若しくは当該外国政府等による

当該者に対する指揮命令又は当該外国法人等若しくは当該外国政府等に対して当該者が

負う善管注意義務よりも優先すると合意している場合 

（ロ）  当該者が本邦法人との間で雇用契約、委任契約、請負契約その他の契約を締結し

ており、当該契約に基づき当該本邦法人の指揮命令に服する又は当該本邦法人に対して

善管注意義務を負う場合において、グループ外国法人等（当該本邦法人の議決権の５０％

以上を直接若しくは間接に保有する外国法人等又は当該本邦法人により議決権の５０％
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以上を直接若しくは間接に保有される外国法人等をいう。以下同じ。）との間で雇用契約、

委任契約、請負契約その他の契約を締結しており、当該契約に基づき当該グループ外国

法人等の指揮命令に服する又は当該グループ外国法人等に対して善管注意義務を負う場

合 

② 外国政府等から多額の金銭その他の重大な利益（金銭換算する場合に当該者の年間所得の

うち２５％以上を占める金銭その他の利益をいう。）を得ている者又は得ることを約している

者 

 

※上記は、役務通達別紙１－４に記載のある誓約書の例であり、特定類型該当性を居住者である個人に誓約又は確認させるという趣旨を損なわない

範囲で修正することができるため、実際の活用に当たっては、各大学・研究機関に委ねられるものである。 
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Confirmation Letter regarding the Applicability of the Specific Categories for Compliance 

with Article 25 (1) and (2) of the Foreign Exchange and Foreign Trade Act 

 

To:                               

Date:                             

 

Address:                                    

Name:                                      

 

I understand when [INSERT ENTITY NAME] transfers technology to a resident who falls under the 

clauses 1(3)サ ① or ② of the "Notification for Transactions or Acts of Transferring Technology 

Requiring Permission pursuant to Article 25 (1) of the Foreign Exchange and Foreign Trade Act and 

Article 17 (2) to (4) of the Foreign Exchange Order" (Document No. 492 of the Trade Bureau published 

on December 21, 1992; hereinafter referred to as the "Notification for Technology Transfer"), [INSERT 

ENTITY NAME] is likely to be required to obtain a license from the Minister of Economy, Trade, and 

Industry pursuant to Article 25 (1) and (2) of the Foreign Exchange and Foreign Trade Act, and, for the 

sake of compliance by [INSERT ENTITY NAME] with the clauses 1(3)サ① or ② of the Notification 

for Technology Transfer, I hereby confirm that I:  

 

□ fall under the category (1) below.  

□ fall under the category (2) below.  

□ fall under the categories (1) and (2) below.  

□ DO NOT fall under any of the categories below and no confirmation is required.  

 

(1) A Person who has entered into an employment contract, a delegation contract, a service contract, or any 

other contract with a corporation or any other organization established under the foreign laws and 

regulations (except for its branch offices, local offices or other offices in Japan, hereinafter referred to as 

a "Foreign Corporation"), or a foreign government, a foreign governmental agency, a foreign local 

government, a foreign central bank, a foreign political party or any other political organization 

(hereinafter referred to as a "Foreign Government") and is subject to the direction and order of the 

Foreign Corporation or the Foreign Government, or owes the duty of care of a good manager to the 

Foreign Corporation or the Foreign Government, according to the contract, except for either of the 

following cases.  

 

(a) In the case where the Person has entered into an employment contract, a delegation contract, a 

service contract, or any other contract with a Japanese corporation and is subject to the direction and 

order of the Japanese corporation or owes the duty of care of a good manager to the Japanese 

corporation, according to the contract, the Japanese corporation or the Person has agreed with the 

Foreign Corporation or the Foreign Government that the direction and order of the Japanese 

corporation or the duty of care of a good manager to the Japanese corporation shall prevail over the 

direction and order of the Foreign Corporation or the Foreign Government, or the duty of care of a 
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good manager to the Foreign Corporation or the Foreign Government.  

 

(b) In the case where the Person has entered into an employment contract, a delegation contract, a 

service contract, or any other contract with a Japanese corporation and is subject to the direction and 

order of the Japanese corporation or owes the duty of care of a good manager to the Japanese 

corporation, according to the contract, the Person has entered into an employment contract, a 

delegation contract, a service contract or any other contract with a Group Foreign Corporation (a 

Foreign Corporation that directly or indirectly holds 50% or more of the voting rights of the 

Japanese corporation or a Foreign Corporation of which 50% or more of the voting rights are held 

by the Japanese corporation. The same shall apply hereinafter.) and is subject to the direction and 

order of the Group Foreign Corporation or owes the duty of care a good manager to the Group 

Foreign Corporation, according to the contract.  

 

(2) A Person who earns or agrees to earn a large amount of money or other significant profit (money or 

other profit that accounts for 25% or more of the Person’s annual income when converted into money) 

from a Foreign Government. 

 
※上記は、役務通達別紙１－４に記載のある誓約書の英訳であり、原文は日本語版（１４４頁）となる。実際の活用に当たっては、各大学・研究機

関に委ねられるものである。 
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参考資料：特定類型該当性確認のための簡易YES／NOチャート 

※ 本資料は、大学の教職員や学生の特定類型該当性について、誓約書記載のために本人が確認する際や大学側が関係書類から確

認する際に補助的に使用することを想定したものです。特定類型該当性の要件に関する正確な文言は必ず役務通達の原文を確認

してください。（「安全保障貿易に係る機微技術管理ガイダンス（大学・研究機関用）第五版」４１頁～４８頁参照） 

 

■ 特定類型①：外国政府や外国法人と雇用契約等を結んでいる場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 特定類型②：外国政府等から経済的利益を受けている場合 

外国の大学や企業（外国法人等）又は外国

政府等と雇用契約（契約の名称を問わず、

時間的・場所的に拘束されるもの）又は取締

役・監査役としての委任契約を締結している

か？ 

本学との契約に基づく指揮命令又は善管

注意義務が、○○が契約を結んでいる外

国法人等又は外国政府等との契約に基づ

く指揮命令又は善管注意義務に優先すると

の合意があるか？ 

※学生の場合は「NO」へ 

本学と、○○が契約を結んでいる外国法

人等はグループ外国法人等の関係にある

か？ 

※通常、大学では該当しません。 

類型①に該当しません。 

類型①に該当しません。 

類型①に該当する可能性があ

ります。役務通達の原文を確認

の上、必要な手続を行ってくださ

い。 

外国政府等から、個人として（not 大学とし

て、研究室として）多額の金銭その他の重

大な利益を得ている、又は、得ることを約

束しているか？ 

その利益を金銭換算した場合、年間所得

のうち 25%以上を占めているか？ 

類型②に該当しません。 

類型②に該当する可能性があ

ります。役務通達の原文を確認

の上、必要な手続を行ってくださ

い。 

N O 

N O 

N O 

N O 

N O 

YES 

YES 

YES 

YES/不明 

YES 
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Ⅹ．問合せ窓口等 

 

１．安全保障貿易管理ホームページ 

 安全保障貿易管理制度の概要、貨物の輸出や技術の提供に係る許可申請の手順、その他最新

の法令情報等を紹介しています。 

URL: https://www.meti.go.jp/policy/anpo/index.html 

 

２．許可申請・各種問合せ窓口 

    

（１）政策全般、制度概要、法令の解釈のお問い合わせ、ホームページへの御意見は、 

   安全保障貿易管理課 

   全般的な相談窓口（輸出／役務取引許可申請等に係る申請手続は除く。）: bzl-qqfcbh@meti.go.jp 

   みなし輸出に係る相談窓口（特定類型該当性やその確認手続）: bzl-minashi-QA@meti.go.jp 

（２）申請手続、申請に係る事前相談などのお問い合わせは、 

   安全保障貿易審査課 

       リスト規制に関する相談窓口（みなし輸出の許可申請を含む。）: bzl-qqfcbf@meti.go.jp 

    キャッチオール規制に関する相談窓口: bzl-anposhinsa-catchall@meti.go.jp 

（３）輸出管理内部規程（ＣＰ）についての御相談、外為法違反の御連絡は、 

   安全保障貿易検査官室（事後審査窓口）：bzl-jigo-shinsa@meti.go.jp 

（４）技術管理強化のための官民対話スキームの報告手続きや制度に関するお問い合わせは、 

技術調査・流出対策室： bzl-gijutsukanri-jizenhokoku@meti.go.jp 

 

 

本ガイダンスは、文部科学省等の協力を得て、作成されました。 

また、大学・研究機関における体制整備や研究者が業務上注意すべき事項に関する具

体的な取組については、経済産業省及び文部科学省の協力の下、大学関係者が主体とな

って検討を行い、特定非営利活動法人産学連携学会が取りまとめた「安全保障貿易に係

る自主管理体制構築・運用ガイドライン」及び「研究者のための安全保障貿易管理ガイ

ドライン」112を御参照ください。 

なお、本ガイダンス中の記載や図表については、大学・研究機関における研修資料等

に引用していただくことが可能です。その際には、出典元について明記をお願いいたし

ます。 

 

 

 

 

 

 
112 http://j-sip.org/info/anzenhosho.html 

http://j-sip.org/info/anzenhosho.html
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（本ガイダンスの問合せ先） 

経済産業省 貿易経済安全保障局  

貿易管理部 安全保障貿易管理課 大学指導班 

〒１００－８９０１ 

  東京都千代田区霞が関１－３－１ 

ＭＡＩＬ：bzl-daigaku@meti.go.jp 
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